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公立大学法人横浜市立大学事業報告書 

 

「公立大学法人横浜市立大学の概要」 

 

１ 目標 

 横浜市立大学が、市が有する意義ある大学として、市民が誇りうる、市民に貢献する大学となること。

更には、発展する国際都市・横浜とともに歩み、教育に重点を置き、幅広い教養と高い専門的能力の育成

を目指す実践的な国際教養大学となること。 

 この 2 つの目標を実現するため、「教育重視・学生中心・地域貢献」という基本方針のもと、大学が自主

的・自立的に運営され、教育・研究が更に活発に進められることを目指す。 

 

２ 業務 

(1) 大学を設置し、これを経営すること。 

(2) 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

(3) 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携に

よる教育研究活動を行うこと。 

(4) 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

(5) 教育研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 

(6) 前述の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３ 事務所等の所在地 

(1) 金沢八景キャンパス 

   神奈川県横浜市金沢区瀬戸２２－２ 

(2) 福浦キャンパス 

   神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

(3) 鶴見キャンパス 

   神奈川県横浜市鶴見区末広町１－７－２９ 

(4) 木原生物学研究所 

   神奈川県横浜市戸塚区舞岡町６４１－１２ 

(5) 大学附属病院 

神奈川県横浜市金沢区福浦３－９ 

(6) 大学附属市民総合医療センター 

神奈川県横浜市南区浦舟４－５７ 

(7) エクステンションセンター 

   神奈川県横浜市西区みなとみらい２－２－１ 横浜ランドマークタワー１３階 

 

４ 資本金の状況 

１９,２９２,９６９,６９０円 （全額 横浜市出資） 
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５ 役員の状況 

  役員の定数は公立大学法人横浜市立大学定款第 8条により、理事長 1人、副理事長 2人、理事 10 人以内及び監

事 2人。任期は、公立大学法人横浜市立大学定款第 13 条の定めるところによる。 

（平成２０年４月１日現在） 

役 職 氏   名 就任年月日 備 考 

理事長 本多 常高 平成 20 年 4月 1日  

副理事長 布施 勉 平成 20 年 4月 1日 学 長 

理事 今田 忠彦 平成 17 年 4月 1日 
横浜市教育委員長 

横浜市リハビリテーション事業団理事長 

理事 今田 敏夫 平成 18 年 4月 1日 附属病院長 

理事 岡田 公夫 平成 19 年 4月 1日 副学長 

理事 田中 克子 平成 18 年 4月 1日 事務局長 

理事 馬場 彰 平成 17 年 4月 1日 
（株）オンワードホールディングス  

最高顧問 

理事 福井 次矢 平成 17 年 6月 1日 聖路加国際病院 病院長 

理事 南  学 平成 17 年 6月 1日 エクステンションセンター長 

理事 矢部 丈太郎 平成 20 年 4月 1日 実践女子大学教授 

監事 足立 光生 平成 17 年 4月 1日 
横浜ベイサイドマリーナ（株） 

代表取締役社長 

監事 長峯 徳積 平成 19 年 4月 1日 日本公認会計士協会神奈川県会副会長 

 

６ 職員の状況                              （平成２０年４月１４日現在） 

 教員    ６５３人 

 職員  １，８６５人 

 

７ 学部等の構成                              （平成２０年５月１日現在） 

（学部） 

 国際総合科学部 

 医学部 

商学部 

国際文化学部 

 理学部 

  

（大学院） 

 国際総合科学研究科 

 医学研究科 

 経済学研究科 

 経営学研究科 

 国際文化研究科 

 総合理学研究科 
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８ 学生の状況                               （平成２０年５月１日現在） 

総学生数          ４，５３９人 

 学部学生         ３，８５４人 

 修士課程           ２６９人 

 博士課程           ４１６人 

 科目等履修生          ２１人 

 聴講生              ０人 

 研究生             ４２人 

 

９ 設立の根拠となる法律名 

  地方独立行政法人法 

 

10 設立団体 

  横浜市 
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11 沿革 

 

１８５４（嘉永７年）  ・開国（横浜村で日米和親条約調印） 

１８５９（安政６年）  ・横浜開港 

１８７４（明治７年）  ・十全医院 

１８８２（明治１５年） ・横浜商法学校 

                 

１８８８（明治２１年） ・横浜商業学校 

１８９１（明治２４年）                 ・横浜市十全医院 

１９１７（大正６年）  ・横浜市立横浜商業学校[Ｙ校] 

１９２３（大正１２年） 関東大震災 

１９２８（昭和３年）  ・横浜市立横浜商業専門学校[Ｙ専] 

            （横浜市立横浜商業学校専修科を母体として設立） 

１９４１（昭和１６年） 太平洋戦争勃発 

１９４４（昭和１９年） ・横浜市立経済専門学校（改称） ・横浜市立医学専門学校 ・横浜市立医学専門学校附属十全病院 

１９４５（昭和２０年） 横浜大空襲、終戦 

１９４７（昭和２２年）                 ・横浜医科大学 

１９４９（昭和２４年） ・横浜市立大学（商業部・経済研究所）          ・横浜医科大学病院 

 

１９５２（昭和２７年） ・文理学部・医学部設置                 ・横浜市立大学病院を併称 

１９５４（昭和２９年） ・横浜市立大学医学部病院開院 

１９８４（昭和５９年） ・木原生物学研究所設置 

１９８７（昭和６２年） ・医学部を金沢区福浦に移転 

１９９１（平成３年）  ・横浜市立大学医学部附属病院が金沢区福浦に開院 

・横浜市立大学医学部病院を横浜市立大学医学部附属浦舟病院と改称 

１９９５（平成７年）  ・文理学部を改組し、国際文化学部と理学部を設置 

・横浜市立大学看護短期大学部設置 

２０００（平成１２年） ・横浜市立大学医学部附属浦舟病院を横浜市立大学医学部附属市民総合医療センターと改称 

２００３（平成１５年） ・創立７５周年 

２００５（平成１７年） ・地方独立行政法人化（公立大学法人横浜市立大学） 

・商学部、国際文化学部、理学部を統合し国際総合科学部を設置 

            ・医学部看護学科を設置 
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12 経営審議会・教育研究審議会 

(1) 経営審議会                              （平成２０年５月１日現在） 

氏   名 現  職 

本多 常高 理事長 

布施 勉 副理事長（学長） 

今田 忠彦 理事 

今田 敏夫 理事（附属病院長） 

岡田 公夫 理事（副学長） 

田中 克子 理事（事務局長） 

馬場 彰 理事 

福井 次矢 理事 

南 学 理事 

矢部 丈太郎 理事 

足立 光生 監事 

長峯 徳積 監事 

 

(2) 教育研究審議会                            （平成２０年５月１日現在） 

氏   名 現   職 備 考 

布施 勉 学長  

岡田 公夫 副学長  

藤野 次雄 国際総合科学部長  

梅村 敏 医学部長代理  

池邉 敏子 医学部看護学科長  

重田 諭吉 国際総合科学研究科長  

大野 茂男 医学研究科長  

高山 光男 研究院長  

駒嶺 穆 木原生物学研究所長  

野々山 隆幸 学術情報センター長  

今田 敏夫 附属病院長  

田中 克明 附属市民総合医療センター病院長  

小川 智也 理化学研究所横浜研究所長 外部委員 

西村 太良 慶應義塾常任理事 外部委員 
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「事業の実施状況」 

Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

１ 教育の成果に関する目標を達成するための取組 

（１）学部教育の成果に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【教育の成果】  

＜共通教養教育> 

〔国際総合科学部〕〔医学部〕 

・平成 17 年度及び 18 年度の実績を踏まえ、新たに入学

した 1年生に引き続き共通教養教育を実施する。 

・共通教養における医学部学生教育に関する組織体制

(医学部のかかわり方等)の検討、従前の医進課程と比

較しての課題解決、ならびに教育内容のレベルアップ

と充実（医師として不可欠な倫理観、思いやりや尊厳

の気持ちなど人間性、社会性を醸成する）に向けて検

討する。 

 

 

 

【国際総合科学部】 

新入生を中心として、前年度に引き続き共通教養教育を実施し

た。特に今年度は、教育内容につき学生の理解促進による学習効

果の向上を目指し、４月に新入生全体に対するオリエンテーショ

ンの他、教養ゼミ Aのクラス単位によるオリエンテーションを実

施し、横浜市大の教育理念･目的を説明し、学習指導を行った。

また、７月に各コースへ進級するための前提科目履修を含めたオ

リエンテーション、さらに、後期のコース選択の前に、各コース･

ゼミの教育内容について、より詳細な説明を行なった。各科目で

は、オリエンテーションで周知した内容に即した教育を実施し

た。 

また、Practical English についても、1 年次生全員に授業オ

リエンテーションと e-ラーニングガイダンスを行った。 

医学科へ医学科全体の教育内容における 1年次教育の内容の検

討を依頼し、共通教養科目の意義との整合性を検討し、次年度の

科目設定、実施方法等を具体的に検討した。さらに次期計画での

修正へ向けての検討を始めた。 

これまで医学部および国際総合科学部の学生に対して 1クラス

の開講であった医学部必修科目の「倫理学」を 2クラス開講とし、

医学科及び看護学科をわけることにより教育効果を改善した。 

 

【医学部】 

医学科内の共通教養カリキュラム委員会（デイレクター会議）

で、平成 21 年度のカリキュラム改正に向けての体制を構築する

ことができた。 

 

＜専門教養教育・専門教育＞ 

〔国際総合科学部における専門教養教育〕 

【国際総合科学部】 

①平成 17 及び 18 年度の実績を踏まえ、学年進行に合わ 

 

 

【国際総合科学部】 

学部改革プロジェクト（ＰＴ）、コース長会議、コース会議で、 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

せた各履修モデルをもとに２年次生及び３年次生の学

習指導を行う。時代の変化にあった履修モデルかを検

証し、必要に応じて弾力的に改革することを検討する。 

 

今年度は各コースにおける学位とそれを達成するための履修基

本モデルを構築し、学習指導を行った。今後、４年次生へのアン

ケート結果を踏まえて、学則改正も視野に入れた、一層のカリキ

ュラム充実を目指す。 

 

【国際総合科学部】 

・コース長は各コースの理念に沿った教育が実施できて

いるかを自己評価し、教員数、専門分野、国際性に留

意したコースカリキュラムの適正化、見直し、充実を

進めるために、改善・改革計画書を学部長に提出する。

学部長はこれらを改善改革報告書としてまとめ、公表

する。 

 

【国際総合科学部】 

学部改革ＰＴおよび教員評価制度の進捗とともに、共通教養

長、各コース長からコース運営に関する改善改革計画の提出を求

め、現在報告書を作成中である。20 年度前期に実施予定の 4年次

生アンケートの結果も踏まえ、報告書を完成させ公表する予定で

ある。 

 

【国際総合科学部】 

・国際教養・理学・経営系・融合など分野に即した効果

的なゼミの進め方について検討し、ゼミでの教育の体

系化を強化する。 

 

 

 

 

 

 

・各コースの４年次で実施する特別研究・卒論演習の教

育目標達成のための準備を行う。 

 

 

・副専攻カリキュラムが効果的に機能するよう運用状況

の検証とコース間でのカリキュラム改善を行う。 

 

 

【国際総合科学部】 

・コース会議において専門教養演習のあり方について情報共有と

検討を行っている。特に、学系の特徴を生かしたゼミ運営（ゼ

ミ相互の連携、ジョイントゼミ、卒論演習・特別研究までの過

程）の準備をし、実施している。経営科学系の 2コースでは共

用ではあるが各ゼミに知的たまり場と位置づけたゼミ室を配

分したさらに、ゼミ内では、各ゼミ担当教員が担任として学習

指導が行われている。特に、今年度は PE による留年者・仮進

級者の指導にも重点を置いた。 

 

・教育成果水準を担保するため、卒論集発行（要約集）のため予

算要求するとともに、卒論演習の進め方や提出時期、提出要綱、

評価方法について学部全体での準備が進展した。 

 

・主専攻･主副専攻および学位の種類について、アンケート調査

「卒業要件（単専攻または主副専攻）の申告」を行ない、カリ

キュラム改善に資するとともに、卒業見込み判定、卒業判定と

の整合性も、時期の問題も含めて検討した。 

【国際総合科学部】 

・専門教養における大人数講義については、ティーチ

ング・アシスタント（以下 TA とする）を増員するとと

もに、講義人数に大幅な偏りが出ないような時間割設

定等の改善を進める。 

【国際総合科学部】 

・講義毎の履修者数･講義内容（実験実習科目等）等の把握によ

りＴＡの適正配置を行うとともに、ＴＡ配置に伴う前年度の効

果を報告させた。また、教育の質を担保するため大人数講義の

解消を目指し、並行講義を増大させるための予算要求を行って

いる。なお、時間割設定については、引き続き共通教養会議、 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 

 

・大学として学生の入試、履修状況、教務、就職状況等

を把握し必要があったときにすぐ抽出・資料化できる

よう大学全体のデータベース作成の中で電算システム

を構築する。 

 

各コース会議で調整を行っている。 

 

・学部･コース別、教員別講義数、曜日･時限、受講者数･試験受

験者数･合格者数等のデータ蓄積を図り、教育効果の達成度を

測るとともに、ＦＤ、教員評価のための資料を準備した。また、

基幹系システムの構築に合わせ、教務の効率的電算システム、

および情報教育委員会によるＩＴ教育システムを構築するよ

うに勤めている。 

なお、仮進級者の進級を確定した９月に、３年目生のコース別、

演習別ＰＥ合格者を調査し、教育効果の向上に努めた。 

 

【国際総合科学部】 

②・コース選択後の学生の進路等に関する意識調査を実

施するとともに、各コース長は現コースの社会的意

義につき社会情勢を踏まえながら、授業科目、履修

モデルについて検討する。 

 

 

 

 

・主専攻･副専攻システムの運用状況を検証する。 

 

 

 

・将来における社会ニーズや産業構造の変化を全教

員が理解し主体的に取り組むため、教員対象の教

育研修会を開催し、教員の能力開発を図る。 

 

 

・新たに措置する「戦略的教育費」により、現在の

カリキュラムの中で学生教育の質をさらに向上さ

せる取組や、本学のブランド創出に向けた新たな

講座をパイロット的に実施する。 

 

【国際総合科学部】 

・学部改革プロジェクトの進行に合わせて。各コースで中心科目･

周辺･関連科目と整理し、履修モデルを充実するとともに、学

位との関連をガイドラインとして明確にし、輩出する学生像と

の関連を示した。なお、寄附講座、企業支援科目を設定して実

践的授業科目を新設したり、３年生次授業を通じ、学生の希望

する企業職種と企業意識を調査すると同時に、希望進路を把握

することにより、学生のニーズの変化を確認した。 

 

・３年次生に、主･副専攻のアンケートを実施し、複数専攻の学

生比率等の分析をするとともに、共通科目の設定意義など議論

した。 

 

・大学院ＦＤ研修に、学部担当教員も参加要請するとともに、国

際総合科学部として最初の非常勤講師ＦＤおよび懇談会に専

任教員の出席も求め、国際総合科学部の教育目標、理念･目的

等の周知を図った。 

 

・英語によるサマーサイエンスプログラムや、IFI ビジネス・ス

クールとの連携によるファッションビジネスに関する講座等

をパイロット講座として実施した。また、学外の講師も交えて

今後の適切な寄附講座のあり方について検討を行い、20 年度も

寄附講座を継続実施するとともに、支援講座も含め、外部機関

の講師による新規講座の増設を企画するなど、現行のカリキュ

ラムを充実させるための取組を行った。 
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〔医学部における専門教育〕 

【医学科】 

①平成 18 年度の PBL 教育の成果をふまえて、教員を対

象とした PBL 教育研修会を開く。チューターの役割や

シナリオ作成について教員の能力養成を図る。 

 

 

 

【看護学科】 

・学年別オリエンテーションを行い学年に応じた履修指

導を行う。編入学生に対しては既習学習内容を考慮し、

個別に履修指導を行う。 

 

 

 

・演習科目においては可能な限り複数教員を動員すると

ともに、ＴＡを導入し、実験・演習に関する環境を整

え、基礎的看護実践能力の向上を図る。 

 

 

 

・臨床看護専門科目が本格的に開始される年度であり、

臨床看護実践能力の基礎力を育成するためのペーパ

ーペーシェントに対する問題解決の探求など学生の

自主的学習能力を支援できるよう可能なかぎり多数

の教員を動員して授業を展開する。 

具体的には 80人の学生に4～6人の教員が看護基礎技

術の指導を行う。 

また、実習においては学生 5人に 1人程度の教員が実

習指導を担当し、学生個々に応じた教育を展開する。 

 

〔医学部における専門教育〕 

【医学科】 

PBL 担当教員を集めてシナリオのサンプルを配布して授業の進

め方等について説明会を開いた。また、医学部ＦＤ（ワークショ

ップ）において、東京女子医科大学神津名誉教授を招いて PBL の

意義について講演・討議をおこなった。PBL の長所、短所等に関

する教員の理解を深めることができた。 

 

【看護学科】 

・編入学生に対しては合格通知とともに履修情報を提供し、入学

式前日に全体および個人面接によるオリエンテーションをお

こなった。学生に対しては学年ごとに前年度評価を踏まえ履修

に関する重要なポイントの抜粋版を用いてオリエンテーショ

ンを実施した。 

 

・演習科目において、保健医療統計学ではＴＡを活用した。また

基礎医学演習では実験動物等を用いたリアルな教育が展開さ

れ効果的であった。演習室環境を整備するために各領域でシミ

ュレーター等を準備し、安全な環境下における体験学習が実施

でき学生の自己学習の機会とした。 

 

・ペーパーペーシェントによる看護問題解決過程学習は基礎看護

学で基盤形成を行い、各領域との連携を図ることで思考が形成

される取り組みがなされた。実習においては領域によって 5人

以上の担当学生となっているが臨床と協力しながら個別な実

習指導を展開している。 

 

【医学科】 

①学生、教員ともにクリニカル・クラークシップの意義

を説明会、各部署を通じて理解を深めるとともに、病

棟実習カリキュラムを教員、学生が相互評価し、より

良いカリキュラムを導入するシステムを構築する。さ

らに、附属 2病院における病棟実習に際し、病院側の 

【医学科】 

平成 19 年度から、学生および病棟実習カリキュラム委員会の

意向を踏まえ、専門科プログラムの延長などを柱とした新しいプ

ログラムを導入した。また、19 年度より、シミュレーションセ

ンターの本格的運用を開始し、実際の医療現場での学習効率を向

上させるため、シミュレーターを用いた実技実習を行った。 
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学生教育環境を整備する。 

 

 

【医学科】 

②コアカリキュラムからアドバンストへの一連の流れ

を重視した授業を展開し、それぞれの比率は概ね 2対

１とする。 

さらに、臨床の視点から基礎医学を学ぶ「病態代謝生

理学」と、基礎系と臨床系教員が協同して基礎医学と

臨床医学を統合した講義や実習を受け持つ「統合医

学」を新たに設け、基礎医学と臨床医学の橋渡しとし

ての教育を補強する。 

 

【医学科】 

基礎的な内容を含むコアとしての講義から先端医学、医療の内

容を含むアドバンストとしての講義までを、分野毎に一貫した流

れで行った。また臨床の視点からの基礎医学としての新科目であ

る病態代謝生理学の授業を、本年度より開始した。基礎系と臨床

系の教員が協同して、基礎から臨床医学への橋渡しの視点から行

う「臨床医科学入門」（旧名称: 統合医学）を、予定通り新年度

から開始する。 

【看護学科】 

・「臨地教育に関する協議会」において臨地実習施設と

大学との実習指導体制の有機的連携に関し協議を進

める。また、ワーキンググループにおいて、これから

目指していく実習のあるべき姿を構築していく。ま

た、実習病院等との日常的連携課題について検討し、

組織間の合意を得て実行可能な内容から取り組んで

いく。 

 

【看護学科】 

実習要項の作成段階において、実践現場との乖離を尐なくする

目的で看護部の意見を取り入れるなど共通認識の下、実習が展開

できるよう準備を整えた。またワーキンググループで次年度より

開始する具体的な連携計画が提示された。 

 

 

（医学科・看護学科） 

・学生に対しては教育の充実のための e-ラーニングの

導入を図る。 

学生の教育方法としての活用や学生の履修状況等を

把握できるシステムを福浦キャンパス導入に向けて

検討を行う。 

【看護学科】 

感染管理に e-ラーニングを導入。演習では学生自身が行った内

容を画像化し、映像を客観的に振り返ることで看護実践評価がで

きるシステムを作り、実施している。履修状況の把握に関しては、

情報システムの導入に課題があったため、八景学務と福浦学務と

の連携強化を図り、検討している。 

 

【教育の成果・効果の検証】  

【国際総合科学部】 

①・各コースに応じたコアカリキュラムの理解を徹底さ

せ、理解度を評価確認しその教育効果を検証する。ま

た、キャリア支援センターを中心に学生の休学、退学、

留年者数・理由に関する調査を行い、可能な限り年次

データは数値化し体制充実のために活用する。 

【国際総合科学部】 

毎月のコース会議、教務委員会を中心に、カリキュラムを充実

させることで、ＦＤ効果を生み、教育理念･目的の実現を目指し

ている。また、コースオリエンテーショで履修モデルについて在

学生に説明した。コア科目等を授業と大学案内を利用して周知再

確認した。また、学生の身分については、毎月のコース会議･共

通教養会議を通じて、代議員会で精査している。ただし、申請、

承認、実施時期の時系列的把握には課題がある。 
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・２年次までに TOEFL500 点を達成できなかった学生に

対して、プラクティカル・イングリッシュセンター

において対応する。 

 

 

 

 

 

【看護学科】 

・3学年・編入学生に対する担任グループを組織し、退学・

休学・留年の事情を正確に把握するとともに、教務担

当やクラス担任がキャリア支援センターなどと連携し

て対応する体制の充実に努める。 

 

プラクティカル・イングリッシュは今年度に限り仮進級を実施

し、後期開始時点でほぼ 8割の学生が進級した。年度末では、07

年度入学生の在学生に対する合格率は約 90％、08 年度入学生の

合格率は約 80％となった。留年生に対して、より尐人数教育、ｅ

－ラーニング、ＰＥセンターでカウンセリングの強化など、対応

を強化している。ＰＥのあり方については、２０年度に運営委員

会を設置して、そのあり方を検討する予定である。 

 

【看護学科】 

学生支援ＷＧは担任長とリーダーによって形成され、適宜メー

ルを利用するなどして情報の共有を図っている。現在のところ学

生異動に関しては問題なく処理されている。教務ワーキングと学

生支援ワーキングとの連携を密に行うことで、履修と学生状況の

把握はしやすくした。今年度から学務体制も充実しており事務処

理も円滑である。 

 

【国際総合科学部】 

・ゼミ室の充実という施設面での学習意欲の高揚ととも

に、活動の充実のためにどのようなサポートが可能で

あるか検討を行う。 

 

 

・各コースの教育体系を見直し、基礎と発展科目の明確

化および両者を統合したカリキュラム、コース・共通

教養間で協同する主副専攻のためのカリキュラムやく

さび形カリキュラム等の開発をする準備をはじめ、学

生が勉学意欲を高められる魅力ある教育づくりを進め

る。 

 

 

 

【国際総合科学部】 

・ゼミ室、実習･実験室の配置を検討することにより、学生が自

主的に学習･研究を行うため、相互交流する機会が増えた。し

かし、絶対数は不足しているので、引き続き改善が必要である。

また、ゼミ室に必要な機器を検討した。 

 

・学部改革ＰＴで、各コースの履修モデルの明確化、コース･共

通教養の関係等について、医学部も含め検討し、各コースの履

修モデルをコースコア、クラスターコア、関連、周辺科目等に

分類・配置し、カリキュラムの明確化・体系化を図った。その

結果を、次年度の「履修ガイド」に反映させ学生への周知を図

り教育効果を上げる予定である。また、コース･共通教養の関

係等については、医学部も含め、次年度には、学生、教員アン

ケート等を実施し、卒業年度の学生からみた専門教養、共通教

養、両者の在り方を検討し、より一層のカリキュラムの充実に

努める。なお、経営科学系と融合領域は両コースにまたがる寄

附講座を開設し、理系では基礎サイエンスの体系的習得のため

に、化学と物理の教育体系の見直しを行い、教養と専門の有機

的連続性を図るためのワーキングを発足させカリキュラムの

充実に取り組んだ。生物学の基礎教育においても統一教科書の

導入を行い、あわせて内容の充実を図った。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

〔国際総合科学部・医学部共通〕 

・横浜市教育委員会との協定に基づいた市立高校との教

育連携を実施する。 

 

・初年次教育において、高校での未履修科目に対して、

上記協定に基づき市立高校教員を活用した補習授業

を行うなどの学習支援策を強化する。 

〔国際総合科学部・医学部共通〕 

協定書に基づき、6 月 26 日に第 1 回会合を持ち、7 月 31 日に

「横浜市立大学と横浜市立高等学校との連携協議会」を立ち上げ

た。現在、この協議会ならびに 2つの専門委員会において、高大

連携の事業が進展している。具体的には横浜サイエンスフロンテ

ィア高校（SFH）設立のためのカリキュラム検討、横浜商業高校

との連携・接続、出前授業、公開授業、理系教育ＳＰＰ実習を実

施し高大連携を進めた。 

 

【国際総合科学部】 

高校の理系退職教員と教員免許を持つ大学院生による物理学

補習クラスを実施した。 

 

【医学部】 

②平成 18 年度に続き、医師国家試験の合格率を高水準

に維持する。 

 

 

【看護学科】 

・１期生の高水準な合格率を得るために保健師・看護師

国家試験に関する動向等について情報収集し、看護学

科生に情報提供するとともに、教育内容を点検し、学

生の国家試験対策を支援する。 

 

【医学部】 

６年生を対象に、７月と１１月に国家試験出題問題形式の試験

（統合試験、各１００題）を実施し、成績不良者と面談し、試験

勉強の進み具合を聞いて学習を促すというシステムを確立した。 

 

【看護学科】 

学生支援ＷＧにおいて国家試験に対する心構え、準備等につい

て指導した結果、学生自身が国家試験の過去問題を配布するな

ど、自主的な国家試験対策がとられるようになった。担当教員か

ら情報提供がなされ、各科目で教育内容にも反映されている。 

 

【卒業後の進路】  

【就職支援担当】 

・入学後のごく早い段階から進路への意識付けを行い、

卒業まで常にフォロー、動機付けを続けることによっ

て無業者を出さない体制を確立する。 

 

 

 

【国際総合科学部】 

・大学院と連携して、進学によるキャリアアップや卒業

後の進路について、入学後の早い段階から学生に向け

て情報発信する。 

 

【キャリア支援課】 

入学式翌日にキャリアガイダンスを行い、大学に入るのが目的

ではなく自身のキャリアを考えた上で、授業の履修や留学、部活

動に取り組むよう伝えるなど進路への意識付けを行った。さらに

キャリア支援室の取り組みも紹介し、早い時期から利用するよう

勧めた 

 

【国際総合科学部】 

【実施済み】 

大学院の各専攻と連携し、大学院説明会・相談会を実施した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【就職支援担当】 

・キャリア支援講座、就職支援講座を通じて学生の意識

向上を図る。 

・１年生全員に、キャリアオリエンテーション、キャリ

アガイダンスを実施する。 

 

 

 

【キャリア支援課】 

・講座によっては 300 名近くの学生が参加している。（3年次生） 

 

・入学式翌日にキャリアガイダンスを行った後、1 年次生全員へ

のキャリア面談を計画していたが、授業の履修等によって同じ

時間帯を希望する学生が多く、支援課の人員的にも全員への実

施は不可能であった。しかし、面談を受けた学生からの反応は

よく、友人を連れてくるケースもあり、口コミで面談のことが

伝わっていたこともある。国際推進や学務と連携し、コース選

択時での悩みなど学生の不安解消を図ることも出来ている。 

 

【就職支援担当】 

・キャリア発達支援検査の導入を図り、自己理解を通じ

て正しい進路決定、目標設定を促す。 

 

 

 

【国際総合科学部】 

・各コースが将来どのようなキャリア形成を目指すもの

かをコース説明会などで学生に情報発信する。 

 

 

 

・理系では半数以上が大学院に進学することから、大学

院のキャリア形成についても入学後の早い段階から

知らせる機会を作る。 

 

 

 

 

 

 

【医学科】 

・入学時に地域での大学の役割や地域貢献の重要性につ

いて意識付け等を行うとともに、臨床実習においても

地域医療機関との連携を密にする。また、文部科学省

現代的教育ニーズ取組支援プログラム選定課題「学生 

【キャリア支援課】 

面談を受ける学生に対して、事前にネット上で発達支援検査を

受検するよう伝えていたこともあり、面談の中で、その結果を確

認しながら、今後のキャリアをより明確にできるようアドバイス

してきた。 

 

【国際総合科学部】 

年度初めのコース別ガイダンスで、履修モデルを参考にして、

実施した。教室セミナーの中では、OB/OG によるキャリア紹介な

ども行われ、学生のキャリアプランに資するセミナーも実施され

た。 

 

大学院説明会を開催するとともに、授業においても現代の理系

就職状況の情報をとらえて企業ニーズが修士卒に集中している

ことを周知した。学生たちに自分自身のキャリア像を抱かせるべ

く、理系各分野の第一人者による教室セミナーを行なった。基盤

科学コースでは 3年次生向け科目「企業技術体験」において、関

心のある企業に関するリサーチ・そのプレゼンテーション、様々

な職種の講師を招いた講演・質疑応答、インターンシップを行な

って、学生へのキャリアプランニング支援を行なった。 

 

【医学科】 

１９年度は、入学時の地域貢献の重要性について意識付け、お

よび臨床実習における地域医療機関との連携は不十分であった。 

しかし、文部科学省現代的教育ニーズ取組支援プログラム選定

課題「学生が創る地域の子ども健康プロジェクト」は活発に行わ 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

が創る地域の子ども健康プロジェクト」の推進等によ

り学生による地域貢献活動を促す。あわせて、前年の

進路調査などから、地域への定着状況を把握する。 

 

 

 

【看護学科】 

・1年次、2年次において大学附属病院での実習を行い、

医学部、病院職員等大学内人材の兹担、特別講義とし

ての教育協力を得て、地域における臨地実習施設との

連携を密にし、入学時より大学の役割や地域貢献に関

する意識付けを継続する。3 年次～4 年次にかけて行

われる福祉保健センター、地域ケアプラザ、老人ホー

ム（あわせて 60 施設）の実習体験を通して地域保健

医療の実態に触れさせる。また、現代教育ニーズ支援

プログラムなどのボランティア活動を通して、地域に

おける健康教育を学習する機会を提供し、地域に対す

る関心を高め、将来における就職への動機づけを進め

る。 

 

れ地域貢献への意識向上を図ることができた。また、医学部祭で

地域の産科医師不足に関するシンポジウムを学生がみずから企

画し、地域医療の問題に関する活発な討議を行った。また、臨床

研修センター、地域医療貢献推進委員会と連携して進路調査を行

うシステムを定着させた。 

 

【看護学科】 

１年次生は 12 月に見学実習を１週間、２年次生は２月に２週

間担当教員および臨床指導者のもと、実習を行った。３年次生は

７月に 11 箇所の地域包括支援センター（ケアプラザ）と 10 病院

の継続看護部門で２週間、12 月には市内 13 箇所の老人ホームで

１週間の実習を行った。３年次２～３月にかけて、県内の福祉保

健センター、福祉事務所 22 箇所で地域看護学実習を２週間行っ

た。 

前期は３年次生に対して地域看護学臨地実習Ⅰ（継続看護実

習）で大学附属の２病院及び他外部の９施設の協力を得て実施し

た。 

現代 GP においてキャンプ班は、4/2. 8/30 のデイキャンプに

おける健康教育、9/23.24 １泊で 35 名の子どもと生活を共にし

ながら健康教育キャンプを実施した。いのちの教育に関しては、

6 月に並木小学校、1 月に朝比奈小学校の 5 年生 2 クラスに「い

のちの授業」を看護学科学生と共に実施した。 

12 月には、附属病院の就職ガイダンスを実施した。 

2Ｆの学生ラウンジに附属 2 病院のコーナーを設置し、看護実

践活動の紹介を行っている。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

１ 教育の成果に関する目標を達成するための取組 

（２）大学院教育の成果に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【教育の成果】  

【国際総合科学研究科】 

①・大学院改革プロジェクトの議論をもとに、理学系で

は、自然科学の発展とグローバル化に対応した人材

を育成するために、新たな生命ナノシステム研究科

（仮称）の設置を検討する。融合系では、横浜市の

大学として、市への地域貢献を体現できる大学院の

研究教育体制への転換を目指して、既存の大学院の

一部を編成替えし、新たな専攻の設置準備を行う。

経営系では、経営科学専攻の再編を検討する。 

 

・経営・会計・会社法を中核に起業に関連する論点を

取り扱い、学部卒業生、社会人および地元企業の幅

広いニーズに対応可能なカリキュラムや、横浜市を

はじめとする自治体、国家公務員、金融機関および

シンクタンク等で活躍する人材の育成に向けた検

討を行う。  

 

【国際総合科学研究科】 

大学院改革プロジェクトにおいて、理学系、経営系の研究科案

が承認され、次年度の届出の方針が決まった。 

また、融合系研究科については同プロジェクト内で検討を行っ

たが、設置準備には至らなかったため、20 年度も引き続き設置

に向けた検討を行う。 

 

 

 

 

経営科学専攻では、平成１９年１１月より横浜銀行グループと

連携して、地元企業の次世代経営者を対象に、経営・会計・会社

法を中核とした教育プログラムである「よこはま経営塾」を実行

中である。本プログラムについては、今後も発展させていく予定

であり、横浜銀行グループとともに平成１９年度における改善点

を抽出している。 

【国際総合科学研究科】 

・研究戦略検討委員会と大学院改革プロジェクトの検討

内容の共有化を図り、大学院の将来計画に沿った研究

戦略の実行に着手する。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

次年度より研究院の共同研究推進費の枠に、研究科専攻を超え

た学際的ユニットによる研究費の枠が設立されることが決まり、

研究科の教育研究を活性にするシステムに幅を増やすことがで

きた。 

【国際総合科学研究科】 

・グローバルな人材育成のために、これまで個々の教員

の行ってきた国際交流をネットワーク化し、組織とし

て学生および研究者の国際交流が可能になるような

システムの構築を「国際化推進センター」と連携して

推進し、大学の国際交流や国際貢献を積極的に担って

いく基盤構築を図る。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

ネットワーク化の１つとして国際トウモロコシ小麦改良センタ

ー（CIMMYT：メキシコ）との協定を締結した。また、国際交流ネ

ットワークの内容を新研究科の構想に組み込み、実施計画の策定

を行った。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【国際総合科学研究科】 

②融合系では、学部の融合領域の理念を共有し、都市や

地域の問題をグローバルな視点から、融合的かつ統合

的に解決できる人材の育成を目指し、新たな専攻の設

置準備を行う。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

 大学院改革プロジェクトにおける方針が、分野を限った上で専

門別に研究科を設置するという方針へ一部変更されたことを受

けて、融合系研究科については同プロジェクトで内で検討を行っ

たが、設置準備には至らなかったため、20 年度も引き続き設置に

向けた検討を行う。 

【医学研究科】 

①入学時のガイダンス資料のさらなる充実に努める。 

 

 

【医学研究科】 

ガイダンスを実施し、文部科学省の大学院設置基準の改正をふ

まえ、従来明示してこなかった授業計画などをシラバスとして配

布した。 

 

【医学研究科】 

・ホームページの有効利用と履修要綱など資料の充実に

より学生や教職員への情報提供を効率化する。 

 

 

 

【医学研究科】 

ホームページの有効利用と履修要綱など資料の充実による学

生や教職員への情報提供の効率化について、前年度以上の成果は

得られなかった。今後は院生への連絡をメールにより行うこと

や、ＷＥＢ上に掲示板を設けることも検討する。 

【医学研究科】 

・学生アンケートの効率的な実施方法について検討す

る。 

【医学研究科】 

学生アンケートも上記メールに配信により実施することも今

後検討する。 

 

【医学研究科】 

②医学医療に精通した高度の専門的職業人及び研究者の

養成に向けて行った、大学院カリキュラムの全面的な

見直しに基づく新たなカリキュラムを円滑に実施す

る。 

 

【医学研究科】 

国の大学院に関わる規則の制定に従って新たに整備した１９

年度からの教育カリキュラムを円滑に実施した。さらに、より詳

細な２０年度用シラバスの作成と、２０年度からのカリキュラム

改編を行った。 

【医学研究科】 

・臨床試験の専門職養成と新たな臨床試験体制の構築を

目指し、臨床試験の専門職大学院について平成 20 年

度の設置に向け、大学として準備を進める。 

 

・平成 19 年度に開講する修士課程の臨床薬学コースを

円滑に運営する。 

 

・横浜国立大学との連携講義を充実する。 

【医学研究科】 

臨床試験の大学院に関しての検討の結果、附属病院における臨

床試験体制の充実がまず必要であることが明らかとなり、それを

優先して実施することとした。 

 

平成 19年度に開講した修士課程の臨床薬学コースに関しては、

予想を上回る 6名の学生が応募、入学し、円滑に運営した。 

 

横浜国立大学教員による出張講義も継続するなど、横浜国立大 
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 学との連携講義を充実させた。一部については、ハイビジョン中

継設備を用いた高画質遠隔講義も導入し、円滑に実施できた。具

体的には、これまで国大の二つの研究科（工学及び環境情報）へ

の出張講義の半分を、工学部の全学生を対象とした新しい科目と

して設定し直し、工学部の学生が大学院の進学先を決定する前の

３年次に、医学・生命科学の講義を提供する新たな機会を設ける

ことに成功した。これには、２年間ほどの調整期間が必要であっ

た。 

 

【医学研究科】 

・昨年締結した、北海道大学大学院医学研究科との学生

の相互交換制度や放射線医学総合研究所との連携協

定また理化学研究所、横浜国立大学との研究面での連

携協定をさらに推進する。 

 

 

【医学研究科】 

北海道大学大学院医学研究科との学生の相互交換に基づき、学

生を派遣した。放射線医学総合研究所との連携協定にもとづく教

育研究協力を推進した。また、理化学研究所、横浜国立大学との

研究面での連携協定を、大学院教育レベルにも拡大するなど、充

実を図った。がんプロフェッショナル養成プランの 20 年度から

の実施にともない、放射線医学総合研究所と調整を行った。 

 

【国際総合科学研究科】 

①新研究科および新専攻の再編を機に、これまでに協定

を結んでいる独立行政法人理化学研究所、海洋研究開

発機構（JAMSTEC）、物質・材料研究機構（NIMS）およ

び国際協力機構(JICA)との連携を強化し、研究協力・

人材交流のシステムを強化する。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

理系では新研究科の内容を先取りし、すでに協定を結んでいる

理化学研究所、JAMSTEC、NIMS に加え、理学専攻・ナノ科学専攻

と NTT 物性科学基礎研究所と教育研究活動に関する協定を新た

に結び、理学専攻・バイオ科学専攻と理研および農業生物資源研

究所との連携大学院協定を締結した。また、経営系および文化系

は横浜銀行や JICA との協定を基盤に連携を深めている。 

【国際総合科学研究科】 

②研究推進センターと協力し、特許出願と修士中間発

表、修士論文発表、博士予備発表、博士本発表など教

育評価の整合性を整理し、円滑に特許出願ができるシ

ステムを構築する。 

 

【国際総合科学研究科】 

修論発表会、本審査発表会における公開性を配慮して、特許に

関わる内容を審査委員会の中でクローズし、公開の発表会と内容

を一部変えるなど円滑な運営ができるよう変更し、特許出願に支

障がないよう修正した。 

【医学研究科】 

①・カリキュラム及びガイダンスの充実に向け検討を重

ねる。 

 

 

 

【医学研究科】 

ガイダンスについては、平成１９年度から実施するとともに、

カリキュラムの検討を行った。具体的には、たこつぼ的教育（視

野の狭い教育）の弊害をなくすため、他の教員の授業も受けられ

るようにするなど、新しい仕組みを検討した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

・大学院イニシアチブプログラムの取り組みの一環と

して、「臨床医学概論」及び「臨床医学演習」を新

たに設ける。さらに、この取り組みを恒久的なカリ

キュラムに位置づけると同時に、博士課程のみなら

ず医師を目指す医学部の学生にも臨床研究の素養

を教育する体制を整える方向で検討する。 

 

左記「臨床医学概論」「臨床研究演習」を大学院博士課程にて

開設した。これを更に２０年度カリキュラムからは学則上の科目

として位置づけ、修士課程の学生も履修できるように改め、年度

末には文部科学省にも届出をおこなった。 

 

 

【医学研究科】 

②・修士課程、博士課程双方に設置した臨床研究を重ん

じるカリキュラムの円滑な遂行を図る。 

 

 

 

・ＴＡ制度を充実・活用することにより、博士課程の

大学院学生の一部（研究者コース）を修士課程及び

博士課程のカリキュラムに積極的に参加・協力させ

る新たな教育プログラムを検討する。これを通じ

て、研究者の育成に向けた教育カリキュラムの充実

と、臨床研究を含めた大学院カリキュラムの実質化

を図る。 

 

【医学研究科】 

「臨床医学概論」「臨床研究演習」を新たに設けて、その教育

内容の充実に努めた。さらに、２０年度からは、センター病院の

「臨床統計学・疫学」教授、及び付属病院の「治験センター長」

を併任として、関係科目を更に充実する準備を行った。 

 

医学研究科の在籍者 212 名中 7名をＴＡとして採用した。 

【医学研究科】 

③・横浜国立大学との双方向遠隔講義の実施に向け整備

した施設の円滑な運用を図る。 

 

 

・医学研究の医療への展開に向けて、米国食品医薬

品庁（FDA）やその他の機関との連携を進める。 

 

 

・21 世紀 COE プログラム及び、大学院イニシアチブ

プログラムを活用して、大学院の教育カリキュラ

ムの充実を図る。 

 

・医学研究の医療への展開を目指して、外部研究資

金の獲得と、先端医科学研究センターの本格稼働

を目指す。 

【医学研究科】 

ハイビジョン中継設備の整備を行い、高画像、双方向遠隔授業

の  ハードを整えた。（国大側予算）そして、その運用を開始し

た。 

 

国内で初めて FDA との共同シンポジウムを開催し、広く政経界

や市民に公開するなど、FDA との協定を活用した取り組みを進め

た。 

 

21COE プログラムや大学院イニシアチブプログラムを活用した

英語プレゼンテーション能力開発の特別プログラムを設けると

いった取組を通じて、カリキュラムの充実に努めた。 

 

医学研究の医療への展開、先端医科学研究センターの本格稼働

を目指して、文部科学省の振興調整費、グローバルＣＯＥプログ

ラム、などの拠点形成グラントに申請した。グローバルＣＯＥに 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 関しては、ヒアリング対象に選考された。 

 

【医学研究科】 

④・大学院に開講した、社会人学生制度（後期研修との

乗り入れ等）の円滑な運用を図る。また、大学院イ

ニシアチブプログラムの活用や FDA との協定など

の活用を図り、地域医療機関の医師に最先端医療に

関する知識・技術を提供できる体制を構築する。 

 

【医学研究科】 

大学院に開講した、社会人学生制度（後期研修との乗り入れ等）

の円滑な運用を図った。２０名が社会人学生制度に登録した。 

また、大学院イニシアチブプログラムの活用や FDA との協定な

どの活用を図り、地域医療機関の医師に最先端医療に関する知

識・技術を提供できる体制を構築した。 

 

〔国際総合科学研究科・医学研究科〕 

・医学系は、当面、基礎系と臨床系の連携を強化する一

方、理学系は、生命分野の世界的な方向を視野に、現

在の理学、ナノ科学、バイオ科学、生体超分子科学専

攻を再編し、生命ナノシステム科学研究科を設置する

ことを検討する。 

 

・木原生物学研究所については、最先端の植物ゲノム科

学研究を教育、研究する研究所として、研究の成果が

外部から見える拠点を目指すと共に、平成 17 年 11 月

に締結した理研との基本協定に基づき、植物科学研究

センターと連携していく。 

 

 

 

 

・市大の得意分野であるバイオサイエンスの基礎研究の

成果を医学医療に応用すると同時に、ICT 技術を活用

することにより、市大が目指すべき、新しい研究教育

拠点の形成に向けて、外部研究資金の取得など、生体

超分子専攻と医学研究科との相互協力をこれまで以

上に進める。 

 

〔国際総合科学研究科・医学研究科〕 

【国際総合科学研究科】 

理学専攻、ナノ科学専攻、バイオ科学専攻及び生体超分子科学

専攻を生命科学の視点から再編して新たな専攻を設置する計画

が大学院改革プロジェクトにおいて検討され、設置準備が出来

た。 

 

【研究推進課】 

新生「木原生物学研究所」を広く市民に公開し、その活動への

理解を深めるため、平成 19 年６月に「食べる医薬～21 世紀にお

ける植物科学の重要性」と題した公開シンポジウムを開催したほ

か、７月には「一日施設公開・講演会」を開催、11 月には「ア

グリビジネス創出フェア 2007」に出展するなどの取組を行った。

理化学研究所植物科学研究センターとは、定例会を開催し、連

携・協力体制の強化を図っている。 

 

【医学研究科】 

学内の連携に関しては、全学の大学院プロジェクトにおいて、

様々な検討を開始した。その成果は、グローバル COE プログラム

への申請に反映させた。（ヒアリングまで行って、検討結果の正

当性が示されている。） 

 

 

【教育の成果・効果の検証】  

【国際総合科学研究科】 

①・博士号について、3 年で学位取得が出来るよう、学

生の受け入れ時からの計画的な指導などを徹底す

る。 

【国際総合科学研究科】 

各学年、特に博士後期において３年以上の在籍率を把握し、学

生の受け入れ時から計画的な指導を行うよう、各指導教員への徹

底を図った。 



 

20 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【医学研究科】 

・平成 19 年度に開講する、修士課程、博士課程の新し

いカリキュラムの円滑な運用と定着を図る。 

 

【医学研究科】 

教授会などで毎回のように検討を重ね、２０年度に向けた改編

も含め議論するとともに、大学院教育の実体化に努力し、円滑な

運用を図った。 

 

【国際総合科学研究科】 

②・博士前期課程では卒業生が修了する 3 月に調査し達

成度を把握し、国内外の欧文学術雑誌等に投稿する

よう教員に徹底する。 

 

 

 

・理系の博士後期課程では、最低 1報を出版すること

を、学位規程内規に明記しており、より促進するた

めに、後期課程修了までに国際会議に参加・発表す

る機会を複数回経験するように指導する。そのため

に「国際化推進センター」と協力し、海外派遣の補

助金の増額等の確保を行う。 

 

【医学研究科】 

・在学中の海外研修・国際研究集会等への参加及び国際

学術雑誌への論文投稿等の増加のため、21 世紀 COE プ

ログラムの一環として、平成 15 年度から行ってきて

いる、「英語プレゼンテーションプログラム」につい

て、21 世紀 COE プログラム終了後もカリキュラムに組

み込んで継続する方向で検討する。 

 

【国際総合科学研究科】 

・調査の結果、博士前期課程の学生の欧文学術雑誌等への今年度

の論文掲載率は十数％であることが分かった。この結果を見て

も前期課程における研究成果の発表は、現実的に困難な状況に

ある。今後は、学内表彰等の制度を設ける中で、学術雑誌への

投稿を推奨していくこととする。 

 

・大学院改革プロジェクトで設置が決定された理系の新研究科で

は、教育の国際化の具体策として、国際会議への参加の奨励が

計画に入っていたが、新研究科の開設を平成２１年４月以降に

延期することとなったため、補助金の増額等の確保については

実施できなかった。 

 

 

【医学研究科】 

英語プレゼンテーションプログラムの継続について検討した結

果、予算も確保し、継続してプログラムを実施していくこととし

たが、平成 20 年度は単位科目とせず、21 年度からカリキュラム

への組み込みを行う予定である。 

【修了後の進路等】  

【医学研究科】 

①・教務電算システムの改善を検討するキャリア支援と

ともに、引き続き修了者の進路データの収集方法や、

保存方法について検討し、実施体制を確立する。 

 

・進路データを踏まえて、就職説明会など、組織的指

導の機会を設けるとともに、個別指導を徹底する。 

 

 

【医学研究科】 

年度末まで大学院担当者の増員が進まず、まずは 20 年度カリ

キュラムの検討・改善による大学院教育の実体化に年間を通して

努力したため、キャリア支援への対応は進まなかった。 

 

20 年度にむけては大学院担当者（グループ）を明示することと

し、職員を複数配置し体制を強化した。 
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【国際総合科学研究科】 

②・卒業時の就職が決まるよう、入学時より卒業後の進

路を意識した指導を行うとともに、学生には進路を

意識した研究発表活動を行うよう指導する。 

 

【医学研究科】 

・進路データを踏まえて、個別指導を徹底する。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

教員への周知を徹底し、学生の卒業後の進路を意識した指導を

行ったことにより、卒業生のほぼ全員の進路が決まった。 

 

 

【医学研究科】 

大学院担当者の増員が進まず、また大学院教育の実体化や２０

年度カリキュラムの検討に注力したため、計画は進まなかった。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

２ 教育内容等に関する目標を達成するための取組 

（１）学部教育の内容等に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【入学者受入方針】  

【アドミッションズセンター】 

①・教職全体の役割分担と責任の明確化を図るため、入

試管理委員会規程の見直しを図るなど確固たる入

試実施体制を構築するとともに、アドミッションズ

センターの業務の更なる効率化・合理化に努める。 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

2 月開催の入試管理委員会に委員会規程の見直しを提案したが、

関係者との調整が充分に行えなかったため、見直しには至らなか

った。今後、大学全体の会議および組織見直しの中で、より実行

性のある規程にむけて継続検討していく。入試実務の面では、細

かな点で工夫を凝らした結果、本年度の入試全てが問題なく実施

できた。 

 

【アドミッションズセンター】 

・入試制度別の学生追跡調査及び分析等の充実に向け、

平成 19 年度に構築予定の大学総合データベースシス

テムを活用するなど、アドミッションズセンターとキ

ャリア支援センターが連携して取り組む。 

 

 

 

・推薦入試については、国際総合科学部における推薦

条件としての英語能力基準、医学部看護学科におけ

る 推薦入試の実施などについて、平成 21 年度入試

における変更に向けて検討を進め、改定内容を決

定・公表する。 

 

【アドミッションズセンター】 

本年度は推薦指定校の見直し年度であり、２年次までの入試区

分別・高校別による成績分析を行い、その結果を参考に推薦指定

校の見直しを図ることができた。また、学務課（旧キャリア支援

センター）との連携の中で、現行のシステムであるキャンパスメ

イトを活用し、入試制度別の学生追跡調査等、データの分析を行

った。今後も継続的に分析作業を進めていく。 

 

推薦入学については評定平均値による基準があり、重ねて英語

能力基準を設けるにはいたっていない。また、医学部看護学科推

薦入学実施は１年先延ばしにし、平成２２年度からの実施にむけ

合意がなされ詳細を検討中である。 

 

 

【アドミッションズセンター】 

②・志願者への最大の情報提供者である在学生との交流

の場を拡大するなどオープンキャンパスをさらに

充実させるとともに、参加者の便宜を考慮しキャン

パス別に開催日を設定するなどの改善を図る。 

 

・高校訪問、大学説明会、進学相談会の参加会場を増

加させるとともに、説明者である職員の研修を行う

など効果的な広報活動に努める。 

【アドミッションズセンター】 

在学生を積極的に参加させることにより、参加者が在学生と交

流できる機会を増やすとともに、学科別・キャンパス別に開催日

を設定するなど、オープンキャンパスの充実を図った。 

 

 

高校訪問については、理系教員を伴って理系推薦指定高校を回

った。その結果、各高校内における進路指導のあり方が明確とな

り、今後の入試広報・戦略等を考える上でも参考になった。大学 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 

 

 

 

 

・高大連携については、大学授業への高校生の受け入

れや高校への出張授業を拡充するとともに、出張す

る教員への支援体制を構築する。 

 

 

・横浜市教育委員会との高大連携に関する協定書・覚

書に基づき、平成 18 年度に試行した大学院生の TA

としての高校派遣を本格実施する。 

 

 

 

 

・英語能力の向上について入学前教育を更に充実さ

せ、入学後のプラクティカル・イングリッシュ授業

に繋げる。 

 

 

説明会については、日程と施設の都合があわずに実施できなかっ

たが、進学相談会については北海道から沖縄まで国内を縦断して

参加した。その際、職員間における情報の共有化を図り、スキル

の向上に努めた。 

 

近隣高校である金沢高校からの大学授業への生徒受け入れにつ

いては順調に進んでいる。また、本学教員による高校での模擬授

業についてもアドミッションズセンターを窓口とし、入試委員を

通じて教員へ協力を依頼するなどして積極的に応じている。 

 

【学務課】 

高校派遣については、高等学校からの要望書の提出がなかった

ため、今年度は小学校から要請があった TA 派遣に対応した。3名

の大学院生が平安小学校で理科支援員として従事した。先方から

は、様々な効果が報告されたが、特に安全面での指導では高い評

価を受けた。 

 

２月下旪及び３月下旪に、プラクティカル・イングリッシュの

体験講座を開講し、入学予定者が５日間のコースを受講した。さ

らに、３月１日に実施した TOEFL-ITP では、特別入試合格者の受

験も可能とした。 

 

【アドミッションズセンター】 

・入試広報活動については、「高校生諸君のキャリア

形成支援」をキーワードとし、本学アドミッショ

ン・ポリシーを明確にして一元的に展開する。 

 

 

・入試管理委員会のもとに置かれる広報委員会を再構

築し、全学的な入試広報活動の一元的展開を図る。 

 

【アドミッションズセンター】 

「大学案内」の作成や広報用チラシの県内外の高校及び予備校

への配布、オープンキャンパス参加者への PR ダイレクトメールの

送付等をはじめ、広報活動を積極的に実施したが、アドミッショ

ン・ポリシーを明確にした一元的な活動展開には至らなかった。 

 

「広報委員会」を「大学案内編集委員会」として再構築し、大

学案内の作成をはじめとした全学的な入試広報について検討し、

実施した。 

 

【アドミッションズセンター】 

・専門業者のノウハウを活用するなど、大学ガイドブ

ックの内容充実を図る。 

 

【アドミッションズセンター】 

大学案内に在学生紹介のページを増やすなど、受験者に見やす

く分かりやすいパンフレットにするための工夫を施したほか、募

集要項とセットで配布するなど、効果的な広報のあり方を検討し 
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・広報担当部署と責任範囲を明確にしたうえで、相互

の連携と補完を図る。 

 

 

 

 

 

・入試に関する分析データを更に充実するとともに、

平成 21 年度の入試改革を目指して、平成 19 年度入

試結果について目的を明確化して分析を実施する。 

 

 

 

 

実践した。 

 

全学的視点に立った広報を担う「広報担当」と入学広報を担う

「アドミッションズセンター」は、キャンパストレイン企画を通

じ、車内吊り用ポスターやオープンキャンパスポスターを作成す

るなど、交通機関を利用しての大学広報・入学広報に功を奏した。

また、新規にイメージ冊子（YCU Campus Life Book）を広報とア

ドミッションズセンターが連携して作成した。 

 

予ねてより課題とされていた「特別入試の定員」および「前期

日程における文理共通枠の見直し」について、検討委員会を設置

し結論に至った。これにより、平成２１年度入試から実施する。

また、入試に関するデータについては、１９年度にも一定の分析

を行ったが、平成２０年度入試において改革以来の志願者を集め

たことで、２０年度中に１７年度から遡及し、より詳細に入試デ

ータを分析することとした。 

 

【アドミッションズセンター】 

・高校訪問や進学説明会等での高校教育現場の教員や

高校生の生の声を集約する手段を構築するなど、志

願者動向の把握に努める。 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

地方での進学相談会や高校主催の説明会への参加、高校及び予

備校教員を対象とした教育内容、入試概要等に関する大学説明会

の開催等を通じて、現場の教員や高校生から多数意見を聴取し、

志願者の動向を踏まえた入試制度の見直しや、広報活動の展開に

努めた。 

 

【広報企画担当】 

・年度当初に、大学ホームページのリニューアルを実

施し、受験生向け情報の充実を図る。検索サイトで

のバナー広告の掲出や受験予備校を活用した PRを行

うなど、多様な広報を展開する。 

 

 

 

 

 

 

 

【広報担当】 

大学ホームページのリニューアルにあたっては、オープンキャ

ンパス情報や学生自身の活動に焦点を当てたコンテンツを作成し

た。学生プロジェクト作成のリンクバナーのデザインも含め、受

験生寄りの目線で魅力化を図った。 

バナー広告掲載や受験予備校の活用など入試広報支援について

は、効果的かつ効率的な出稿を展開するため、費用対効果につい

て、アドミッションズ担当と検討、選別を行った。無料掲載を確

保し、より効果が見込める媒体に広告出稿を絞り込むことにより、

アドミッションズ担当との共同制作によるリーフレット企画に費

用計上できた。 
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【教育課程】  

【国際総合科学部】 

・平成 17 及び平成 18 年度の検討に基づく授業支援マニ

ュアルを、学生による授業評価や自己評価などの調査

をもとにさらに改良・整備する。 

 

 

【国際総合科学部】 

 昨年度共通教養科目で実施した学生による授業評価アンケート

を、対象科目、実施方法を改善し、尐人数、演習科目も含めて、

全科目を網羅する形で実施した。この授業評価アンケートの結果

を各教員に直接フィードバックすると共に、教員評価制度も活用

し、各自の改善をした。 

なお、今後学部改革ＰＴの中で、科目の性格等を考慮しながら、

学習到達目標を具体的に記述し、評価基準の明確化を図る。 

 

【国際総合科学部】 

･教養ゼミ Aなどの標準化をさらに進める。教養ゼミ A、

B の連携の仕方を整理し内容の充実を図るなど共通教

養におけるカリキュラム全体の見直し充実に向け、上

級学年を対象に検証する。 

 

 

【国際総合科学部】 

教養ゼミＡ、Ｂの標準化のため、毎年度、教養ゼミＡ、Ｂの前

年度の授業資料の提出を求め、これを各担当者に配布して今年度

の授業への活用を図っている。 

教養ゼミＡ、Ｂの連携のため、合同のミーティングを設定し、

教養ゼミ B の授業実施に先立ち、9 月 19 日に「教養ゼミ B 授業打

合会」を実施し、当年度の教養ゼミ A の実施状況の説明と教養ゼ

ミ B の授業の実施方法等の確認を行うとともに、授業方法等の共

有化にむけて、全授業終了後にクラスシラバスおよび発表テーマ

リストの提出を依頼した。 

 

【国際総合科学部】 

①・コース長は各教員に各専門教養科目の目的やキャリ

ア形成・共通教養科目との関連性、コースカリキュ

ラムの構成等のガイダンスを引き続き行う。担当教

員は前年度に作成した専門教養科目に関するシラ

バスを見直し、教材開発等を行う。 

 

 

 

 

 

・専門教養科目に関して学生による授業評価を行い、

成果の検証とそれに基づく内容の充実を図る。学生

には問題提起能力、技法の修得水準等について自己

評価させる。コース長は専門教養科目の改善・改革 

【国際総合科学部】 

学部改革ＰＴおよび、コース長会議、コース会議での検討を深

めていくなかで、履修基本モデルの確立と教員・学生への周知に

努め、学習効果を高める体制を整えた。また、実習ゼミ科目に対

して、発見と対話型の授業を目指し、座学と実習の有機的連携を

行い実習教材内容を充実させることを指示した。 

さらに、コース会議等で、履修モデルに基づくカリキュラム、

教員配置の趣旨をコース長、副コース長、教務委員等で明確に提

示し、具体的な教育内容･方法については、シラバスの校正を行い、

教員評価制度を活用した、ＦＤ、ＳＤを行った。 

 

専門教養科目の授業評価アンケートを全科目について行い、結

果を各教員にフィードバックした。 

専門教養科目の改善・改革計画を基にした共通教養と専門教養

のあり方の検討については、２０年度の課題とする。 
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計画を作成し結果を共通教養にフィードバックす

る。 

 

 

【国際総合科学部】 

②・引き続き、本学におけるｅ－ラーニングを導入する

意義・目的等について検討を進める。 

 

 

 

  ・プラクティカル・イングリッシュにおいて、e－ラー

ニングの一層の効果的活用を図る。 

 

 

 

【国際総合科学部】 

情報教育委員会を設置し、国際総合科学部における共通教養、

専門教養における情報教育の意義･内容を検討し、同時に必要なハ

ード･ソフトを共通教養、各コース単位でアンケート調査し、今後

の情報教育の準備をした。 

 

e-ラーニングソフトウエア ALC Net Academy をバージョンアッ

プし、年度当初にオリエンテーションを行った。このｅラーニン

グについて、その意義･目的を検討し、PE の合格率との関係で、効

果を確認している。 

 

【医学科】 

①各論偏重の問題点を改善するため、統合重視による

学体系を基盤とした思考力重視の科目による基礎教

育の上に、臓器、病態、症候に基づく統合的科目や

基礎臨床統合科目を設定し、学体系科目と統合科目

によるバランスのとれたカリキュラムを目指す。 

 

【医学科】 

総論から各論へ、学体系から基礎臨床統合、臓器別への流れで

授業を進め、臨床の視点から基礎医学をとらえる新科目「病態代

謝生理学」や、分子細胞生物学と病理学を統合した腫瘍学の講義

等も実施した。さらに基礎医学と臨床医学の統合を目指した新科

目、「臨床医科学入門」（旧名称: 統合医学）の準備も完了し、20

年度より実施予定である。 

 

【医学科】 

②共用試験、研修医採用試験、医師国家試験、各学科の

試験結果等を勘案して、カリキュラム運営会議におい

てカリキュラムの評価・改善を行う。 

 

 

【医学科】 

カリキュラム運営会議において共用試験、医師国家試験,研修医

採用試験,各学科の試験、研修マッチング結果を報告し、カリキュ

ラムや試験との関連性について検討し、学内試験問題に工夫を加

えるなどの改善を行った。平成 20 年度に向けて学則も改正し、よ

り実際的な教育課程の確立を進めた。 

 

【看護学科】 

・前年度の教育成果について分析・検討しその結果をカ

リキュラム運営に反映することで教育の充実を図る。 

 

 

・共通教養科目と専門教育科目の関連及び専門教育科目

間における教育内容の関連付けを検討し、適切な科目 

【看護学科】 

各領域から提出された年間評価を受け、運営推進ワーキングで

現行カリキュラムの課題及び教育の充実に向けて検討を行ってい

る。 

 

平成 21 年度看護教育のカリキュラム改正に向けて、ワーキング

で科目進度や時間数、実習配置などの変更の骨子を作成し、学科 
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進度、科目の教育内容であるかの検討を土台に、平成

21年度看護教育のカリキュラム改正に向けて準備を行

う。 

 

 

 

・看護学科が看護職を中心とした地域医療への貢献を果

たし、かつ学部教育の充実、学部の魅力づくりを目指し、

大学院の設置について検討を進める。 

内での調整を図ると共に、共通教養会議の中での了承を取りつつ、

専門科目の 1 年次配当などの検討を行った。実践能力の育成に向

けては、文部科学省から提出された「卒業時の到達目標」を基に

演習・実習に取り組んでいる。また、実習中の実践を記録する経

験録を作成した。 

 

横浜市内の看護管理者及び看護師に大学院のニーズ調査を行

い、地域医療の貢献、高度専門医療の担い手の育成、看護職のキ

ャリア発達を目指した大学院の 21 年度開学に向けて、大学院設置

準備委員会を 10 月に設立した。 

 

【教育方法】  

【国際総合科学部】 

・引き続き FD に関する実施計画を検討・作成し実施する。

また、実施状況と課題について改善・改革案を作成す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

【医学科】 

・医学科においては、FD に関する全体宿泊研修会を年１

回実施するとともに、医学教育に関するワークショッ

プや講演会を適宜開催する。 

 

【看護学科】 

・前年度における取り組み結果を評価し、より教育内容

の充実につながる活動として FD に関する実施計画を

検討・作成し実施する。 

 

【国際総合科学部】 

大学院主催のＦＤ、今年度初めて開設した非常勤講師向けのＦ

Ｄに、一般教員が積極的に参加するようコース長にコース会議で

周知し、ＦＤの具体的改善･改革は教員評価制度等を活用し、振り

返りの一次面談を行うなかでも実施した。 

さらに、学務課との協力により、教育に関する教員別担当科目

数、受講者数、試験受講者数、合格者数などの基礎的データの収

集を行った。下半期から次年度にかけてこれらのデータを基に、

具体的な課題を抽出し、改善・改革案に沿った改革を実施予定で

ある。 

 

【医学科】 

１９年度は医学科・医学研究科のＦＤを２日間にわたり開催し、

教職員、研修医、学部生、大学院生など約９０名が参加した。 

 

 

【看護学科】 

ＦＤに関する実施計画を検討・作成し、「臨地の実践現場との連

携による教育・研究・看護実践の質の向上の重要性」をテーマと

した看護学科ＦＤを 3月に開催した。 

 

【国際総合科学部】 

・教員評価制度を活用し、教員の教育能力の一層の開発

を図る。 

【国際総合科学部】 

教員評価制度については、学部長コース長等からなる教員評価

委員会･国際総合科学系部会で、所望の効果が発揮できるように評 
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 価項目、ウェイト付けの方法、評価基準等について議論し、個別

面談等を行い評価した。 

 

【国際総合科学部】 

・新しいタイプの授業である教養ゼミ A、Bの授業におけ

る課題を洗い出すなど改善すべき点を検討するととも

にノウハウを引き続き蓄積する。 

 

【国際総合科学部】 

昨年度から引き続き教養ゼミの授業検討を継続して行ってい

る。（上述） 

【国際総合科学部】 

・教員評価制度の施行にあわせてファカルティ・ディベ

ロップメント（以下 FD とする）支援の充実に向けて具

体的な検討を行う。教員評価による個々の教員の振り

返りをもとに教員個人の FD につなげる仕組みと、学

部・コース等の組織に対する FD 支援を構築する。 

 

【国際総合科学部】 

教員評価制度については、学部長コース長等からなる教員評価

委員会･国際総合科学系部会で、所望の効果が発揮できるように議

論しており、またＦＤ支援課との連携を図って具体的効果を発現

できる制度整備を行い実行した。 

【国際総合科学部】 

①・コース説明会などにより学生へ学習目的を周知す

る。学生が何を学びたいかの要望も情報収集し、

将来のコース改革の基礎資料とする。履修基本モ

デルについて各コースを担当する教員への周知を

徹底するとともに、改善提案について積極的に議

論し、実施する。 

 

 

 

・大学院改革と連携し、学部･コース改革プロジェク

トを設置し、検討を行う。 

 

【国際総合科学部】 

学部改革ＰＴの中心課題として、今後の改革改善の出発点とな

る基本履修モデルについて、コース会議等を基礎に作成し、この

中で教員個人へもその意義をフィードバックした。なお、年度初

めおよび後期においてもコース説明を実施し、コースの具体的内

容を、担当教員の氏名と専門を交えて周知した。学生にとって内

容の不明瞭な科目名については、慣用語で平易に説明した。さら

に、共通教養でも、昨年度から引き続き教養ゼミの授業検討を継

続して行っている。 

 

学部改革ＰＴを、１０月より立ち上げ、今年度は基本履修モデ

ルの作成を行った。 

【国際総合科学部】 

・企業、地方自治体等が求める人材ニーズを反映させた

履修基本モデルを作成し、ファッション分野の寄附講

座の開講などカリキュラムの改善を検討する。 

 

【国際総合科学部】 

学部改革ＰＴを中心に、文部科学省届出書に従って基本履修モ

デルを作成した。またファッション関連の寄附講座、支援講座な

ども経営科学と融合領域で開設した。 

【国際総合科学部】 

②・プラクティカル・イングリッシュについては、引き

続き問題点を洗い出し、授業効果の正確な測定に基 

【国際総合科学部】 

・19 年 4月に McGary センター長のもとに 5人のインストラクター

を配置して Practical English Center がスタートした。オリエ 
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づいて、使用教材・教授法・評価法等についての検

討を行い、その結果によって、改善を行う。 

 

 

・プラクティカル・イングリッシュセンターを活用し

全学生が 2 年次終了までに TOEFL500 点相当という

最低達成水準に到達するという目標達成に向け努

力する。 

 

ンテーションから責任ある運営体制をとって授業運営にあたっ

ている。学生による授業評価アンケートをセンターで分析し、

次年度の授業改善を計画した。 

 

・後期開始にあたって、1年次生、2年次生それぞれにオリエンテ

ーションを実施し、学長、学部長が直接メッセージを伝え激励

したほか、今後の授業（および試験）スケジュールについて周

知し、学習法やカウンセリングの案内などの学習指導を行った。

次年度に向けてさらに 4 人のインストラクターを公募し、イン

ストラクター9人の体制の授業計画を作成した。 

 

【国際総合科学部】 

・外国人学生が入学しやすい大学づくり、入試体制づ

くりを目指すとともに、英語による授業を増やすこと

を検討する。 

 

【国際総合科学部】 

今年度は、文系ではダグラス・ダニエルズ先生による特講を開

いた。理系では、化学と物理の英語教材を使った授業ワーキング

を発足させ、英語による授業増設に向けて準備を進めた。 

【国際総合科学部】 

③・実験・実習内容に応じた TA・スチューデント･アシ

スタント(以下、SA とする。)の最適配置を実施し、

TA および SA の役割を理解させると同時に、TA およ

び SA 担当学生にも改善策等報告書を提出させる。 

 

【看護学科】 

・実験等演習科目において TA を導入し、よりきめ細か

い学習を支援する。IT 化を推進し、e-ラーニングな

ど自己学習の場を広げる。 

 

【国際総合科学部】 

コース長会議で、ＴＡ，ＳＡの最適配置を検討し、各コースで

はコース会議を通じて教員に趣旨を周知するとともに、必要科目

を公募し、前年度の担当学生の状況やＴＡ、ＳＡの導入効果につ

いて、実績報告をあわせて行わせた。 

 

【看護学科】 

情報関連実習や実験実習で TAを導入しきめ細かい学習指導を行

っている。感染看護学に e-ラーニングを導入。看護の実技演習に

おいては、学生に臨場感ある体験をさせるために病院の臨床指導

者及び模擬患者を導入し、患者の反応を学生に示す学習支援を行

った。また、演習場面を撮影し、学生自身が振り返りと評価がで

きるシステムを作り、自己学習の場を広げた。 

 

【国際総合科学部】 

・2、3年次の実験実習演習室の近くに対話や考察、実

験データの整理の行える場所づくりを進める。 

 

 

【国際総合科学部】 

実習環境整備の一部として今春理科館 4 階に改築した学生実習

室の一画に実験データ整理用のコンピューターを 1 台入れ学習環

境を改善した。理科館 5 階に学生が情報検索や実験の考察が行え

る部屋を確保し、什器、科学雑誌、インターネット端末を整備中。

下半期に完成した。 
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【医学科】 

・学生、教員ともにクリニカル・クラークシップの意義

について説明会、各部署を通じて理解を深めるととも

に、病棟実習カリキュラムを教員、学生が相互評価し、

よりよいカリキュラムを導入するシステムを構築す

る。さらに、附属２病院における病棟実習に際し、病

院側の学生教育環境を整備する。 

 

【医学科】 

平成 19 年度から、学生および病棟実習カリキュラム委員会の意

向を踏まえ、専門科プログラムの延長などを柱とした新しいプロ

グラムを導入した。また、19 年度より、シミュレーションセンタ

ーの本格的運用を開始し、実際の医療現場での学習効率を向上さ

せるため、シミュレーターを用いた実技実習を行った。 

 

 

【看護学科】 

・「臨地教育に関する協議会」において、教育の新たなシ

ステム作りに向けて必要事項の検討を行う。また、よ

り具体的な課題およびその現実的な解決策をワーキン

ググループで検討し、組織間の合意を得て実行可能な

内容から取り組んでいく。 

 

 

【看護学科】 

実践能力の高い学生を育成するために、臨地との連携による教

育環境整備の一環として、ワーキンググループで次年度より開始

できる連携とシステムについて検討を行い、具体的な連携内容を

構築した。また、20 年度より「臨地教育のあり方を検討する協議

組織」を発展させた病院と看護学科による連絡協議会を発足させ

る予定である。 

 

【成績評価】  

【国際総合科学部】 

・Grade Point Average（GPA）の問題点や効果につい

てさらに調査し、その結果を踏まえ、GPA の導入に必

要な基盤整備の一環として FD の充実を図る。 

 

 

【国際総合科学部】 

GPA の導入には、まず適正な評価を行うための授業の到達目標を

明確化する必要がある。学部改革プロジェクトにおいて、教務電

算システムにより、データを収集するとともに、作業を開始する

予定である。 

なお、科目ごとの成績評価の分布をコース長会議で調査し、学部

改革プロジェクトの中で厳正な成績評価の方法について検討して

いる。 

 

【国際総合科学部】 

・本学の成績優秀者特待生制度について、新たな奨学制

度として具体的な制度設計を行い実施する。 

 

 

【国際総合科学部】 

今年度、成績優秀者特待生度の制度設計を、入学者、在学生対

象に制度的枠組みを作成した。入学者には具体的方策を決定し適

用したが、在学生については、来年度にＧＰＡとも関連させて、

適用方法等は検討する。 

 

【医学部】 

・引き続き、医師国家試験及び共用試験を考慮にいれて

成績を評価する。また、成績評価方法の改善に努める。 

【医学部】 

４年次生の進級判定に共用試験の成績結果を反映させた。また、

４年次統合試験を共用試験型の多肢選択型問題とし、６年次の卒 
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【看護学科】 

・保健師・看護師国家試験内容を考慮に入れた成績評価

のあり方について検討する。看護技術の基礎的実践能

力を判断するために、演習においては知識と技術の両

側面から評価する。実習では学生が看護の実践を通じ

て修得した、知識経験を個別に把握し評価する取り組

みを推進する。 

 

業試験ならびに統合試験を国家試験型の多肢選択型問題に統一し

た。加えて、実技演習の成績には共用試験 OSCE の成績を反映させ

た。また、出席率６０％以上の学生に受験資格を与えることとし

た。 

 

【看護学科】 

看護技術の基礎的実践能力の判断に関しては、事前課題を課す

とともに、技術試験時には口頭試問など行いながら評価した。 

体験学習の実施とあわせて、学生の自己学習のために各領域で

シミュレーター等を準備するなど、演習室の環境を整備した。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

２ 教育内容等に関する目標を達成するための取組 

（２）大学院教育の内容等に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【入学者受入方針】  

【国際総合科学研究科】 

①・大学院および研究室のホームページの充実およびリ

ンク系統の改善、および研究科案内の充実を行う。

また、受験生への周知の方法についても検討する。 

 

 

【医学研究科】 

・学生の履修に必要な様々な情報について、学生および

指導教員に周知徹底する。 

 

 

・21 世紀 COE プログラムや大学院イニシアチブプログ

ラムの一環として、医学研究科の宣伝パンフレット

（日本語と英語）を作成し、同じ内容をホームページ

に掲載する。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

 各研究室のホームページの掲載、また英語版の作成を呼び掛

け、ホームページの充実を図るとともにインターネットのバナー

広告を利用するなど、受験生への周知方法についても工夫を行っ

た。 

 

【医学研究科】 

３回の Faculty Development と教務学務関係資料の教員、学生

への配布を通じて、履修に必要な様々な情報について、学生およ

び指導教員に周知徹底した。 

 

21COE プログラム、大学院イニシアチブプログラムとして、そ

れぞれすべての活動をＨＰを通じて公表した。また、全教室の紹

介と同時に、各教室のＨＰへのリンクなどを充実したが、医学研

究科の活動内容の詳細を広く一般市民にも宣伝する計画は、実行

できなかった。 

 

【国際総合科学研究科】 

②平成 20 年度に実施する入試（平成 21 年度入学）で AO

入試または推薦入試を実施する方向で、選考に必要な

諸項目を入試委員会で検討し、実施体制を確立する。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

入試委員会で検討した結果、国際文化研究専攻と経営科学専攻

では、学内推薦入試を実施した。また、理学専攻では平成 21 年

度募集要項を作成し、20 年度に実施する入試に推薦制度を導入す

る体制を構築した。 

 

【教育課程】  

【国際総合科学研究科】 

①・融合系では、学部の融合領域の理念を共有し、都市

や地域の問題をグローバルな視点から、融合的に、

統合的に解決できる人材の育成を目指し、新たな専

攻の設置準備を行う。理系では、研究科の研究内容

から発生する知的財産が、創薬、食品問題、先端測 

【国際総合科学研究科】 

大学院改革プロジェクトにおいて、理学系、経営系の新研究科

設置案が承認され、次年度の届出の方針が決まった。また、融合

領域を含む文系の新大学院構想も検討を行っており、平成 22 年

度の開設を目指すことが決定した。 

また、融合系研究科については同プロジェクト内で検討を行っ 
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定技術の分野で大きな社会貢献ができ、市民への科

学知識の普及と共有化を図ることができる新研究科

の設置を検討する。経営系では、経営科学専攻の再

編を目指し、地元金融機関やコンサルティングと連

携して、地元企業の抱える諸課題に取り組んだり、

横浜市をはじめとする地元自治体や地元金融機関の

抱える諸課題に取り組んだりする体制を整える。 

 

たが、設置準備には至らなかったため、20 年度も引き続き設置に

向けた検討を行う。 

【国際総合科学研究科】 

②・現在の連携機関との連携を一層強化する。 

 

 

 

 

 

・ライフサイエンス都市横浜を提唱している国際都市

の大学院として時代の要請にあわせ総合的な生命

システムの解明につながる教育研究体制を構築す

るよう準備する。 

 

・海外の研究機関との連携ネットワークの構築を進め

る。 

 

【国際総合科学研究科】 

・理系では、理学専攻・ナノ科学専攻と NTT 物性科学基礎研究所

との教育研究活動に関する協定を結び、理学専攻・バイオ科学

専攻と理研および農業生物資源研究所との連携大学院協定を

締結した。また、経営系および文化系は横浜銀行や JICA との

協定を基盤に連携を深めている。 

 

・理学専攻、ナノ科学専攻、バイオ科学専攻及び生体超分子科学

専攻を生命科学の視点から再編した新研究科「生命ナノシステ

ム科学研究科（仮称）」の設置届け出の準備ができた。 

 

 

・これまでの海外協定に加え、国際トウモロコシ小麦改良センタ

ー(CIMMYT)（メキシコ）との協定を締結した。 

 

【医学研究科(修士課程)】 

・平成 19 年度に開講する修士課程の臨床薬学コースを

円滑に運営する。 

 

 

・横浜国立大学との連携講義を充実する。 

 

 

 

【医学研究科(修士課程)】 

（再掲）平成 19 年度に開講した修士課程の臨床薬学コースに

関しては、予想を上回る６名の学生が応募、入学し、円滑に運営

した。 

 

横浜国立大学教員による出張講義も継続するなど、横浜国立大

学との連携講義を充実させた。一部については、ハイビジョン中

継設備を用いた高画質遠隔講義も導入し、円滑に実施できた。具

体的には、これまで国大の二つの研究科（工学及び環境情報）へ

の出張講義の半分を、工学部の全学生を対象とした新しい科目と

して設定し直し、工学部の学生が大学院の進学先を決定する前の

３年次に、医学・生命科学の講義を提供する新たな機会を設ける

ことに成功した。これには、２年間ほどの調整期間が必要であっ 
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 た。 

 

【医学研究科(修士課程)】 

・平成 19 年度に開講する博士課程の社会人学生制度（後

期研修制度との乗り入れ等）を円滑に運営する。 

 

【医学研究科(博士課程)】 

平成１９年度博士課程入学者（38 名）のうち、２０名以上が、

長期履修制度への登録を行うなど、制度は、順調にスタートで

きた。 

 

【医学研究科】 

①昨年締結した、北海道大学大学院医学研究科との学生

の相互交換制度や放射線医学総合研究所との連携協

定、また、理化学研究所、横浜国立大学との研究面で

の連携協定をさらに推進する。 

 

 

【医学研究科】 

北海道大学大学院医学研究科との学生の相互交換を継続した。

放射線医学総合研究所との連携協定にもとづく教育研究協力を

推進した。放射線医学総合研究所には平成 20 年度におけるがん

プロフェッショナル養成プランの実習施設としての依頼をおこ

なった。また、理化学研究所、横浜国立大学との研究面での連携

協定を、大学院教育レベルにも拡大するなど、充実を図った。 

 

【医学研究科】 

②大学院イニシアチブプログラムの活用や FDAとの協定

などの活用を図り、研修プログラムの開発などの検討

を行う。 

 

 

【医学研究科】 

大学院イニシアチブプログラムを活用すると共に、新たにがん

プロフェッショナル養成プランの支援を受け、教育研修プログラ

ムの検討を進めると同時に、一部については１９年度のカリキュ

ラムに組み込んだ。また、２０年度のカリキュラムへの取り込み

も計画している。ＦＤＡとの協定を活用し、２月にはパシフィコ

横浜においてＦＤＡとの共同シンポジウムを開催し、広く政経界

や市民に知らしめた。 

 

【医学研究科(博士課程)】 

・平成 19 年度に行うカリキュラムの改革の円滑な運用

を図る。 

 

 

【医学研究科(博士課程)】 

合計３回の Faculty Development の開催などを通じて、文部科

学省の大学院関係の法律にのっ取った形でのカリキュラム改革

を進め、それを円滑に運用した。 

 

【教育方法】  

【国際総合科学研究科】 

①・カリキュラムに関して連携大学院協定機関の教員と

も十分な議論を行い、各専攻の専門性を高められる

優れた教育の実施を図る。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

これまでに協定を結んでいる理研、JAMSTEC、NIMS からの連携

大学院客員教員に関しては、すでにカリキュラムに組み込まれて

おり、理学専攻・ナノ科学専攻と締結した NTT 物性科学基礎研究

所および理学専攻・バイオ科学専攻と締結した理研および農業生

物資源研究所からの教員についても講義科目に加えられるよう 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 大学院学則を変更した。また、経営系および文化系は横浜銀行や

JICA との協定を基盤に連携を深めている。 

 

【医学研究科】 

・平成 18 年度に構築した主研究指導教員及び複数の

副研究指導教員に加え、研究指導補助者などを迎え

た複数指導体制の仕組みについて円滑な運用を図

るとともに、海外研究機関からの研究指導補助者を

迎えることについてはさらに推進する。 

 

【医学研究科】 

さらに、平成 20 年度からは理化学研究所との連携大学院も発

足する予定であると同時に、FDA との教育連携に関する具体的な

協議を開始した。このように、海外研究機関を含む他機関の研究

者をも取り込んだ、複層的な研究指導体制の構築に向け、着々と

準備を進めることができた。 

 

【国際総合科学研究科】 

②・受験生に本学における連携大学院協定機関の周知を

はかり、カリキュラムを弾力化するなど、多くの大

学院生が研究参画しやすい環境を整える。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

客員教員の顔写真と研究内容を載せた理系の教員の研究教育

を紹介したコンサイスガイドを作成し配布した。カリキュラムの

弾力化のために大学院学則の講義科目に連携大学院科目を追加

した。 

【医学研究科】 

・FDA などとの連携を進め国内外の他施設における研究

活動にさらに積極的に参加させる仕組みを充実する。 

 

 

 

 

【医学研究科】 

21COE プログラムや大学院イニシアチブプログラムを活用し

た、英語プレゼンテーション能力開発の特別プログラムを初めと

して、様々な取組を行い、大学院学生と若手教員の自己啓発活動

を強力に支援する試みを行った。さらに、FDA との Joint Forum

を開催し、関係各方面に大きな反響を呼び起こすなど、将来の発

展への基礎固めを行った。 

 

【成績評価】  

【国際総合科学研究科】 

①・審査制度が設けられている国際学術雑誌等での研究

成果の採用結果を成績評価に反映させるため、その

点数化など具体的な方法を検討する。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

博士後期課程では実施済み。 

博士前期課程においては、２年間という短期間で全学生が研究

成果をまとめ、学術雑誌等に発表するのは非現実的であること、

また研究成果を測る基準は必ずしも明確ではなく、統一性のある

点数化は極めて困難であるといった理由から、国際学術雑誌への

投稿を成績評価の対象とはせず、学内表彰等の制度と組み合わ

せ、国内外の欧文学術雑誌等に投稿するように推奨することとし

た。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【医学研究科(修士課程)】 

・修士課程学生に対する研究発表コンペの実施を検討

する。 

 

【医学研究科(修士課程)】 

21COE プログラムを活用して、修士課程・博士課程合同リトリ

ートを行い、優秀な学生を表彰した。 

【医学研究科(博士課程)】 

・既に英文の専門誌への採択を学位の必須要件として

運用しており、さらに推進する。 

 

【医学研究科(博士課程)】 

論文の専門誌への採択を学位取得の必須要件として、引き続き

運用した。 

【国際総合科学研究科】 

②・理系では、博士前期及び後期課程のすべての研究成

果を国際学術雑誌に、文系では、博士論文の研究成

果を国内外学術雑誌等に投稿するよう指導教員を

通じ周知し、達成度の向上を図る。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

理系の博士後期課程では実施済み。 

国際文化研究専攻では、論文集『国際文化研究紀要』に博士後

期課程の学生が論文を投稿した際、査読制度を設けて掲載の可

否、書き直し等の審査を行うこととした。 

理系の博士前期課程では、論文の 70%を国際学術雑誌に第一著

者として掲載することは現実的に極めて困難であり、その無理な

実施は研究の質を下げかねないため、数値目標は設けないが、学

内表彰等の制度と組み合わせ、国内外の欧文学術雑誌等に投稿す

るように推奨することとした。 

 

【医学研究科】 

③・修士課程については、引き続きその成果を国際学術

雑誌に投稿することを奨励する。また、今年度は新

たに、研究発表コンペの開催や、成績優秀者への表

彰について検討する。 

 

【医学研究科】 

修士課程では、引き続き研究成果を国際学術雑誌に投稿するこ

とを奨励し、21COE プログラムを活用して合同リトリートを行い、

優秀な学生を表彰した。 

【医学研究科】 

・引き続き、博士課程については、国際学術雑誌への

採択を学位取得の前提条件とする。 

 

【医学研究科】 

博士課程では、１８年度に引き続き国際学術雑誌への採択を学

位取得の前提条件とする方針で、運用を継続した。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

２ 教育内容等に関する目標を達成するための取組 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【国際総合科学部】 

・引き続きコース長、カリキュラム長等が教育カリキュ

ラムに応じて研究院や病院から教員を確保できるよ

う、学部長と研究院長が調整できる仕組みを推進す

る。 

 

 

【国際総合科学研究科】 

・国際総合科学系は、学科目制を取っているため、コー

ス長、専攻長などの管理職は学部教育・大学院教育・

大学運営をこなす必要があり、そのサポート体制につ

いて検討する。 

 

【国際総合科学部】 

教員評価制度を活用し、各教員の講義負担などを検討中であ

る。 

学部長と研究院長の調整は、一般教員の業務執行と教員評価制

度との関係で重要な課題であり、目標設定と振り返りの面談の中

である程度の解決を図っている。 

 

【国際総合科学研究科】 

 コース長、専攻長についてサポート要員として、博士研究員や

秘書の要求をしていくことを決めた。その実施のために学長ヒア

リング等で、人員要求を行った。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

３ 学生の支援に関する目標を達成するための取組 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【学習環境の充実等】  

【アドミッションズセンター】 

①成績優秀者特待生制度については具体的な実施内容

について決定し、平成 19 年度中に実施する。 

 

 

 

【アドミッションズセンター】 

成績優秀者特待生制度については、入学試験の成績上位者（２

５名）を候補者とし、入学後に特待生として学業奨励金を給付す

る一般選抜に係る入試特待生制度を発足させ、平成 20 年 4 月入

学生を対象に実施した。 

 

【学術情報センター】 

②学術情報センターの日曜日開館や開館時間の延長（授

業期・試験期は平日 9 時～22 時、土日は 9 時～19 時

開館）を継続実施するとともに、テープライブラリの

土日開館を実施する。また、教育との連携を深め新た

なカリキュラムに沿ったレファレンス・ガイダンスを

引き続き実施し、学生ライブラリスタッフを活用する

など、学生の情報リテラシーの基礎的能力の向上を目

的とした利用者教育を推進する。 

学生の利用環境の向上を図るため、電子ブックの導

入、利用案内の多言語表示等を推進し、横浜市中央図

書館との相互協力推進による図書館資料の相互利用

の検討を進める。 

 

 

【学術情報センター】 

 図書館の開館時間の延長とテープライブラリの土日開館は計

画どおり実施している。 

 共通教養科目としての「教養ゼミ A」及び「情報検索基礎」で

は、複数の司書が非常勤講師として講義を担当しており、それぞ

れ、学生ライブラリスタッフを活用し、１年次生に対してレファ

レンス・ガイダンスを行い、学生の情報検索・分析・表現力の向

上を進めている。 

 電子ブックは需要の多い医学系を中心に、自然科学の洋書の導

入を進めた。利用案内は英語、中国語、韓国語のパンフレットを

作成した。横浜市中央図書館との図書資料の相互利用ついては、

協議を重ねたが、市図書館との図書の搬送費用の問題と市図書館

の運営形態の見直しが進められている時期にあることから、引き

続き協議していくこととした。 

【施設担当】 

③引き続き金沢八景キャンパスにおける空調設備設置

を実施し、平成 19 年度にすべての教室に設置する。

老朽化の著しい設備について引き続き改修を実施す

る。 

 

【施設担当】 

三期目の教室冷房化工事が完了しすべての教室に空調設備が

設置された。 

老朽化した研究棟、学術情報センターへの空調機を更新した。 

【施設担当】 

④無線 LAN の一部試行設置等の実証検討を行うなど、安

全性・安定性を検討し、情報基盤整備計画を検討する。 

 

 

【施設担当】 

2 教室についてＩＴネットワーク環境の整備を行った。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【広報担当】→19 年度より IT 推進担当へ移管 

・平成 18 年度 IT 調査に基づき IT 戦略を早期に確立し、

実現について検討する。 

 

【IT 推進担当】 

・無線 LAN の設置希望場所、および、その場所における通信の電

波状況を調査し、安定性についての検証を行った。それにより、

情報基盤整備に向けた、具体的な設置計画作成が可能となっ

た。但し、安全性の観点から、ネットワーク全体のセキュリテ

ィの向上を図り、無線 LAN の導入へ向けた準備を進める必要が

あることが認識された。 

・学内の IT 化検討組織を立ち上げ、情報基盤に関する IT 化のロ

ードマップを立案したことにより、情報基盤整備における方向

性が明確になった。 

 

【学生生活空間の拡充】  

【施設担当】 

・引き続き整備を実施し、キャンパスアメニティの向上

を図る。 

 

【施設担当】 

・本校舎２階の古く汚いトイレの改良を実施した。 

・女子寮の浴室塗装等の改修をした。 

【学生の声の聴取】  

【キャリア支援センター】 

・学生生活保健協議会の学生生活調査で出された課題の

うち自習スペース、ＩＴ環境など、学生生活に不可欠

な施設整備の充実のため予算措置を講ずるとともに、

関係部署との調整を行う。 

 

【就職支援担当】 

・キャリアシートの改善を図るなど、学生からのキャリ

ア関連意見、要望を吸い上げ、学生へのキャリア支援

の充実につなげていく。 

 

 

【学務課】 

学生生活調査からの課題を抽出し、再度、整理を行うとともに、

ホームページのリニューアル、グランド整備、教室の冷房化等の

施設整備など、一部の課題について対応を図った。 

 

 

【キャリア支援課】 

紙ベースで提供されていたキャリアシートをWEBページから入

力し送信できる仕組みに改良した。キャリアシートをもとに面談

を行い、一年生を中心にキャリアへの不安や課題、コース選択時

での悩みをくみ上げ、さらに各部署との調整を通じて学生の不安

解消を図っている。 

 

【キャリア支援及び学生生活の充実】  

【キャリア支援センター】 

【就職支援担当】 

①・キャリア相談要員を１名増強し、学生への相談体制

を拡充する。 

 

 

【キャリア支援課】 

キャリア相談要員を 1名増強し 2名体制となったことで、前年

の相談件数 284 件に対し、530 件まで相談が増えている。とくに、

エントリーシートや履歴書といった提出物の添削も積極的に行 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 

 

・「就職活動体験報告会」「キャリアサポーターとの集

い」「職業研究入門」を開催し、内定者、OB･OG、企 

業の実務家とのコミュニケーションの場を数多く

提供する。 

 

 

っている。書類通過率も向上している。 

 

合同企業セミナーでは、セミナーに参加している企業の内定を

取っている 4年生に相談員として参加させたところ、参加企業か

らも評価いただいた。さらに、後輩を支援したいという声を反映

して、キャリアメンター制度を創設。希望者は 32 名となり、マ

ッチングの結果 13 組にてスタート。さらなる拡大を検討してい

る。 

 

【国際総合科学部】 

②きめ細かな履修指導を行う体制として TA 制度を充実

するとともに、TA の資質の向上を図る方策として、将

来の教育現場に立てるように教員に対する FD と類似

の取組の実施を検討する。 

 

【医学部】 

・学生一人ひとりの能力を把握して、医師としてのキャ

リアデザインができるよう指導する。また、女子学生

の占める比率が高まる傾向にあり、医療現場で女性医

師が抱える問題の解決方法について、体験談を聞くな

どの機会を設ける。 

 

【国際総合科学部】 

ＴＡには、担当教員･科目に応じて、前年度の実施効果等を記

述させて提出させ、ＴＡの訓練を行っている。また、他大学での

TA の有効利用についての情報収集をおこなった。各コースの実情

に沿った研修を実施した。 

 

【医学部】 

学年担任を指名し、学生からの相談を受け付けている。４年次

統合試験、共用試験結果で成績不良であった学生と面談して、プ

ロフェッショナリズムにかかわる話し合いを行った。また、本学

エクステンションセンターで第２回女性医師支援フォーラムを

開催した。 

 

【キャリア支援センター】 

【就職支援担当】 

③卒業生の「キャリアサポーター」への登録をさらに進

めていき、学生がＯＢ・ＯＧを通じて数多くの業界、

仕事の実態に触れることができる体制を整備する。 

 

 

 

 

【キャリア支援課】 

キャリアサポーター登録者のリストを今まで紙ベースにて閲

覧していたものを PC の画面上で閲覧できるようにし、一度に閲

覧したいと申し出があっても対応できるようシステムを構築し

た。さらに、企業から提供していただいている OB リストもデー

タベースに反映させ、卒業生の進路把握状況も飛躍的に向上した

（進路状況不明者は 17 年度の約 200 名に対し 19 年度は学部・大

学院計で 23 名）。 

 

【学生の相談窓口体制】  

【国際総合科学部】 

①１年次生は教養ゼミの担当教員を、２年次生は総合講

義の担当教員をクラス担任とする制度のさらなる充

実を図るとともに、本学の教育理念を学生がより理解 

【国際総合科学部】 

中期計画の主旨に立ち戻り、担任が不明の学生が発生しないよ

う、ゼミ配属および変更の制度を確立した。また、留年してゼミ

を履修できない学生の担任を明確にした。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

度を深めるよう取り組む。 

 

 

【キャリア支援センター】 

【キャリア支援センター(福浦)】 

②平成 18 年度に引き続き、医師･看護師国家試験の受験

申込みの一括受付による、確実な申込みを行う。また、

国家試験の結果(合格率、全国平均等)情報を収集、教

員への提供により支援体制の充実を図る。 

 

 

【庶務･学務課(福浦)】 

 平成１８年度に引き続き、医師及び看護師の国家試験の受験申

し込みを取り纏め、確実な申し込みを行った。 

 また、国家試験の結果(合格率及び全国平均等)を遅滞なく収集

し、関係教員へ情報提供を行った。 

 

【学生生活の支援】  

【キャリア支援センター】 

①・学生相談室における学生のメンタルヘルス相談の充

実を目指す。現状の非常勤嘱託カウンセラー2 名体

制を、1 名については専任化し相談室全体のマネジ

メント機能も果たせるように推進する。 

また、保健管理センターについては、診療機能の

強化とともに学生の健康管理システムの構築を目

指す。学校医として精神科医の勤務日を増やし、メ

ンタルヘルス面で相談室との連携を強化する。 

・現在の 1年次の担任制である共通教養ゼミＡ・Ｂの

担当教員に対して、担任として担うべき役割をマニ

ュアル化し、学生指導のあり方の平準化を目指す。 

 

【キャリア支援センター(福浦)】 

・福浦キャンパスに心理カウンセラー及び看護師を配置

し、学生のメンタルヘルス相談及び健康管理等の体制

を強化する。 

 

 

【学務課】 

保健管理センターについては、機構に位置づけ、センター長及

び看護師管理職の配置、学校医の勤務日を週 1回から 2回に増や

すといった体制強化、診察対象をこれまでの学生のみから教職員

にまで拡大する等の機能強化を図った。精神科医の勤務日増、カ

ウンセラーの専任化については、経費面を含め引き続き実現に向

け対応する必要がある。 

 

【国際総合科学部】 

教養ゼミを担当する教員に統一した資料を配布した。この資料

を基に、担当者会議において学生指導の方針を周知するととも

に、指導上の問題点の共有を行った。 

 

【庶務・学務課(福浦)】 

心理カウンセラー、看護師を配置し、学生・教員に対する日常

的な健康管理を行うことができた。さらに、医学科生の麻疹発症

を機に小児感染症ワクチン接種を実施するとともに、インフルエ

ンザやノロウイルスなどの注意喚起を適宜行い感染症対策の充

実に取り組んだ。また、これらの取組を平成 20 年度の予算面・

制度面に反映させ、総合的な保健管理体制の強化を進めることが

できた。 

 

【キャリア支援センター】 

②学生自治会、体育会、文化会等、課外活動における学

生の自主性を涵養するとともに支援体制を充実する。 

 

【学務課】 

課外活動全般にわたる支援を継続するとともに、マウンドのセ

ットバック、ラグビーポールの修繕、ヨット部の協力による学外

集中授業への支援なども個別に行うとともに、活動の場として 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 の、学生会議室の日曜日開放を新たに行った。 

 

【経済的支援】  

【キャリア支援センター】 

①新たな奨学制度の具体的な実施内容等について検討

し、実施する。他団体の奨学金情報のホームページ上

での提供については、引き続き実施する。 

 

 

【学務課】 

「成績優秀者特待制度」については概要を整備、平成２０年度

より実施（給付）するに至った（平成１９年度の成績優秀者を特

待生として、平成 20 年 6月に表彰する予定）。 

ホームページ上の他団体の奨学金情報については、平成１９年

９月のリニューアルに併せて、充実を図った。 

 

【キャリア支援センター】 

②スポーツ・文化・芸術分野等の優秀者を対象としてい

る現行の学長賞、学長奨励賞については、引き続き実

施する。学習・研究分野の優秀者の奨励については、

奨学金や特待生制度との関連において、整理検討を進

めていく。 

 

 

【学務課】 

「学長賞」、「学長奨励賞」を引き続き実施するとともに、「成

績優秀者特待制度」についても概要を整備、平成２０年度より実

施（給付）するに至った（平成１９年度の成績優秀者を特待生と

して、平成 20 年 6月に表彰する予定）。 

平成１９年「学長賞」、「学長奨励賞」の授与式を平成２０年３

月に実施した。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

４ 研究に関する目標を達成するための取組 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【目指すべき研究の方向性】  

【研究院】 

①産業界との共同研究の促進、国家プロジェクトの積極

的な獲得などを目指して、戦略的に研究を推進する。 

 

 

【研究院】 

産業界との共同研究の促進、さらには国家プロジェクト等の積

極的な獲得拡大を目指して、「研究戦略プロジェクト事業（共同

研究推進費）」を公募し、７分野 44 事業を採択した。 

【研究院】 

②国家プロジェクト等、外部研究費応募相談などの支援

や、研究情報の積極的な提供など、企業等との共同研

究マッチング支援を推進、拡充する。 

 

 

 

【研究院】 

外部研究費の公募情報を本学ホームページに掲載し、積極的な

情報提供を行った。また、研究推進コーディネーターによる外部

研究費の応募相談を随時行うとともに、９月 25 日～10 月９日に

かけて、各キャンパスで「科学研究費補助金公募説明会」を開催

した。これらの取組により、科学研究費補助金の申請率が向上し、

全教員の約 80％が申請を行った。 

 

【重点研究分野の選定】  

【研究院】【研究推進センター】 

・必要に応じて大学の重点研究分野を見直す。 

 

 

 

【研究院】【研究推進課】 

平成 20 年度のグローバルＣＯＥプログラム（医学系）への応

募にあたっては、従来の研究分野を超えた医理融合の学際的なユ

ニットを構築し、申請を行った。 

【研究成果の公表】  

【研究推進センター】 

①研究に関する情報提供の内容や方法を見直す。 

 

 

【研究推進課】 

外部研究費の公募情報だけでなく、本学教員の優れた研究成果

についてもホームページで公表し、積極的な情報発信と研究推進

に向けたモチベーションの向上を図った。 

 

【研究院】 

②研究成果の公表を拡充する。 

 

【研究院】 

業績目録に日本語だけでなく英訳のページも掲載した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【研究院】 

③教員評価と連携して行っていく。 

 

 

【研究院】 

地域貢献や産学連携への積極的な取組等、優れた研究成果につ

いては、適切に教員評価へ反映された。 

 

【成果の社会への還元等】  

【研究推進センター】 

①知的財産の取扱いに関する管理体制を安定的に維持

し、産業界等と連携を促進するコーディネーターを配

置する。 

 

【研究推進課】 

知的財産コーディネーター（弁理士）による発明相談を実施す

るとともに、月１回の「知的財産戦略委員会」で知財に関する審

議を行った。このほか、リクルート（外部エージェント）による

技術移転活動を推進した。この結果、特許出願件数、技術移転活

動とも大幅に増えた。 

 

【研究推進センター】 

②大学ホームページでの技術経営相談や、包括的基本協

定を締結している企業の窓口を利用した相談の受付

を実施する。また同時に、研究シーズデータベース集

を活用しながら、共同研究や受託研究を拡充する。 

 

【研究推進課】 

本学ホームページを通じた技術経営相談を実施するとともに、

包括的基本協定を結んでいる横浜信用金庫の窓口からも相談受

付を行っている。また、企業からの共同研究、受託研究相談に応

じて、積極的に研究を推進している。 

【研究推進センター】 

③共同研究・受託研究などの研究協力、インターンシッ

プなどの人材交流、研究紹介などの研究交流等の既存

の協定事業の内容をさらに発展させ、企業等との連携

協力を推進する。 

 

 

【研究推進課】 

 平成 19 年度は、新たに「独立行政法人放射線医学総合研究所」

及び「国際トウモロコシ小麦改良センター（CIMMYT）」と包括的

基本協定を締結し、既に基本協定を締結している既存企業も含

め、人材交流の活性化を図った。 

 11 月には、包括的基本協定に基づき(株)横浜銀行と共同で、「よ

こはま経営塾」を開校し、地域の若手経営者の経営力やネットワ

ークの向上を目指した実践的なカリキュラムを展開した。 
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Ⅰ 大学の運営に関する目標を達成するための取組 

４ 研究に関する目標を達成するための取組 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【研究費のあり方】  

【研究院】【研究推進センター】 

①「戦略的研究費」及び「教育研究費」の効果的かつ適

正な運用を行うとともに、外部研究費の獲得を推進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

【研究院】【研究推進課】 

 「戦略的研究費（研究戦略プロジェクト事業）」については、「共

同研究推進費」、「若手人材育成推進費」、「地域貢献促進費」の３

つの区分について、学内外から研究課題の公募を行うとともに、

研究戦略委員会等で審査を行い、採択事業および配分額を決定し

た。 

 「教育研究費」については、定額基礎分を原則として一律に配

分する一方で、付加交付分については、外部研究費の獲得努力等

に応じた配分を行った。 

 これらの取組により、外部研究費獲得に向けた意識の向上が図

られた。 

 

【研究推進センター】 

②「戦略的研究費」及び「教育研究費」の運用を効果的

かつ適正に推進する。 

 

 

【研究推進課】 

 「戦略的研究費（研究戦略プロジェクト事業）」及び「教育研

究費」だけでなく、研究費全体の効率的・効果的な運用を図るた

め、研究費執行マニュアルを整理するとともに、各キャンパスご

とに説明会を開催した。 

また研究費の不正防止を図る観点から、４月に各キャンパスに

「検収センター」を設置し、購入物品等の確認を徹底するととも

に、11 月には、研究費の不正使用防止の実行方針を定めた。 

 

【研究推進センター】 

③外部研究費に関する情報提供、公募相談や、科学研究

費補助金応募説明会の充実など、外部研究費の申請に

対する支援を拡充し、外部研究費を積極的に獲得す

る。 

 

 

【研究推進課】 

外部研究費の公募情報を本学ホームページに掲載し、積極的な

情報提供を行った。また、研究推進コーディネーターによる外部

研究費の応募相談を随時行うとともに、９月 25 日～10 月９日に

かけて、各キャンパスで「科学研究費補助金公募説明会」を開催

した。 

【研究院】【研究推進センター】 

④研究院の戦略的配分枠が有効に機能する等、さらに効

果的、適正な配分に努める。 

【研究院】【研究推進課】 

研究戦略プロジェクト事業の「戦略的配分枠」については、前

年度の進捗状況や事業計画等を踏まえ、研究課題や採択額を決定 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 している。また同時に、先端医科学研究センター「研究開発プロ

ジェクト」と連携することにより、より一層、重点研究分野の推

進を図った。 

 

【研究推進体制の構築】  

【研究推進センター】 

①教員と職員が一体となり、産業界との共同研究の促

進、国家プロジェクトの積極的な獲得など、戦略的な

研究を推進する。 

 

 

 

 

【研究推進課】 

研究推進センターは、産学連携推進本部の事務局及び研究院の

会議（研究戦略委員会、知的財産戦略委員会、産学連携戦略委員

会等）の庶務を担当する組織として、教職員が一体となり、産業

界との共同研究の促進や国家プロジェクトの積極的な獲得等、戦

略的な研究を推進した結果、平成 19 年度については、ほぼ前年

度並の外部研究費を確保することができた。 

【研究推進センター】 

②新たに知的財産・技術移転に関するコーディネーター

を配置するとともに、弁理士による発明相談、技術移

転機関への委託等による移転先の探索、研究推進コー

ディネーターによる共同研究ユニット化の促進など、

外部資金獲得の支援を充実する。 

 

【研究推進課】 

 配置された知的財産コーディネーター（弁理士）による発明相

談を実施するとともに、月１回の「知的財産戦略委員会」で知財

に関する審議を行った。このほか、リクルート（外部エージェン

ト）による技術移転活動を推進した。 

 また、研究推進コーディネーターによる外部研究費の応募相談

を随時行った。 

 

【学術情報センター】 

③電子学術情報の利用状況を踏まえ、平成 20 年度の継

続タイトル及び新規導入について検討するとともに、

電子学術情報の利用に関して利便性の向上に努める。 

また、医学情報センターの 24 時間利用を継続実施す

る。 

【学術情報センター】 

平成２０年度は電子学術情報の現タイトル（平成１９年度契約

分）の継続契約を基本とし、現在導入されている電子情報を素早

く検索でき、さらに利用度のデータが取れる「電子情報検索ソフ

ト」を３月に導入した。このことにより、今後の契約タイトルの

検討のために必要となる利用状況等のデータ収集の基盤整備が

できた。 

また、医学情報センターの２４時間利用は継続実施している。 

 

【研究体制の構築と適正な研究者等の配置】  

【研究院】 

①ユニットによる共同研究を推進する。 

 

【研究院】 

「研究戦略プロジェクト事業」の共同研究推進費で、７分野 44

事業を採択し、それぞれ共同研究ユニットを構成し、研究を推進

した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 「研究戦略プロジェクト事業」については、公募要領にて学部

コース、院専攻を越えた学際的ユニットの構築や、外部機関・企

業等との連携を各教員に呼びかけ、共同研究の推進を図った。 

 

【研究推進センター】 

②外部研究機関や民間企業等の研究員等を、共同研究員

として積極的に迎える。 

 

【研究推進課】 

企業等との共同研究の実施にあたっては、積極的に共同研究員

の受入を行った。 

 

【研究院】 

③・共同研究・教育研究など、理化学研究所等との連携

や、国家プロジェクトを推進するとともに、生命科

学分野の再編について、研究の観点から検討する。 

 

 

 

 

 

・木原生物学研究所は最先端の植物ゲノムの研究を推

進するための整備を行う。 

【研究院】 

理化学研究所との連携については、文部科学省から採択を受け

た「先端研究施設共用イノベーション創出事業」のほか、グロー

バルＣＯＥプログラムなどの国家プロジェクトへの取組にあた

っては、積極的に連携を図った。また、平成 21 年４月の生命科

学分野の再編に向け、新たに同分野における連携大学院協定の締

結も検討するなど、具体的な教育・研究推進体制の構築も進めて

いる。 

 

木原生物学研究所については、最先端の植物ゲノム科学に特化

した研究所として整備を進めている。 

 

【福浦キャリア】 

④先端医科学研究センターは、バイオバンク部に続き年

度当初に研究開発部門及び研究推進部を立上げ、これ

ら３部門の機能・体制を拡充し、連携させることによ

り、その研究成果の還元に努める。また、研究遂行に

あたり、本学倫理委員会において、十分な検証を行う

とともに、バイオバンク検体の利用状況や研究成果に

ついては、市民に理解を得られるよう広く公開する。 

 

 

【先端医科学研究課】 

バイオバンク部に続き研究開発部及び研究推進部を立ち上げ

た。３部門が組織されたことにより、研究の支援・促進、研究成

果の創出、社会への発表・還元という一連の流れが確立された。 

また、既存の倫理委員会に加えて、臨床研究利益相反委員会を

新設した。これにより、研究の倫理性及び科学性を担保し、さら

には利害関係が想定される企業等との関わりについて透明性を

確保することで、研究成果をより適切に社会へ還元していくため

のマネジメント体制が整備された。 

さらに、研究推進部によるウェブサイトを開設したことによ

り、研究面や倫理面の体制について、透明性が確保された。 

 

【粒子線がん治療施設の設置】  

【経営企画担当】 

・重粒子線治療の実施には、高度で専門的な知識や技術

を有する人材が必要となるため、人材育成を目的とし 

【経営企画担当】 

重粒子線がん治療推進検討委員会を設置し、19 年度事業の実施

等について検討を行った。（第 1回 7月、第 2回 12 月、第 3回 3  
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て、専門機関に医師等の研修派遣を行う。また、重粒

子線治療について知識をより深めてもらうため、附属

病院や関連病院の医療従事者を対象として研修会・講

演会を開催する。施設整備については横浜市や神奈川

県との連携が必須なため、連絡調整会議（仮称）の立

上げ等調整を進める。 

 

月） 

 

【研究機器等の活用の促進】  

【研究推進センター】 

①研究設備等の共用化、オペレーターの配置など、研究

に必要な設備等の活用・整備を実施する。 

 

 

【研究推進課】 

研究施設等の共用化、オペレーターの配置などについては、具

体的な検討を進めている。 

研究施設等の共有化を実施し、文部科学省「先端研究施設共用

イノベーション創出事業」を進めることで、NMR に関して２名の

オペレーター（技術指導員）を配置した。 

 

【研究推進センター】 

②各キャンパスの研究施設管理委員会で、研究室の配置

等を見直し、共同研究スペースを創出するとともに、

効果的な配置に努める。 

 

 

【研究推進課】 

総務・財務課施設担当と協力した「研究施設管理委員会」を開

催し、教育研究棟の利用や研究室の配置等の見直しについて検討

を行った。環境ホルモン研究施設については、整備した共同スペ

ースが順調に活用されている。 

 

【研究倫理の確立】  

【研究院】【研究推進センター】 

・研究者の不正防止など、研究者倫理の確立については

文部科学省の状況などを見ながら実施していく。 

また、各キャンパスで規定している研究に関する諸規

程等の見直しを図り、全学的な研究倫理推進体制の確

立に努めるとともに、必要に応じて積極的に情報公開

を行っていく。 

 

 

 

 

 

 

【研究院】【研究推進課】 

 文部科学省のガイドラインに基づき、平成 19 年４月に物品購

入等に係る検査・検収体制の強化を図るため、各キャンパスに「検

収センター」を設置したほか、法人としての倫理及び法令違反行

為に適正に対処できるよう、「公立大学法人横浜市立大学コンプ

ライアンス（倫理法令遵守）推進規程を策定し、コンプライアン

ス（倫理法令遵守）推進体制を確立した。 

 また、６月には、「公立大学法人横浜市立大学利益相反マネジ

メント規程」を定め、研究倫理に基づき、利益相反を適正に管理

するための仕組みを構築した。 

 このほか、11 月には、「公立大学法人横浜市立大学における研

究費の不正使用防止の実行方針」を定め、研究費に係る本学の責

任体系の明確化と、不正使用の防止に向けた管理・監査体制の整 
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 理を行った。 

これらの取組については、ホームページ等を通じて、広く学内

外に公表している。 
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【学部・大学院教育を通じた人材育成】  

「Ⅰ―１教育の成果に関する目標を達成するための取

組」で記載。 

 

 

【診療を通じた市民医療の向上による地域貢献】  

「Ⅳ―３患者本位の医療サービスの向上と地域医療

への貢献のための取組」で記載。 

 

 

【地域医療の向上】  

【医学科】【キャリア支援センター（福浦担当）】 

・組織の名称を「地域医療貢献推進委員会」に改め、医

局の透明性や客観性の確保を図るとともに、医学部と

して地域医療や生涯教育の充実に向けた取組を進め

る。 

 

 

 

【医学科】 

【庶務・学務課（福浦）】 

地域医療貢献業務に従事する専任職員を配置した。各種基礎デ

ータの収集・分析を行い、医師の紹介・応援などを検討する際の

データとして活用し、地域医療の向上に努めた。また、市民医療

講座を月１回開催し、有益な医療情報を発信することで市民の意

識向上を図った。 

 

【研究を通じた研究成果や知的財産の産業界への還元】  

【研究推進センター】 

①企業との共同研究・受託研究などを拡充するととも

に、包括的基本協定に基づく協定事業の内容を促進す

る施策を展開する。 

 

 

【研究推進課】 

 平成 19 年度については、新たに「独立行政法人放射線医学総

合研究所」、国際農業研究機関「国際トウモロコシ小麦改良セン

ター（CIMMYT）」と包括的基本協定を締結した。 

 こうした包括的基本協定に基づき、平成 19 年 11 月には、(株)

横浜銀行と共同で、「よこはま経営塾」を開講し、地域の若手経

営者の経営力やネットワークの向上を目指した実践的カリキュ

ラムを展開したほか、重粒子線がん治療に係る人材育成に向け、

独立行政法人放射線医学総合研究所へ放射線技師を２名派遣し

た。 
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【研究推進センター】 

②技術経営相談、ホームページでの研究内容公開、産学

連携イベントなどの内容・方法について見直す。 

 

 

 

 

 

【研究推進課】 

ホームページのリニューアルに伴い、研究成果を一覧で見るこ

とのできるページを新設した。包括的基本協定を結んでいる横浜

信用金庫の窓口でも技術経営相談の受付を行っている。 

 また、産学連携イベントへの参加については、産学連携コーデ

ィネーターとともに、その目的や集客力、宣伝効果等を考慮し、

見直しを図った。 

 

【研究推進センター】 

③全教員は横浜市等の各種委員会、審議会へ積極的に参

加する。 

 

【研究推進課】 

 地域貢献を促進するために、横浜市の各種委員会や審議会等へ

の参加を推進した。 

【大学の知的資源の市民への還元】  

【エクステンションセンター】 

①学内に教職員で構成するエクステンション委員会（仮

称）を設置してエクステンション事業の円滑な推進を

図り、市民に多様な学習機会を提供し、地域貢献を果

たす。 

学部内各学科・コースごとに半期に 2講座程度を開催

することにより、大学の知的資源の市民への還元を図

る。 

 

【エクステンションセンター】 

平成 19 年 3 月 1 日にエクステンション委員会を設置した。委

員会を開催することが、教職員に対する講座の企画や実施への動

機付けとなり、エクステンション事業の円滑な推進が図られた。 

これにより、前期・後期ともに学部内各学科･コースごとにほ

ぼ 2講座を開催し、大学の知的資源の市民への還元が進んだ。 

【エクステンションセンター】 

②地域の人材を対象として小学校英語教育サポーター

を養成し、その資格を認定するプログラムを市教育委

員会と連携して試行する。 

 

【エクステンションセンター】 

市教育委員会にプログラムについて説明し、連携を打診した

が、市教育委員会からの回答待ちの状況。 

 

【エクステンションセンター】 

③民間企業とともに実施した講義映像配信共同実験の

結果も検証しながら e-ラーニングについての検討を

行う。 

 

 

【エクステンションセンター】 

e-ラーニングで重要なコンテンツ（講座の内容）の作成につい

て検討した。その結果、コンテンツの作成については、高度な技

術を要するため、外部の専門機関との連携を模索すべきとの結論

に達した。 

【アドミッションズセンター】 

④・高大連携については、大学授業への高校生の受け入

れや高校への出張授業を拡充するとともに、出張す 

【アドミッションズセンター】 

近隣高校である金沢高校からの大学授業への生徒受け入れに

ついては順調に進んでいる。また、本学教員による高校での模擬 
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る教員への支援体制を構築する。 

 

 

・横浜市教育委員会との高大連携に関する協定書・覚

書に基づき、18 年度に試行した大学院生の TA とし

ての高校派遣を本格実施する。 

 

 

授業についてもアドミッションズセンターを窓口とし、入試委員

を通じて教員へ協力を依頼するなどして積極的に応じている。 

 

【学務課】 

高校派遣については、高等学校からの要望書の提出がなかった

ため、今年度は小学校から要請があった TA 派遣に対応した。3名

の大学院生が平安小学校で理科支援員として従事した。先方から

は、様々な効果が報告されたが、特に安全面での指導では高い評

価を受けた。 

 

【アドミッションズセンター】 

⑤平成 19 年 1 月に締結された横浜市教育委員会と本学

との「教育連携に関する協定」に基づき、まず理系大

学院において理科の実地指導を通して教科指導法を

学び研究するために、非常勤講師として市立高校教員

を招聘する。さらに、高校教育現場の諸問題について

のケーススタディ教育も行う。また、これをきっかけ

として、学部における理科（物理・化学・生物）教育

で高校教員経験者の招聘を検討する。 

 

【学務課】 

協定書に基づき、6 月 26 日に第 1 回会合を持ち、7 月 31 日に

「横浜市立大学と横浜市立高等学校との連携協議会」を立ち上げ

た。この協議会ならびに 2つの専門委員会において、高大連携の

事業が進展し、市立高校教員経験者の招聘を実施した。具体的に

は、高校の理系退職教員と教育免許を持つ大学院生による学部で

の物理学補修クラスを実施した。今後、協議会ならびに専門委員

会を通して、具体的な協力体制について検討を行うことを予定し

ている。 

【施設の開放】  

【庶務担当】→特記事項無し 

【国際化推進センター】 

①「いちょうの館」及び 19 年度に設置する国際交流ラ

ウンジにおいて、語学講座、通訳、翻訳ボランティア

など留学生の能力を活かした事業を実施し、市民との

交流を促進する場として活用する。 

 

 

 

【国際化推進センター】 

昨年 9月 5日に金沢国際交流ラウンジの開所式を実施した。そ

の後地域の外国人住民を対象とした相談機能を備えたオフィス

として実績をあげるとともに、市大留学生とのパネルディスカッ

ションをいちょうの館で実施するなど市大生も参画する場とし

て活用している。 

 

【学術情報センター】 

②学術情報センター本館、医学情報センターでの市民利

用制度（貸出サービスを含む）による利用サービス等

を継続実施するとともに、本館「市民向け情報探索講

習会」を休日・夜間に継続開催し、新たに医学情報セ

ンター「地域医療関係者向け情報検索講習会」を開催

する。また、臨床研修協力病院の各図書室に対し相互 

【学術情報センター】 

 学術情報センター本館、医学情報センターでの市民利用制度

（貸出サービスを含む。）を継続実施しており、本館「市民向け

情報探索講習会」は 3月 29 日（土）に２回に分けて実施した。 

 また医学情報センターでは「地域医療者向け情報検索講習会」

を７月、11 月、12 月にそれぞれ１回ずつ実施した。また、臨床

研修協力病院の各図書室に対しては引き続き図書の相互貸借や、 
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貸借等による学術情報の提供を継続実施する。 

 

FAX による情報交換等、学術情報等の提供を実施していている。 
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【国際交流を推進するための体制】  

・市大の国際化を推進するために、キャリア支援センタ

ー、プラクティカル・イングリッシュセンターはじめ

学内関連部門との連携を強化し、国際化を視野に入れ

たカリキュラムの見直しを行う。 

 

・学内関連部門間の連携を強化し、学内の情報共有化を

図るための広報誌を年 2回以上発行する。 

 

 

 

・このような体制のもと、「グローバルな視野を持って

活躍できる人材育成」を実現するために、昨年度に引

き続き以下の３つの戦略を柱として展開する。 

①海外での大学でも通用するカリキュラムづく

り。 

②効果的な教育支援システムの構築。 

③グローバルな人脈づくりが可能なキャンパス。 

 

サマーサイエンスプログラム（英語による授業）の新規開講、

海外フィールドワーク支援プログラムの新規立ち上げ等、一定の

成果はあげた。しかしながら教学部門との連携面では、カリキュ

ラム自体の見直しに反映されることはなかった。 

 

国際化推進センターNews Letter を作成し、H19 年 12 月および

H20 年 3 月に発行した。学内ネットでの配布に加え、専任教員に

対しては、紙ベースでの周知を行なうことで国際化推進センター

の取組みに対する情報を共有化した。 

 

サマーサイエンスプログラム（英語による授業）の開講、海外

フィールドワーク支援プログラムの立ち上げ、金沢国際交流ラウ

ンジのキャンパス内設置、横浜市立大学カリフォルニアオフィス

の開所、横浜市立大学・米国食品医薬品庁共催国際フォーラムの

開催などの新規事業を企画、運営し、学内の国際化へ向けた意義

改革の一歩を踏み出した。 

【学生の留学の支援】  

・多様な海外修学の機会を提供するために、授業の一環

として海外へ調査、研究等の目的で渡航する教育活動

に対し、経済的支援を実施する。 

 

 

 

・特に優秀な学生に対する留学機会を提供するための特

待奨学生留学プログラムの導入を協定大学等と協議

する。 

 

 

・海外大学での学習効果を適切に評価する仕組み等を学

部、キャリア支援センターと調整し、海外の大学で取 

海外フィールドワーク支援プログラムを企画立案、運営し、国

際総合科学部から 4 件、医学部から１件が採択され、計 64 名の

学生が海外調査実習を経験できた。引率教員の経費支給や現地の

教育活動に必要な経費支援（1 グループ最大 50 万円）の仕組み

を作り実施した。 

 

現在協定を締結している英国のｵｯｸｽﾌｫｰﾄﾞﾌﾞﾙｯｸｽ大学、米国の

UCSD（ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学ｻﾝﾃﾞｨｴｺﾞ校）とプログラムに関する協議を進

めると同時に、学内での単位認定や留学しながら 4年間で卒業で

きる学籍の整備を検討中。 

 

ｵｯｸｽﾌｫｰﾄﾞﾌﾞﾙｯｸｽ大学とは、市大教職員が現地を訪問、交換留

学等の可能性について協議した。その後、先方から担当職員が本 
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得した単位の認定制度を整える。 

 

 

 

 

学を訪れ、本学からの留学受入については前向きな回答を得た。 

ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ大学ｻﾝﾃﾞｨｴｺﾞ校とは、国際化推進センター職員が現地

を訪問、協定更新の調印式後に、市大学長と UCSD 総長との間で

具体的なプログラムの協議を実施予定していた。しかし、ｻﾝﾃﾞｨ

ｴｺﾞ市での大規模な山火事発生の影響を受け、式典自体がキャン

セルとなった。よって協定書は書面で交換した。 

 

【留学生受入】  

・外国人留学生の受け入れ数を平成 22 年度までに 200

名とするための方策を検討する。 

 

 

・英語によるサマープログラムを開講し、国内外の優秀

な学生を積極的に受け入れる。 

 

 

 

 

 

・交換留学生に対する住居確保の支援を強化し、借り上

げ宿舎の確保等を実施する。 

 

 

 

・金沢区との協働による国際交流ラウンジを学内に設置

し、市大生も地域レベルの交流活動に参画できるよう

な環境を整備する。 

 

・国際交流ラウンジ及びいちょうの館を活用し、語学講

座、通訳、翻訳ボランティアなど、留学生の能力が生

かせる場を整える。 

 

国際化推進委員会を中心として検討を重ねてはいるが、宿舎の

確保や英語のカリキュラムに関する具体的な方策は示せなかっ

た。 

 

「海洋生物学と持続可能な環境保全」というテーマで 1週間の

英語によるプログラムを開催した。参加学生は、シンガポール国

立大学、マレーシア科学大学から推薦された優秀な学部生 4名、

米国ｶﾘﾌｫﾙﾆｱ州ｻﾝﾃﾞｨｴｺﾞにある Japan Society および横浜市内に

あるサンモールインターナショナルスクールから推薦された優

秀な高校上級生 10 名の計 14 名。 

 

交換留学生に対する安定的な宿舎を確保するために、市大とし

て、近隣の民間アパートを借り上げ、昨年 9月より交換留学生専

用の宿舎として確保した。現在 5名の交換留学生が入居し、快適

な学生生活を送っている。 

 

昨年 9月 5日に金沢国際交流ラウンジの開所式を実施した。

その後地域の外国人住民を対象とした相談機能を備えたオフ

ィスとして実績をあげるとともに、市大留学生とのパネルデ

ィスカッションをいちょうの館で実施するなど地域住民や市

大生も参画した交流事業を展開している。 

【教職員の交流】  

・協定校や海外研究機関等からの研究者を招聘し、関連

授業の実施やセミナーを開催するなど、教職員や学生

が国際的教育研究状況を学べるよう支援する。 

ＦＤＡ（米国食品医薬品庁）との国際シンポジウムを開催、約

750 名が参加し、今後のＦＤＡとの教員交流等連携推進の石杖を

築いた。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

・より多くの教員が国際学会等へ参加できるように、教

員海外派遣要綱等の見直しを行う。 

 

 

 

・教員のみならず、職員が国際的な教育研究状況を学べ

るような支援の枠組みを検討する。 

 

公立大学法人横浜市立大学教員海外派遣補助金交付要綱を制

定し、公立大学法人横浜市立大学教員研究留学制度実施要綱の内

容も一部改正した結果、対前年比 10 人増の教員を海外派遣でき

た。 

 

新しく設置した市大カリフォルニアオフィスでの職員研修の

枠組みを検討中。 

【国際社会への貢献】  

・JICA 横浜との連携を一層強化し、JICA 研修員受け入

れのためのプログラム開発を検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・多文化交流ゼミでの英語による授業運営に関し、米加

連合、CITYNET、YOKE、米国大使館等のリソースを活

用した効果的支援を行う。 

 

本年度は「海外調査実習」の担当教員（元 JICA 職員）を本学

特別契約教授として委嘱した。また、JICA 主催の「研修員受入事

業」への申請を以下の通り 2件行なった。 

※技術研修員の受入（集団研修・長期） 

横浜市立大学国際総合科学研究科木原生物研究所による農・理

学研究基礎理論の修得 

※日系研修員の受入 

横浜市立大学附属病院での、医療機関輸血部門での勤務（免疫

学南睦彦教授申請） 

 

「現代アジア・太平洋地域事情」では CITY NET、ﾊﾋﾞﾀｯﾄ、米加

連合、YOKE からの講師を招聘した。また「外国人の日本研究」で

は米加連合の学生 8名を招聘した。 

【海外の大学等とのネットワーク構築】  

・海外の大学等とのネットワーク構築を強化するため

に、海外大学や研究機関との協定締結を、平成 22 年

度までに 20 機関とする。 

 

 

 

 

 

・平成 18 年度に覚書を締結した FDA とのネットワーク

の強化、拡充へ向けて、具体的な研究・教育プログラ

ムの開発へ向けた調整やシンポジウムを実施する。 

 

協定校等は、H18 年度まで 8 大学１都市 1 研究機関であったが

H19 年度は、国立マレーシア科学大学、米国丸紅会社シリコンバ

レー支店の 2機関と協定を結んだ。またコンソーシアム型協定と

して、PUL(国際みなとまち大学リーグ)宣言へ調印し、ホーチミ

ン大学（ﾍﾞﾄﾅﾑ）、マドラス工科大学（ｲﾝﾄﾞ）、上海交通大学（中

国）、サンパウロ大学（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ）、サザンプトン大学（英国）の 5

大学と覚書を締結した。 

 

ＦＤＡとの国際シンポジウムを開催、約 750 名が参加し、今後

のＦＤＡとの連携推進の石杖を築いた。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

・米国西海岸地域における産学官ネットワーク構築を強

化するために、市大の海外事務所設置を検討する。 

 

 

 

 

 

海外オフィスをカリフォルニア州サンタクララ市にある丸紅

米国会社シリコンバレー支店内に設置した。開所に当たって、今

後市大が海外における国際的な産学連携が展開可能となるよう、

現地企業、団体とのネットワーキングおよび市大の紹介を目的と

した記念セミナーを 11 月 1 日に実施し、約 130 名の参加者を得

た。 
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Ⅳ 附属病院に関する目標を達成するための取組 

１ 安全な医療の提供のための取組 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【医療安全文化の醸成】  

【共通】 

・医療安全管理について、２病院間の取組状況、評価な

どの情報の共有化及び一層の連携強化を図り、大学附

属病院として安全な医療を提供していく。（１） 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・医療安全管理講演会の定期開催を引き続き行なう。ま

た、両病院の職員が相互に聴講できるように、講演会

開催情報を両病院で共有し、医療文化の醸成を図る。

（２） 

 

 

・インシデント報告について、院内オンラインによる報

告システムの本格運用を開始し、速やかな情報の共有

化と方策の立案につなげる。（３） 

 

 

【共通】 

［附属病院］（１） 

２病院間で８月にインシデントシステムの運用に関する調整

を行い、同一のインシデントシステムを導入した。医療安全担当

による意見交換も行い、２病院の職員の医療安全に対する認識の

共有化を図った。 

［センター病院］（１） 

 安全管理研修会や e-ラーニングを通じて、医療安全に対する意

識を高め、風土として根付くための事業を行っている。 

 

［附属病院］ 

（２） 

医療安全管理講演会については、異なるテーマで年６回開催し

た。なお当日参加できないスタッフを対象に、後日収録ビデオの

上映会を開催した。また、それぞれの開催情報を両病院で共有し

院内に周知した。 

 

（３） 

１９年４月分からインシデント報告システムの本格運用を開

始し、現場で起きたインシデント情報が迅速に報告されるように

した。 

 

［センター病院］ 

・インシデント報告（「医療安全に関するリスク要因提

案書」を含む）を元にした改善を推進するとともに、

リスクマネージャーの質向上のため、院内外研修会へ

の参加等を促進する。また、初任時研修・幹部（管理

者）研修の充実、e-ラーニングによる教育研修システ

ムを充実し、職員の情報共有化推進などを継続的に行

う。（４） 

 

 

［センター病院］（４） 

リスクマネージャー会議を開催した。また、院内外の研修会を

多数開催・参加し、院内では、e-ラーニングを感染・医療事故等

の幅広い内容で実施した。加えて、情報の共有化を推進するため

に意見交換会を実施し、現場の情報交換とスキルアップにつなげ

た。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【インフォームドコンセントの充実・強化】  

［附属病院］ 

・インフォームドコンセントに関する研修を実施すると

ともに、患者説明用資料や同意書などを定期的に見直

す。（５） 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・新採用・現任職員へのインフォームドコンセント研修

を実施し、職員のコミュニケーション能力の向上を図

る。（６） 

 

・カルテ監査やカルテ開示状況の点検・報告を引き続き

定期的に行う。（７） 

 

 

［附属病院］ 

（５） 

・4 月に新採用・転入職員医療安全研修・インフォームドコンセ

ントに関する研修を実施した。 

・患者用説明資料や同意書などの見直しについて、10 月に電子カ

ルテ整備に伴う文書管理ＷＧで電子化方法の検討を開始した。 

電子化前に様式や用語の標準化などを行う必要があるため、院

内の該当委員会と連携して見直し作業を実施している。 

 

［センター病院］ 

（６） 

コミュニケーション能力向上のために医療行為説明セミナー

を開催した。 

 

（７） 

毎月各診療科・病棟・中央部門の監査委員による抜き取り検査

が行われ、部長会で結果が報告されている。 

 

【安全管理教育の充実】  

［附属病院］ 

・患者の視点に立った医療安全管理研修を引き続き定期

的に開催し、職員の積極的な参加を促進する。（８） 

 

・院内の看護職員、地域中核病院や金沢区地域連携病院

の看護スタッフを対象とした安全管理講習会を開催

する。（９） 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・職員の安全スキルアップを e-ラーニングや事例研修な

どを通じて推進する。（１０） 

・研修医に対するセミナーを引き続き毎週開催し、安全

管理教育の徹底を図る。（１１） 

［附属病院］ 

（８） 

医療安全管理研修について、年間を通して定期的に実施した。 

 

（９） 

院内の看護職員、地域中核病院および金沢区内の地域連携病院

の看護職員を対象とした安全管理講習会を開催した。 

受講後の講習生アンケートでは、自らの病院に戻り、この講習

の成果を職場の安全管理向上に役立てていきたいとの意見が多

かった。 

 

［センター病院］ 

（１０）（１１） 

・全 39 回の e-ラーニングのうち、医療安全のコンテンツとして

は、年５回行った。 

・事例研修を研修委員会と安全管理で連携して実施した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 ・研修医に対するセミナーを毎週金曜日に開催した。 

・医薬品・医療機器管理責任者を置き、職員対象の研修会を２回

行った。 

 

【安全面を考慮した療養環境・セキュリティの充実】  

［附属病院］ 

・防災放送設備の改修、施設警備の強化など危機管理対

策の充実を図る。（１２） 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・防犯対策として、防犯カメラの死角を極力なくすため

整備を行う。また、医局改修に伴い医局入出のセキュ

リティの充実を図る。 

（１３） 

 

 

［附属病院］ 

（１２） 

防災用を含む放送設備の増設、監視モニターの大型化や監視カ

メラの追加などを実施し、病院の危機管理対策を推進した。 

特に立体駐車場整備に伴い、監視カメラを増設するなど駐車場全

体の監視体制の充実を図った。 

 

［センター病院］ 

（１３） 

・防犯カメラの設置場所について検討し、死角となっている駐車

場の乗降口にカメラを設置するためのケーブルを敷設した。 

・医局改修工事完了に伴い Felica Card 採用による入退院管理の

強化を行うとともに、カメラを設置し、セキュリティの充実を

図った。 

・放射線部の廊下コーナーにカーブミラーを設置し、衝突防止等

歩行する上での安全確保に努めた。 

 

【医療安全管理取組情報の提供】  

［附属病院］ 

・医療事故公表判定委員会の活動や医療安全管理に関す

る 2病院共通の情報を、ホームページへの掲載等を通

じて公開する。(１４-1 ) 

 

・広報紙などを通じて安全管理活動に関する情報提供を

行う。（１４-2 ） 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

（１４-1 ） 

医療事故公表判定委員会の活動や2病院の医療安全管理の取組

みに関する情報を大学ホームページに掲載し公開した。 

 

（１４-2 ） 

院内向け医療安全広報紙「ＭＲＭニュース」を年 3回発行し、

医療安全の取組み状況や安全管理上の徹底事項、留意点を職員に

周知した。また、一般向け広報紙「With」に職員の医療安全管理

活動の紹介記事を掲載した。今後も継続して安全管理の取組み状

況を患者や地域医療機関に公開していく。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

［センター病院］ 

・病院内における医療安全関係の各種会議や研修につい

て適宜情報提供する。（１５） 

 

 

 

 

 

 

・医療安全管理に関するシンポジウムや意見交換会を開

催し、医療安全管理の取り組み等の周知を図るととも

に、適宜、横浜市大医学会雑誌「横浜医学」に学術資

料として掲載し、記録・公開する。（１６） 

 

・医療安全管理について、入院患者アンケートや院内投

書等から提案された項目において改善が図られたも

のを中心に、院内に掲出し、安全管理の取り組みを患

者さまに周知する。（１７） 

 

[センター病院] 

（１５） 

・エレベーターホールにポスターを掲示する他、リスクマネージ

ャーを通して職員への周知を行った。 

・安全管理研修会の開催、センター病院医療シンポジウムを各２

回開催し、第１０回医療シンポジウム「リスクマネジメントの

成功事例」を「横浜医学」に掲載した。 

・意見交換会を適時開催した。 

 

（１６） 

「横浜医学」に別刷として医療シンポジウムの内容を掲載 

 

 

 

(１７) 

各診療科の外来に電子掲示板を 29 台設置した。電子掲示ディ

スプレイには医療情報を流した。 

 

【病院機能評価の継続取得、ＩＳＯ９００１認証取得、

ＩＳＯ１４００１認証取得】 

 

 

［附属病院］ 

・ISO9001 の考え方に基づき、手術材料の術式別セット

標準化を検討し、引き続き年 2回の棚卸を行い部門在

庫の整理を進める。（１８） 

 

 

 

 

 

・検査部門、輸血部門で ISO15189 の取得に向けた取り

組みを推進し、19 年度中の取得を目指す。（１９） 

 

 

 

 

［附属病院］ 

（１８） 

手術材料についてＩＳＯ９００１の考え方に基づく標準化を

検討した結果、基本的な手術材料セット５０種類を３０種類に集

約した。 

また、半期ごと（9月末及び 3月末）に棚卸を実施し、各病棟、

外来等の診療材料の実在庫数を把握した上で必要数以上の在庫

を原則的に禁止し、部門在庫の整理を推進した。 

 

（１９） 

検査部門、輸血部門のＩＳＯ１５１８９認証取得に向けた情報

収集のため、９月に取得支援講習会へ担当管理職員２名を派遣。

また、当院同様に認証取得を目指している横須賀共済病院と連携

を図り、得られた情報をもとに現行の検査業務マニュアルの順次

改訂、申請に必要な関係書類の作成に着手した。業務マニュアル 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 の改訂箇所が広範囲にわたるため、目標とした 19 年度内の認証

取得には間に合わなかったが、取得に向けた具体的な要改善項目

等を洗い出し、効果的な対応に取り組んだ。 

 

［センター病院］ 

①病院機能評価 Ver5.0 の取得に向け、「推進委員会」を

設け病院全体で業務改善に積極的に取り組んでいく。

（２０） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②手術部門、心臓血管カテーテル室における医療材料物

流を中心としたモノの流れ、それに関わるヒトの流れ

についてISO9001のフレームに基づく再整理を実施す

る。（２１） 

 

 

[センター病院] 

①（２０） 

・病院機能評価の受審を契機として、病院の機能改善を進めてい

る。そのための中心的組織として、機能改善プロジェクトを４

月から毎月２回開催した。 

・５つの分野別ワーキングを月２回程度開催した。 

・院内全体に病院機能改善の動きを伝えるため、院内広報誌の編

集チームを組織し 8月より月 1回の発行を始めた。 

・地域連携の取組みを充実させるため東海大学医学部附属病院、

東邦大学医療センター大森病院、筑波メディカルセンターへ担

当者が訪問し、体制や取組みについて実地調査を行った。結果

については地域医療連携改善ワーキングで発表され情報が共

有化された。 

・外来ワーキングを中心に、外来の案内や表示について検討を行

い、入口の案内図やエレベーターなどの案内を分かりやすく表

示し直した。 

 

②（２１） 

４月より新 SPD システムを導入した。院内 150 台のＰＤＡによ

り発注のリードタイムが短縮され、物の流れを整理することによ

り地下倉庫の在庫が減尐したほか、棚卸についても省力化でき

た。また、オペトム、カテトムといったシステム導入に着手した。 

 

【災害時医療の充実】  

［附属病院］ 

・災害対策マニュアルを基本に職員一人ひとりが素早く

対応できるよう、危機管理訓練、受入患者トリアージ

訓練、病棟避難訓練などの実践的な訓練を実施する。

（２２） 

 

 

 

［附属病院］ 

（２２） 

災害対策マニュアルについては、3 月に災害対策委員会で最終

改訂案を承認した。 

防災訓練については、災害対策マニュアルを基本に年度内に３

回（８月、１月、２月）実施し、危機管理訓練をはじめ、トリア

ージタッグを用いた患者受入れ等訓練、医師・看護師による病棟

避難訓練、全看護助手による避難・消火訓練等の実践的訓練を実 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 

 

・市水道局と連携し災害時非常給水配管を設置するとと

もに、地下水の活用を検討する。 

（２３） 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・災害医療拠点病院合同防災訓練に企画段階から参加す

る。高度救命救急センターを中心に実務者を派遣す

る。（２４） 

・引き続き、大地震の発生を想定した訓練を実施する。

（２５-1 ） 

① 危機管理訓練（発災から本部立ち上げ、被害調

査、診療継続可否、患者受入等机上模擬訓練） 

② 受入患者トリアージ訓練（初期対応訓練） 

③ 初期消火訓練 

④ 病棟避難訓練（入院患者等） 

・院内講師や外部講師による災害時医療に関する研修会

を開催する。(２５-2 ) 

・災害派遣医療チーム（DMAT）研修の受講及び災害時に

おける DMAT 要員の派遣を行う。 

(２５-3 ) 

・災害医療拠点病院合同防災訓練に企画段階から参加す

る。高度救命救急センターを中心に実務者を派遣す

る。(２５-4 ) 

 

施した。 

 

（２３） 

横浜市水道局の協力を得て、非常時に優先的に受水槽へ給水さ

れる設備や地下受水槽から緊急的に揚水できる設備を整備し、災

害発生時に必要なライフライン（給水）を確保した。 

なお、地下水の活用については、ボーリングや設備維持にかか

る経費や立地条件による水質の状況などを専門業者に確認し、問

題点等を整理して検討した結果、費用効果や水質等の面から活用

は不利と判断し、利用の見送りを決定した。 

 

 [センター病院] 

（２４）～（２５） 

・ 災害医療拠点病院合同防災訓練の企画に参加。 

・ 災害対策委員会の下に訓練企画を進め実施した。 

・ 災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）派遣時の対応マニュアルを

作成。 

・ ＤＭＡＴ研修に参加し２チーム編成とした。 

・ 横浜エマルゴトレーニングを実施（9/8,9/9）。 

 ※エマルゴとはスウェーデンで開発された大事故・災害対応シ

ミュレーション訓練システムのこと。 

・ＹＭＡＴが 3/27 に発足した。 

 

 

【院内感染対策の推進】  

［附属病院］ 

・「感染対策マニュアル」の大幅改訂を実施する。また、

感染対策の教育研修の充実を図る。（２６） 

 

［附属病院］ 

（２６） 

「感染対策マニュアル」の大幅改訂については、10 月に項目抽

出と実践編にあたる部分の改訂作業（一次改訂）を行い、3月に 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 

 

 

 

 

・病棟、外来使用滅菌器材の一元化システムの一層の充

実を図る。（２７） 

 

 

 

［センター病院］ 

・感染対策マニュアルの改訂を行い周知する。（２８） 

・感染対策マニュアルの実施状況を巡回監査し改善を行

う。（２９） 

・感染対策における教育研修を行う。（３０） 

・抗菌薬の適正使用に関する使用指針を見直す。（３１） 

 

 

 

 

 

は管理面を含む全面的な改訂作業（二次改訂）を行った。 

また、２回の感染対策講演会をはじめ、感染対策ビデオ講演会

や職業感染防止研修会、感染対策懇話会等を開催し、感染対策の

教育研修について充実を図った。 

 

（２７） 

定数器材以外の依頼滅菌器材の一元化については、実施調査を

踏まえ、3 月から病棟分の依頼滅菌器材の一元化（中央化）処理

を開始した。 

 

［センター病院］ 

（２８）（２９）（３０）（３１） 

（感染対策マニュアル） 

・ 感染対策マニュアル見直しの骨子については、既に決定

済。 

・ １月 マニュアル案提出 

・ ３月 周知 

（ICT 活動の充実） 

・ 定期的な部署巡回を実施している。 

   感染管理担当毎日 

   ICT(病院感染対策チーム) 2 回/月 

・ 感染症発生事例の検討、対策の見直し実施 

（教育研修） 

・ ５回開催 

（抗菌薬） 

・ ICT 内で原案を検討した。 

・ 11 月 原案最終確認 

・ 12 月 感染対策委員会提示 

・ １ 月 院内周知 
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Ⅳ 附属病院に関する目標を達成するための取組 

２ 健全な病院経営の確立のための取組 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【附属２病院の運営】  

・それぞれの病院の特性を発揮する中で、引き続き医療

関係者の育成や医療の発展・充実のための貢献ととも

に、積極的に収支改善等を推進し、より自立した経営

を目指す。また、病院経営推進本部会議において、2

病院の連携推進、情報の共有化ならびに共通課題等に

ついて検討し、病院経営をサポートしていく。（３２） 

［附属病院］ 

［19 予算：入院単価 48,709 円、 

病床利用率 92.0%、 

外来単価 10,010 円、 

人件費比率 54.9％、 

  医薬材料費比率 35.0% ］ 

［センター病院］ 

［19 予算：入院単価 55,853 円、 

病床利用率 88.0%、 

外来単価 9,300 円、 

人件費比率 55.0%、 

医薬材料費比率 30.7%］ 

 

 

 

 

 

【共通】 

［附属病院］ 

（３２） 

病院経営推進本部会議を７回開催し、年度計画、18 年度決算、

2病院の医療機器の更新などを議題として検討を行い、連携推進、

情報共有、課題検討の取り組みを進めた。 

［２月締め決算見込ベース］ 

入院単価  51,741 円 

病床利用率  87,6%  

    外来単価   9,559 円 

  人件費比率 52.5％ 

  医薬材料費比率 36.5％ 

［センター病院］ 

（３２） 

・病院経営推進本部会議を７回開催し、年度計画、18 年度決算、

2 病院の医療機器の更新などを議題として検討を行い、連携推

進、情報共有、課題検討の取り組みを進めた。 

［２月締め決算見込ベース］ 

入院単価 57,810 円 

病床利用率 92.6％ 

外来単価 10,429 円 

人件費比率 52.2％ 

医薬材料比率 33.81% 

・総合母子周産期センター（6月）、地域医療支援病院(9 月)の許

可を取得した。 

 

【病院長の権限強化】  

［附属病院］ 

・トップマネジメント会議を中心としたマネジメント体

制について一層の充実を図り、自主・自立的な病院運

営の確立に努める。（３３） 

［附属病院］ 

（３３） 

病院運営方針や新たな取組みについては、病院長を中心とした

トップマネジメント会議に諮り決定している。具体例を挙げる 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・「経営品質」の取り組みを推進するともに、“しつこく

語り続ける経営”を進めながら、病院全体のガバナン

ス力を高め、組織風土改革に向けて引き続き取り組

む。（３４） 

 

 

と、地域医療機関との連携を強化するため、トップマネジメント

会議で討議して、病院関係者を近隣病院へ派遣し意見交換を行う

方針を決定。12 月からトップマネジメント会議メンバー医師を中

心に編成したチームにより医療機関訪問・意見交換を行い、連携

強化に役立てた。 

また、８月と３月に病院長等に対する院内部門別年度計画進捗

状況報告会を開催し、年度計画の実現に向けた進捗管理を行っ

た。 

 

［センター病院］ 

（３４） 

・経営品質協議会認定セルフアセッサーが、6名誕生した。（事務

系課長 1 名、事務系係長 2 名、薬剤部課長 1 名、看護部副師長 1

名、放射線技師１名） 

・革新の基礎コース 26 名、評価の基礎コース７名、大久保セミ

ナー11 名が受講した。 

・ビデオアトリウムを 2回実施した。 

・大久保寛司先生を招いたセミナーを開催した。 

 

【運営交付金の考え方】  

［附属病院］ 

・7 対 1 看護基準配置の実現による収入増や、医薬材料

費の縮減などの経営努力により医業収支の改善に努

め、運営交付金の適正化を進める。 

（収益的収支運営交付金 28.9 億円、運営交付金総額 

30.5 億円）（３５） 

 

［センター病院］ 

・診療科再編後の医業収支基盤の安定化を図り、引き続

き運営交付金の縮減を図る。 

（収益的収支運営交付金11.5億円、運営交付金総額12.2

億円）（３６） 

 

［附属病院］ 

（３５） 

６月から７対１看護基準配置を実現するなど医業収入の増収

を図る一方で、後発医薬品への切り替えや診療材料の同等品削

減・類似品整理により医薬材料費を抑制するなど経営努力による

医業収支の改善を図り、運営交付金の適正化に努めた。 

 

 [センター病院] 

（３６） 

運営交付金については、中期計画通りに着実に縮減を図ること

が出来ている。 

 

【診療科の再編や病床配分の弾力的運用】  

［附属病院］ 

・二次救急輪番における救急病床のスムーズな確保な 

［附属病院］ 

（３７） 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

ど、病床管理室を中心とした病床の弾力的な運用の徹

底を図る。（３７） 

 

・基礎病床配分数の見直しを引き続き定期的に行い、効

率的な病床利用を図る。（３８） 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・平成 19 年度実施の診療科再編後の状況を踏まえつつ、

診療科並びに診療協力部門などの更なる改編・新設等

について更なる研究を進める。（３９） 

 

病床管理室を中心に病床管理担当者会議の協力を得て、共用病

床の運用をはじめ弾力的な病床運用を徹底した。 

 

（３８） 

基礎病床配分数見直しの前提として、ＤＰＣ補正に基づいた新

しい視点による科別必要病床数試算、科別入院日数ＤＰＣ比較表

を作成・発表した。 

さらに 3月には、ＤＰＣの指標に基づいた来年度の科別基礎病

床配分数を試算するなど、効率的な病床利用を目指した取組みを

推進した。 

 

  [センター病院] 

  （３９） 

 平成１９年度に診療科再編を行い診療収入が前年比で 10 億円

増加した。院内各施設の配置見直しの動きと連動して、外来化学

療法についてはワーキングを開き、来年度の運用開始を目指す。 

 

【診療に関わる料金設定の見直し】  

・市立病院、地域中核病院等との料金設定のバランスを

考慮し、必要に応じて各種料金について検討を行う。

（４０） 

 

 

［附属病院］（４０） 

診療費にかかる諸料金規程の改定に向けた情報収集のために

他病院の状況を調査し、市立病院や地域中核病院の料金設定を参

考にして「分娩介助料」「非紹介患者初診時加算額」の改定を決

定した。（２０年度から実施） 

また、立体駐車場の整備に伴い、他の病院の駐車利用料金を参

考にして、1 月から常時駐車する院内業者から料金を徴収するな

ど新しい料金体系を設定した。 

[センター病院]（４０） 

診療費にかかる諸料金規程の改定に向けた情報収集のために

他病院の状況を調査し、市立病院や地域中核病院の料金設定を参

考にして「分娩介助料」「非紹介患者初診時加算額」の改定を決

定した。（２０年度から実施） 

 

【診療外収入の確保】  

［附属病院］ 

・診療外収入の確保を図るため、一般向け広報誌「With」

等の広報印刷物への広告掲載を推進する。（４１） 

［附属病院］ 

（４１） 

一般向け広報紙「Ｗith」（8号以降）への広告掲載を希望する 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 

 

 

 

・入院患者用テレビ・床頭台等設置業者の切り替えによ

り収入増を図る。（４２） 

 

 

［センター病院］ 

・診療外収入の確保を図るため、施設使用料金について、

売上に応じた料金設定（ロイヤリティー設定等）につ

いての検討を引き続き行う。（４３） 

 

 

企業等を募集し、広告料収入を得た他、「外来診療のご案内」「入

院のご案内」などの印刷物にも企業広告を掲載して、診療外収入

を確保した。 

 

（４２） 

4 月から全病室の入院患者用テレビ・床頭台の入れ替えを実施

した。 

 

[センター病院] 

（４３） 

・テナントの適正な賃借料の設定について調停を行い、その結果

を踏まえ２０年度からの料金改訂を行うこととした。なお、検

討は引き続き行う。 

・自販機については新規に貸し付けを行い、販売手数料を導入し

た。 

 

【人件費比率の適正化】  

［附属病院］ 

 （19 予算：人件費比率 54.9％） 

・各部門における業務の見直しを実施し、超過勤務時間

の削減や効率的な人員体制の確立を図る。（４４） 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

（４４） 

（２月締め決算見込ベース：人件費比率 52.5％） 

効率的な人員体制を確立するため、各部門において派遣職員等

の固有職員化や契約職員の導入を検討し、職員配置計画を見直し

た。 

また、超過勤務の適正化に向け、代休の取得や定時退勤の励行

等について院内周知を行い、超過勤務時間の削減に努めた。 

 

・7 対 1 看護基準配置に伴う質の高い看護、安全管理の

強化、患者サービスの充実を図るため、看護師の確保

対策を強化する（４５） 

 

 

 

 

 

 

 

（４５） 

大学本部と附属２病院が連携し、看護師確保策に取り組んだ結

果、学校訪問・推薦学校の拡大、採用試験の機会増等を実現した。 

Ｈ２０年度も引き続き７対１看護基準を維持するために、必要な

看護師数（4月採用者数：68 名）を確保した。また、病後児保育・

土曜保育の実施や深夜勤務時のタクシー利用の拡大等、離職防止

策を講じた結果、看護職員の 18 年度退職者数 88 名（離職率 

15.7％）に対し、19 年度退職者数は 51 名（離職率 9.4％）に改

善した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

・業務委託についても、状況に応じて人員配置を見直し、

委託経費の効率化を図る。（４６） 

 

 

 

［センター病院］ 

(19 予算：人件費比率 55.0％) 

・アウトソーシングの活用や人財の効果的育成活用を進

めることにより、医業収益の積極的確保を進め、人件

費比率低減を目指す。（４７） 

 

 

 

 

（４６） 

業者に委託している患者受付・会計・診療報酬請求等の医事業

務について、委託経費を増額させることなく、より効率的な人員

配置が可能となるよう努めた。 

 

 [センター病院] 

（４７） 

（２月締め決算見込ベース：人件費比率 52.2％） 

医業収益の増加に伴う人件費率の低下が進んでいる。 

引き続きアウトソーシングの活用や人財の効果的育成活用を

進めることにより、医業収益の積極的確保を進め、相対的な人件

費率低減が出来た。 

（4月現在決算見込みベース：人件費率 52.3％） 

 

【医薬材料費の適正化】  

［附属病院］ 

（19 予算：医薬材料費比率 35.0％） 

・後発医薬品の採用、高額医薬品の院外処方化、同種同

効薬の整理を進める。（４８） 

 

 

 

 

 

 

・医薬品、診療材料の新規採用にあたり、採用・削除基

準を徹底する。（４９） 

 

 

 

 

［センター病院］ 

（19 予算：医薬材料費比率 30.7％） 

・手術室・カテ室トータル管理システムを導入し、物流

管理の徹底、医師別データなどの情報分析を実施す

る。（５０） 

［附属病院］ 

（４８） 

（２月締め決算見込ベース：医薬材料費比率 36.5％） 

対象となる先発医薬品約 640 品目中、49 品目を後発医薬品に切

り替え、年間約 7,300 万円の節減見込む。高額医薬品・抗ＨＩＶ

薬の院外処方化については、地域の保険薬局等と協議を進めた結

果、年間 1,600 万円の医薬品費削減に寄与した。また、同種同効

薬の整理については、腹膜透析液、放射線医薬品、消炎・鎮痛薬

等について実施した。 

 

（４９） 

19 年度中は医薬品 116 品目の採用にあたり、120 品目の既存医

薬品を削減した。また、診療材料については採用 54 品目に対し

て 17 品目を削減した他、診療材料の統合・集約を実施して品目

数削減に努めた。 

 

［センター病院］ 

（５０）（５１） 

（２月締め決算見込ベース：医薬材料費比率 33.8％） 

・ 手術室、カテ室および診療材料供給管理等を含めた新たなト

ータル管理システムを今年度から導入した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

・価格交渉の徹底等医薬材料比率縮減の取組みを引き続

き継続する。（５１） 

 

・ 診療材料の「商流」を把握するうえでの基盤整備を行うとと

もに、消費実績に基づく、必要数量の発注および病棟等部署

に配置する物品の定数見直しを実施し、院内の過剰在庫の整

理を実施できた。 

・ 診療材料価格削減については、提携会社のうち調達部門を担

当するＮＨＳ（（株）日本ﾎｽﾋﾟﾀﾙｻｰﾋﾞｽ）とともに、院内に設

置した「診療材料Ｐプロジェクト」を中心に、順次価格交渉

に着手し、年間換算約 1億 6400 万円（3月現在）の削減効果

を達成した。 

・ 医薬品については、薬価改定の無い年であるが、粘り強く交

渉を行い、昨年以上の成果をあげた。 

 

【IT 化の推進】  

［附属病院］ 

・電子カルテシステムの導入に向け、院内の各部門と調

整を図りながら、システム開発を行う。また、センタ

ー病院と同じソフトを導入するため、概要設計までを

センター病院と協働して行う。（５２） 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・電子カルテシステムの導入に向け、概要設計について

附属病院と協働して行う。（５３） 

 

 

・院内 WEB の活用による情報の共有化を引き続き推進す

る。（５４） 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

（５２） 

電子カルテシステムの導入に向け、院内の各部門と調整を図る

ため、５月に「電子カルテ導入委員会」「電子カルテ導入開発部

会」を立ち上げて開発を本格的にスタートさせた。また、それま

でセンター病院と共同で行ってきた 同 システムの概要設計を

６月に完了させた。 

７月以降、「電子カルテワーキング」「部門別ワーキング」を延

べ 213 回開催。延べ 2,656 人が参加して検討を重ね、意見を集約

して詳細設計に反映させた。 

 

［センター病院］ 

（５３） 

電子カルテ導入部会に参加し、8/29 の附属病院臨床部長会で概

要設計を承認した。 

 

（５４） 

病院機能改善プロジェクトの診療録医療情報ワーキングで、院

内のオーダ端末系・ウラフネット端末系の両ネットワークについ

て項目の洗い出しを行った。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【施設・機器の更新計画の再検討】  

・医療機器等の共同購入の推進を図る。（５５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【共通】 

［附属病院］（５５） 

規格が統一されているコピー用紙等の物品２件について２病

院共同購入を実施した。消耗品については、平成 19 年には 2 病

院で共同購入を行い、平成 20 年度には、八景キャンパスも加え

ることで対象施設を拡大させる。医療機器については２病院間で

情報交換を行うも、年度内に共同購入できる対象機器がなかった

ため、２０年度以降の実施に向け、今後の機器更新情報等を含め

た情報交換を行った。 

［センター病院］（５５） 

規格が統一されているコピー用紙等の物品２件について２病

院共同購入を実施した。消耗品については、平成 19 年には 2 病

院で共同購入を行い、平成 20 年度には、八景キャンパスも加え

ることで対象施設を拡大させる。医療機器については２病院間で

情報交換を行うも、年度内に共同購入できる対象機器がなかった

ため、２０年度以降の実施に向け、今後の機器更新情報等を含め

た情報交換を行った。 

また、診療材料については、NHS（（株）日本ホスピタルサービ

ス）からの調達において、加盟病院との共同購入の取り組みを実

施した。 

 

［附属病院］ 

・更新時期を迎える医療機器について、複数機種による

入札を実施し、メーカー間の競争性を高めるなど契約

手法を検討する。（５６） 

 

 

・引き続き、施設・機器更新計画の見直しを行う。（５

７） 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

（５６） 

医療機器購入契約時の競争性を高めるために複数メーカーに

よる入札を実施した。また、全体的な経費を削減するために保守

契約条件も含めて契約した。 

 

（５７） 

11 月、厚生労働省からがん診療連携拠点病院に対する放射線治

療機器整備補助事業の通知があり 12 月に申請を行ったため、開

催を予定していた医療機器購入検討委員を延期。その後補助金交

付の決定を受け、3月に同委員会を開催し 20 年度の医療機器更新

計画の見直しを行った。 

また配管全体の老朽化が判明したため、本格的な給湯配管入替

工事を含めて 20 年度以降の施設改修計画を見直した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【センター病院］ 

・稼働実績や医療ニーズを勘案し、計画的整備を進める。 

設備：2.0 億円 

施設：0.5 億円（経常工事）（５８） 

 

 

［センター病院］ 

（５８） 

今年度の医療機器更新については、手術件数の増加や経年务化

に対応して、手術機器、救命棟医療機器、画像診断装置等の施設

環境向上などを重点に更新計画を作成（６月、１１月）し、第１

期、第２期合わせて、必要な医療機器整備を行った。（予算額：

直接購入分 2.0 億円＋1.0 億円（追加投資）、ﾘｰｽ分：0.5 億円） 

 

【経営情報の整備】  

［附属病院］ 

・院内 WEB 上に、診療科別外来患者数、病床利用率や平

均在院日数等の情報を掲載し、コンテンツの充実化を

図る。（５９） 

 

 

・患者サービス向上員会との連携しながら、入院患者ア

ンケート等の集計結果を院内 WEB 上に掲載する。 

（６０） 

 

 

・DPC 分析システムを導入し、診断群分類等に基づく効

率的な入院期間を推進する環境を整備する。（６１） 

 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・従来までの診療科別損益分岐点比率などの月次統計の

他に、支出データ等に加えて、患者さんの声なども院

内ホームページの経営情報として公表するなど、さら

なる情報の共有化を引き続き推進する。（６２） 

 

［附属病院］ 

（５９） 

10 月から院内 WEB「ＷｉＳＨ ＮＥＴ」上に、月別の患者数、

病床利用率、院内部門別実績等の業務指標を掲載開始。職員に向

けての経営指標を整備した。 

 

（６０） 

12 月から院内 WEB「ＷｉＳＨ ＮＥＴ」上に、「患者様の声」

のページを開設。17～18 年度分の入院患者アンケート結果をもと

に、患者様からいただいたご意見等を職員向けに紹介した。 

 

（６１） 

４月にＤＰＣによる補正率を用いた診療科別必要病床数を試

算し、各診療科に通知した。また、12 月には各診療科あてにＤＰ

Ｃと在院日数比較表を配付し、適切な入院日数に関する情報提供

を実施した。 

ＤＰＣ分析システムについては、基本となる電子カルテシステ

ムの整備に併せて 20 年度に導入することとした。 

 

[センター病院] 

（６２） 

 院内の経営情報として月次統計を引き続き充実させるととも

にＤＰＣ分析ソフトをより深く活用するため全4回のデータ分析

の研修を行った。 

 

【クリニカルパス（入院診療計画書）の作成・活用の拡

大】 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

［附属病院］ 

・地域連携推進部会での検討をもとに、地域医療連携の

システム作りをすすめ、「連携パス」の活用について

も協議を行う。（６３） 

 

［センター病院］ 

・引き続きクリニカルパス使用件数の増加を図る。（６

４） 

・DPC 分析システム EVE のデータを活用し、クリニカル

パスの新規作成と現クリニカルの修正を推進する。

（６５） 

・日めくりパスの作成を推進する。 

(※)日めくりパス 

 1 日 1 枚になっていて、医師の指示内容、指示の確認、

実施記録が記載できるようになっている。また、経過記

録（全医療職が記載）も書けるようになっており、1 枚

で治療の実施状況や患者の状態を把握できる。定形フォ

ーマットのため、記載漏れが尐なく、実施した治療や看

護を証明でき、安全管理の面で効果がある。また、全医

療職が患者の情報を共有でき、チーム医療の推進にも効

果がある。（６６） 

 

［附属病院］ 

（６３） 

地域連携推進部会の検討結果をもとに地域の医療機関を訪問

し、「連携パス」について意見交換を実施している。 

 

［センター病院］ 

（６４）（６５）（６６） 

・ ２ヶ月に１回小委員会を開催。 

・ 12/4 にクリニカルパス講演会を開催（参加者 61 名）。 

・ Ｈ20.1 に利用推進のためにアンケートを実施した。 

・ＤＰＣ分析ソフトの研修を実施した。（10 月から１月） 

・H19.10.1 日めくりパス勉強会（参加者 56 名）を開催し、年度

末までに日めくりパスの標準フォーマットを共有化した。 

 

 

 

【省エネルギーの推進】  

［附属病院］ 

・「エスコ（ESCO）事業」の適用に向けた方針決定、申

請手続きに着手する。（６７） 

 

 

 

 

 

・機器運転時間の見直し等によりエネルギーの節減を図

る。（６８） 

 

 

［附属病院］ 

（６７） 

６月にＥＳＣＯ事業の適用に向け、既に適用を受けている施設

（横浜市南部病院）を視察し情報収集を行った。なお、横浜市ま

ちづくり調整局の指導により、申請は２０年度に実施することに

なり、実施業者を決定するプレゼンテーションの開催に向けて準

備を行った。 

 

（６８） 

病院施設で使用するエネルギーを削減するため、一年を通して

全換気方式の空調機器を間欠運転して、エネルギー消費量の節減

を図った。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

［センター病院］ 

・コージェネレーションシステムの運転計画の見直し等

により光熱水費、使用エネルギー消費量の削減に努め

るとともに、引き続きガス供給事業の自由化の拡大に

伴い、ガス購入の入札を実施する。（６９） 

 

 [センター病院]（６９） 

・12月時点で、電気･ガス･水道使用料金が、前年度比で20,572,261

円減尐した。 

・ガスの入札を 12/13 に実施した。 

・エネルギー使用量が（電気･ガス）前年比で約 3％削減された。 
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Ⅳ 附属病院に関する目標を達成するための取組 

３ 患者本位の医療サービスの向上と地域医療への貢献のための取組 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【地域医療連携及び患者相談体制の整備】  

［附属病院］ 

・地域連携推進部会の機能を強化し、地域医療連携に関

する協議会の設置に着手する。 

（７０） 

 

 

 

・総合医療サポートセンターの機能を強化し、患者相談、

福祉・継続看護相談、かかりつけ医相談等、新たに相

談コーナーの設置を検討するなど、相談環境を整備す

る。（７１） 

 

 

・「診療科部長による相談コーナー」について、運営体

制などについて見直しを行うことにより充実を図る。

（７２） 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

（７０） 

地域連携推進部会において、附属病院と紹介・逆紹介実績の多

い５つの医療機関との連携を強化するため、チームを編成して医

療機関訪問を始めた。また各病院と地域医療連携推進協議会の設

置等について意見を交換した。 

 

（７１） 

9 月に新たな相談コーナーとして「かかりつけ医案内コーナー」

を開設した。併せて総合医療サポートセンター周辺のレイアウト

を変更して多目的相談ブースを設置するなど、患者様の利便性に

配慮した相談環境の整備を行った。 

 

（７２） 

「臨床部長等による相談コーナー」検討部会を開催し、新たな

運営方法についての部会案を作成し院内調整まで行ったが、その

後、診療・会計待ち時間短縮対策として「かかりつけ医案内コー

ナー」「保険証内容確認窓口」設置場所の決定を優先することと

なった。現在、「臨床部長等による相談コーナー」の効果的な開

設場所を選定中。 

 

［センター病院］ 

・現在の母子医療センターの設備・機能を強化し、新た

に「総合周産期母子医療センター」の認定を得て、新

生児集中治療室を 3 床増床し 9 床体制とするほか、

NICU 母体専用の集中治療室（MFICU）を 6 床整備し周

産期救急機能の充実を図る。（７３） 

・福祉医療相談、看護相談、転院調整等、患者相談を総

合的に行う機能を引き続き充実させる。（７４） 

・アドボカシーの視点から患者サービスの向上を図るた

めに平成 17 年度より導入した『医療コーディネータ

ー(薬剤師、事務職)』の活動の充実を図る。（７５） 

 [センター病院] 

（７３）～（７６） 

・MFICU や NICU などの施設の整備や、看護体制を整えるなどの施

設基準を満たすことで、6月に「総合周産期母子医療センター」

の承認を得た。 

・9月 26 日に大学病院として初の「地域医療支援病院」の承認を

取得した。 

・２月にケースワーカーと看護師を同フロアにし、お互いの連携

を取りやすい配置にした。（７４） 

・医療コーディネーターが二人在籍し、サービス向上を図った。 

・地域医療連携に関するアンケートを横浜市内の約 110 の病院に 
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・地域医療支援病院の承認を取得する。（７６） 

 

実施した。 

 

【地域医療従事者への研修機会の提供】  

［附属病院］ 

・新たに老人性認知症センター事業として、地域医療機

関に対する認知症の診断・治療に関する研修を計画、

実施する。（７７） 

 

・地域中核病院や金沢区内の地域連携病院の看護スタッ

フも参加できる安全管理講習会を継続実施する。（７

８） 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・市民講座、地域医療機関を交えたオープンカンファレ

ンスや公開セミナー等の定期開催により、地域医療従

事者への研修機会を提供していく。（７９） 

 

［附属病院］ 

（７７） 

金沢区役所と共催で、認知症に関する「かかりつけ医対象の研

修会」「地域関係機関対象の研修会」を２回開催した。 

 

（７８） 

院内の看護職員、地域中核病院および金沢区内の地域連携病院

の看護職員を対象とした安全管理講習会を開催した。 

※項目（９）で報告済。 

また、９月に他病院の看護職員を対象とした「小児看護オープ

ンセミナー」を開催し、小児看護プレパレーション等の研修を実

施した。 

 

［センター病院］ 

（７９） 

・薬剤部では、計 11 回南区薬剤師会との共催で研修会を開催し

た。また、8/2 には外来がん化学療法の情報共有に関して地域

保険薬局との検討会を開催した。 

・地域連携でも研修機会を年々増加させている。 

 

【セカンドオピニオン外来の開設】（８０）  

 【附属病院】（８０） 

（１７年度から「セカンドオピニオン外来」を開設） 

平成 19 年度セカンドオピニオン相談実績 １４９件 

 （参考：17 年度実績 89 件、 18 年度実績 129 件） 

【センター病院】（８０） 

・２年前より実施中。地域連携が窓口となり、医師との連携をと

りつつセカンドオピニオン外来を円滑に進めている。 

平成 19 年度セカンドオピニオン相談実績 70 件 

（平成 17 年度：50 件、平成 18 年度：63 件） 
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【待ち時間の短縮】  

［附属病院］ 

・診療費の自動精算機を増設し、会計待ち情報表示シス

テム（番号表示）の運用とあわせて、会計待ち時間の

更なる短縮を図る。（８１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・診療待ち時間が恒常的に長い診療科の予約枠について

引き続き調査を行い、必要に応じて予約枠設定の見直

し等を行う。（８２） 

 

 

 

 

・立体駐車場を整備し、患者用駐車スペースの拡張を図

る。（８３） 

 

 

 

［附属病院］ 

（８１） 

外来診療費用の自動精算機を増設し、併せて会計待ち情報表示

システム（番号表示）の運用を変更し、会計待ち時間の短縮を図

った。 

また、会計受付時に行っていた保険証の確認については、11 月

に内容変更確認の専用窓口を設置。２月に同窓口業務を拡大し、

月毎の保険証確認業務も実施できるように改め、会計待ち時間を

短縮した。 

≪会計待ち時間調査結果・12 月（月間平均）≫  

9 時台 7分、 10 時台 15 分、 11 時台 21 分、 12 時台 28 分 

 

（８２） 

オーダリングシステムのデータを利用した全診療科の診療待

ち時間調査を実施した。（調査期間 12 月 17 日（月）～21 日（金）） 

≪調査結果≫（２７診療科平均、５日間の調査客体：5,228） 

17 日 33 分、18 日 28 分、19 日 31 分、20 日 36 分、21 日 29

分 

 

（８３） 

１２月、立体駐車場の完成により、患者用駐車スペース約１０

０台分の拡張を図った。立体駐車場の整備後は、病院周辺道路ま

であふれていた入場待ちの車列がほとんど発生していない。 

 

［センター病院］  

・診療科・センター毎の待ち時間の状況分析を行い、目

標に達していない予約が存在する場合は、予約枠の見

直しの検討を行う。（８４） 

 

 

 

 

・通常の会計待ち時間は、20 分以内となったため、月初

や制度改正などのピーク時において、会計時間が目標

の30分以内になるよう、支払い方法等を検討する。（８ 

[センター病院] 

（８４） 

11 月に待ち時間調査を実施した。 

≪調査結果≫（8センター18 診療科平均、5日間の調査客体：

4,680） 

12 日 19 分、13 日 29 分、14 日 25 分、15 日 18 分、16 日 25

分 

 

（８５） 

・通常で 10～15 分、混雑時で 20 分程度の待ち時間となってお

り、目標は達成。 
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５） 

 

 

 

 

 

 

 

・突発での診療遅延（入院患者の急変・急患対応等）の

表示について検討する。（８６） 

 

 

・ホール入り口については、総合案内や再来受付機、エスカレー

タなどがあり動線が交差していたため、再来受付機をホール外

側に設置し、外来患者様がすぐ受付できるようになったことに

より、動線が整理できた。 

・他サービス業を参考に、更なる短縮方法を模索する。 

≪会計待ち時間調査結果・12 月(月額平均)≫ 

10 時台 7 分、11 時台 13 分、12 時台 13 分 

 

（８６） 

予約患者様に対し、突発的な診療の遅延があった際表示を行う

事でお知らせした。 

 

【市民講座の充実】  

・2 病院の機能や役割を市民にアピールするため、2 病

院合同の市民講座の実施を検討する。（８７） 

 

 

 

 

［附属病院］ 

・大学本部のエクステンション講座の「附属病院連続医

療・相談講座」への企画提供、講師派遣を継続するほ

か、好評な「市民医療講座～知りたい、聴きたい、医

療のはなし～」を充実させ、年 6回開催する。（８８） 

 

 

［センター病院］ 

・ニーズの高いテーマの選定、ホームページ・広報誌等

による積極的な PR を行った上で、市内各地区での出

張開催など、月1回程度定期的に市民講座を開催する。

（８９） 

・県内他病院等と合同で市民講座を主催する。（９０） 

・講座内容を映像化し、各所に頒布する。（９１） 

 

 

［附属病院］ 

（８７） 

2 病院で連携を図り、内容や日程等の調整を行い、２病院合同

の市民講座「腰痛予防と自己管理」を３月に市情報文化ホールで

開催した。（参加者数 １９２名） 

 

（８８） 

大学本部のエクステンション講座「医療・相談講座」について

は、医学部、エクステンションセンター、２病院が協議し、医学

部が中心となり協力する体制へ変更した。 

また、「市民医療講座～知りたい、聴きたい、医療のはなし～」

を年 6回開催した。 

 

（８９）（９１） 

開催場所については検討をおこないつつ、月１回程度の市民講

座を開催した。 

また、講座内容を公開するためにビデオで記録を残しており、

3/27 に第 1弾をホームページ上に掲載した。以後、随時掲載予定。 

また、合同での市民講座についてはテーマの設定について調整

の必要があるため、調整が必要。 

（９０） 

横浜市安全管理局と共同で「救急フェア 2007」を横浜駅東口で

開催した。AED の取り扱いを含めた応急手当の普及啓発を図ると 
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 ともに、横浜市内の救急医療体制および救急車の適正利用に向け

た広報活動を実施した。（9/9） 

 

【病院ホームページ上での医療・健康に関するコンテン

ツの充実】 

 

［附属病院］ 

・新しい医療を紹介するページを充実させるなど、ホー

ムページのコンテンツを充実させる。（９２） 

 

 

 

［センター病院］ 

・引き続き、医療健康コラムなどホームページの充実を

図る。（９３） 

 

 

 

 

［附属病院］ 

（９２） 

１１月に病院ホームページの全面リニューアルを実施し、「当

院の取り組み」掲載ページ等の充実を図り、当院で実施している

『新しい医療技術』についても紹介コンテンツを改めた。 

 

 [センター病院] 

（９３） 

臨床検査部、放射線部、薬剤部、栄養部、看護部でコラムなど

を掲載しており、新しいコンテンツを増やした。また、GIF アニ

メーションやキャラクターを用いてわかりやすい部署紹介など

を行う事で、ホームページの充実を図った。 

 

【一般向け病院広報誌の発刊】  

［附属病院］ 

・院外広報誌「With」を定期刊行する。（年 4 回発行予

定）（９４） 

 

 

・「診療のご案内」「外来担当医表」について、掲載内容

や体裁などを見直し、より有効活用できるように改訂

する。（９５） 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・年 2回程度の定期刊行を行う。あわせて誌面への広告

掲載を検討する。（９６） 

 

［附属病院］ 

（９４） 

一般向け広報誌「Ｗｉｔｈ」については定期刊行するとともに、

増ページによる内容の充実を図った。 

 

（９５） 

「外来担当医表」を全面改訂し発行した。 

病院ホームページ掲載の外来担当医表については毎月改訂を

行い、最新の情報を提供している。 

「診療のご案内」については内容の見直し作業を実施し、２０

年度の改訂に向け編集作業を行っている。 

 

［センター病院］ 

（９６） 

地域向けの広報誌「十全」を発行した。19 年 3月末時点で、第

2号まで発行済み。 
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【患者向け医療情報コーナーの設置】  

［附属病院］ 

・2 階ホールに設置した「からだの情報コーナー」につ

いて、配架図書の充実を図るほか、コンピューター端

末の設置について検討する。 

（９７） 

 

［センター病院］ 

・引き続き患者向け医療情報コーナーの設置場所等の検

討を行う。（９８） 

 

［附属病院］ 

（９７） 

６月から「からだの情報コーナー」にパソコン、ビデオ、コピ

ー機を設置した。また、購入や寄贈等により、コーナー配架図書

の更新、充実を図った。（現在約４50 冊配架） 

 

 [センター病院] 

（９８） 

医療情報コーナーについては、再来受付機が移設した後の場所

に書架を置き、開設することができた。 

 

【会計窓口でのデビットカード、クレジットカードの導

入】（９９） 

 

 【附属病院】（９９） 

外来にクレジットカード対応の自動精算機を１台増設した。

（外来の自動精算機５台のうち２台がクレジットカード支払い

可能となった。） 

クレジットカード対応の自動精算機は、救急外来にも 1台設置

しており、夜間のクレジット払いも可能としている。 

［センター病院］（９９） 

H19.9.3 より入院費を対象に、診療費自動支払機を１台設置し

た。加えて、平成 19 年 6 月 4 日より郵便局での支払が可能とな

り、374 件、約 2500 万円の利用があった。 

 

【チーム医療の推進】  

・引き続き、緩和ケアチーム、褥創対策チーム、栄養療

法チームなどの活動を通じ、職種間連携を活性化し、

チーム医療の連携を図る。 

（１００） 

 

 

 

［附属病院］（１００） 

各医療チームや部門が定期開催する勉強会・セミナー等を通

じ、職種間連携、チーム医療連携の活性化を図った。 

［センター病院］（１００） 

緩和ケアチーム、褥創対策チーム、栄養療法チームなど他職種

がチームを組み、各診療科からの要請に応じて対策を講じた。ま

た、e-ラーニングを利用して全職員に対して研修も行った。 
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【高度先進医療の推進】  

［附属病院］ 

・高度先進医療の先進医療への統合を踏まえ、承認申請

を引き続き積極的に行い、実施状況を定期的に確認す

る。（１０１） 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・高度先進医療の先進医療への統合を踏まえ、承認申請

を引き続き積極的に行う。（１０２） 

 

［附属病院］ 

（１０１） 

先進医療（厚生労働省主観）については、これまで承認されて

いる２件（インプラント義歯、活性化自己リンパ球移入）に加え、

申請により新たに３件（超音波骨折治療、実物大臓器立体モデル

手術計画、内視鏡下小切開泌尿器腫瘍手術）の先進医療が承認さ

れた。 

 

［センター病院］ 

（１０２） 

H19 実績は１件：H19.4.1（先 124）第 4号「超音波骨折治療法」 

 

【専門外来の充実】  

［附属病院］ 

・大学病院や地域がん診療連携拠点病院としてふさわし

い専門外来の開設を検討する。 

（１０３） 

 

 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

（１０３） 

・肺がん、膵がんを対象とした遺伝子検査（ＳＭＡＰ法）専門外

来「オーダーメード医療推進外来」を開設した。 

・女性専門外来のあり方等について、トップマネジメント会議及

びプロジェクトチームで検討した。結論として、「専門的かつ

高度な医療の提供を求められる大学病院としては、総合診療科

的な「女性専門外来」を開設するのではなく、各診療科が女性

患者のニーズに合わせて高度で専門的な医療を提供していく

ことが時代にあっている」との方針を確認した。 

 

［センター病院］ 

・患者にとって分かりやすく、かつ高度な医療提供がで

きるように再編成を検討する。 

（１０４） 

 

 

 

 [センター病院] 

（１０４）  

・6月に診療科再編を実施した。 

・従来は診療科ごとに部屋が設けられていたが、チーム医療の必

要性から医師フロアをオープン化することにより、コミュニケ

ーションの活性化を図った。 
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【がん治療の充実・推進】  

［附属病院］ 

・地域がん診療連携病院の指定に伴い、臨床腫瘍科・乳

腺外科、外来化学療法室の機能強化、拡充を図る。（１

０５） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・がん専門薬剤師を配置し、患者別実施計画書の作成、

入院患者のミキシング実施など、患者にとってより安

全な治療体制を図る。 

（１０６） 

 

 

 

［附属病院］ 

（１０５） 

外来化学療法室の機能強化を図るため、４月に化学療法センタ

ーを設置し、センター長を配置。臨床腫瘍科・乳腺外科の医師を

増員。 

10 月には、「オーダーメード医療推進外来｣として肺がん・膵が

んを対象とした世界最速、高感度な「ＳＭＡＰ法遺伝子検査」を

開始した。（国内では附属病院のみ実施可能な検査） 

１２月から複数診療科間の相互診療支援体制の構築に資するた

め、『キャンサーボード』を開設。毎月２回にペースで定期的に

開催している。 

 

（１０６） 

４月、全国でも数尐ない「がん専門薬剤師」1名を配置。 

１月には新制度「がん薬物療法認定薬剤師」１名が認定される。 

また、１２月から入院患者についても患者別実施計画書（レジ

メン）に基づき薬剤師による抗がん剤ミキシングを開始した。（小

児科白血病患者を除く） 

 

【先端医科学研究やトランスレーショナルリサーチへ

の取組】 

 

［附属病院］ 

・平成 18 年度の調査、検討に基づき、TRY2010 事業（先

進医療推進事業）を推進する組織体制を構築する。 

（１０７） 

・先進医療の獲得を増加させる環境づくりを推進する。

（１０８） 

 

 

 

 

 

［附属病院］ 

（１０７）（１０８） 

６月から先進医療推進センターにコーディネーターを配置し、

先進医療獲得を目指す診療科を支援。８月に先進医療推進センタ

ー長による各診療科ヒアリングを２日間にわたって実施し、【一

般型】５７件の進行状況を確認した。１月に各診療科ヒアリング

を実施し、【重点型】先進医療に該当する１４件についても進行

状況を確認。また、３月の各診療科ヒアリングでは、次年度も継

続が予定されている【一般型】４６件について進行状況を確認し

た。 
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Ⅳ 附属病院に関する目標を達成するための取組 

５ 良質な医療人の育成に関する目標を実現するための取組 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【市大病院学会の創設】  

［附属病院］ 

・部署ごとに行っている研究発表会等のうち、全職種が

参加できるようなテーマについては、開催日、場所等

の情報を院内に周知し、職種を超えた医療人相互の連

携を図る。 

（１０９） 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・引き続き地域医療従事者への研修機会提供を行ってい

くことに加えて、市民向けの健康医学講座を地域医療

機関等と共催する。 

（１１０） 

 

 

 

［附属病院］ 

（１０９） 

臨床部長会、各科代表者会議等の会合において、全職種を対象

として各部署で行っている研究発表会などの開催情報を周知し、

職種を超えた医療人相互の連携を図った。 

また、緩和ケアリフレッシュセミナーや安全管理看護講習など

公開されている研修・講習会などを「市大病院学会」と位置付け、

院内及び地域の医療機関にあてて開催予定や実施内容等の情報

を提供していくこととした。 

 

[センター病院］ 

（１１０） 

・地域医療従事者への研修機会を提供した。 

・地域の医療従事者を対象に、臨床研究の成果を踏まえ、医療知

識の普及を図るとともに、研修・研鑽の場を提供することによ

り、地域医療に貢献することを目的として地域医療連携研修会

を行っている。 

 

【専門医・認定医の育成強化】  

［附属病院］ 

・医療人教育支援プログラム（文科省選定）に基づく、

不足診療科における女性医師を対象とした長期専門

医研修プログラムの設置、一時保育・病児保育の実施、

ワークシェアリング制度を導入する。（１１１） 

 

 

 

・後期研修医の増員や宿舎の提供など、不足診療科対策

を講じて、地域医療への貢献を図る。（１１２） 

 

 

［附属病院］ 

（１１１） 

医療人教育支援プログラムに基づき、小児科、産婦人科、麻酔

科等の医師不足診療科の長期専門医研修プログラムを策定した。

また、女性医師等を対象に一時保育・病児保育の実施、ワークシ

ェアリング制度（登録医師数：小児科 4人、産婦人科 3人）の実

施等、新たな制度を導入した。 

 

（１１２） 

本年度後期研修医の増員枠 18 名のうち、医師不足診療科対策

として 5名増員した。また、病院の近隣地域にマンション８室を

借り上げて後期研修医等の宿舎として提供した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

［センター病院］ 

・後期臨床研修制度（専門医キャリアデザインシステム）

の検証を行い、第 3期の後期研修医の募集に向け、受

講者の視点からプログラムの充実を図る。（１１３） 

・指導医養成講習会の内容を検証し、質的充実を図るこ

とにより、より優秀な指導医を育成する。（１１４） 

・女性医師の育児支援のため、院内保育所機能の更なる

充実を図るほか、医師の就労環境の改善に取り組む。

（１１５） 

 

 

[センター病院] 

（１１３）（１１４）（１１５） 

・ 当院臨床研修センターの設置により、臨床研修センターにおい

て後期臨床研修の責任者（副センター長）を置いた。また、そ

の動きを受けて、後期臨床研修委員会により、当院における後

期臨床研修のあり方などについて、検討をおこなった。また、

研修プログラムについては、後期臨床研修委員会での討議に基

づき、部長コメントを入れること、3 年間のキャリアデザイン

を明示するなど、工夫を行った。 

・ 指導医講習会については、附属病院主導で実施（平成 19 年 6

月 9日・10 日の 2日間）したが、今後のあり方については、附

属病院と共に、検討していく。 

・女性医師への支援策 

（１）対象・・育児のため休業中の医師 

（２）身分待遇・・非常勤診療医とし、日額報酬を支給する。 

（３）目的・・復職に向けた診療能力・技術の研鑽 

（４）手続き・・①診療科部長は次の要件を説明した理由書を病

院長に提出する（当該医師の状況、診療科と

しての必要性、勤務スケジュール） 

②病院長は、診療科に対してヒアリングを行

い、必要性、予算等を考慮し決定する。 

（５）勤務日・・週１日～２日とし、外来および病棟における診

療のほか、安全管理講習会など、院内講習会の

受講等 

（６）任期・・１年 

（７）保育措置・・院内保育所の活用と運用 

 

【研修医の育成】  

・医学部と臨床研修センターとの連携に基づく研修医の

確保と附属 2病院の院内研修体制の充実、研修内容の

充実及び研修医の受け入れ環境の改善について、総合

的な観点から取り組んでいく。（１１６） 

 

 

 

 

［附属病院］ 

（１１６） 

臨床研修センター、看護部、安全管理担当等が連携して、研修

医に対する臨床研修を実施している。（シミュレーションセンタ

ーの活用等） 

６月には後期研修制度の充実や医学部、研究科等との連携を強

化するため、臨床研修センターの副センター長を 1名増員した。 

また、来年度臨床研修医採用予定者説明会（１１月）、臨床研 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[附属病院] 

・初期・後期臨床研修をはじめ、看護師、医療技術系職

員、法人職員を含めた研修、人材育成を総括し充実を

図るため、教育研修センター（仮称）を設置する。 

（１１７） 

 

 

 

 

・シミュレーションセンターを活用した技術力、手技の

向上を図る研修プログラムを運用するほか、指導診療

医等の配置、主任指導医の処遇改善などの研修医指導

体制の充実を図る。 

（１１８） 

 

修報告会・意見交換会（１２月）等を開催し、研修医の受け入れ

体制を強化した。 

［センター病院］ 

（１１６） 

平成 20 年度より大船中央病院を協力病院として迎え、また来

年度は、へき地医療の実習のために阿久根市民病院を協力施設と

して迎える計画をたてた。またプログラム全体の見直しも図り、

学生に対してよりわかりやすいように体裁を変更した。 

 

（１１７） 

臨床研修センター、管理部、看護部による教育研修センター（仮

称）の設置検討会を設け検討した結果、研修医に対する臨床研修

と職員に対するスキルアップ研修では、プログラム、目的、評価

方法等が違うため、総括的に取組むのは困難と判断された。今後

も個別の運営が必要であり、研修を所管する三者が連携を強化し

て、それぞれが主体的に研修の充実化を進める方針を確認し、セ

ンターの設置を見送ることとした。 

 

（１１８） 

シミュレーションセンターの活用については、腹腔鏡や内視鏡

のシミュレーターを導入し、研修プログラム策定に向けて月例の

院内セミナーを開催した。 

 

 

・二次救急輪番体制の参画に伴い、協力病院と連携した

救急研修の充実を図る。（１１９） 

 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・附属 2病院の臨床研修センター機能の強化・充実を図

り、臨床研修医の支援に資するため、医師の育成を含

めた職員研修の院内推進組織として位置づけられて

いる「職員教育・研修委員会」と有機的な連携を図る 

（１１９） 

研修医の救急研修を充実させるため、一次・二次救急を経験す

る機会が多い藤沢市民病院（３６５日救急）及び藤沢湘南台病院

に各２名の研修医を派遣した。また平日（曜日限定で週３回の午

後）の予約外症例について、救急部の協力により研修医の救急研

修を実施した。（１２月から） 

 

［センター病院］ 

（１２０）（１２１） 

・ 平成 19 年６月１日より当院の臨床研修センターが設置され、

臨床研修医・後期臨床研修医（シニア･レジデント）について

は、このセンターにおいて事務を行うこととなった。また、こ 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

とともに、当院の臨床研修センターの機能を発展さ

せ、臨床研修委員会における課題の検討も活発に行い

改善を図る。（１２０） 

 

 

 

・歯科医師臨床研修プログラムの策定を行うとともに、

歯科医師臨床研修病院としても申請し、指定を受ける

ことにより、良質の歯科医師も育成する。（１２１） 

 

・指導診療医等の配置、主任指導医の処遇改善などの研

修医指導体制の充実を図る。 

（１２２） 

 

の下部組織として臨床研修委員会・後期臨床研修委員会を明確

に位置づけた。一方、彼らを含む医師の育成については、他の

病院職員と同様、研修情報の周知・参加の意欲向上のために、

HP・e-ラーニングを利用した新たな研修システムを策定するこ

とにより、より研修企画・研修受講が容易となるよう体制を整

えることとし、実施した。 

・ 歯科臨床研修については、平成 19 年８月に当院の「歯科・口

腔外科・矯正歯科卒後臨床研修プログラム」として認可され、

本年度初の研修医の採用を行う予定である。 

 

（１２２） 

・平成 19 年 6 月に診療医設置規定を改正・施行し、経験 6 年以

上の中堅層の医師を指導診療医として位置づけるとともに、経

験 10 年以上の指導医層に対しては、研究費の配分対象とする

ことや報酬月額の上乗せなど、処遇面においても充実を図っ

た。 

 

【職員の声を吸い上げるシステムの構築】  

［附属病院］ 

・職務遂行に抜群の努力や、病院経営に寄与し功績顕著

と認められる者に対する職員表彰式（18 年度創設）を

実施・恒例化し、医療人として職務に臨むモチベーシ

ョンや喜びを高める。（１２３） 

 

・引き続き、院内広報紙「Wish」の編集を各部門の職員

からなる編集部会に任せ、さらに職員に愛され支持さ

れる広報紙を目指す。 

（１２４） 

 

［センター病院］ 

・「経営品質」のフレームに照らして、現場の感じる課

題、現場が受けた苦情を改善課題としてとらえ行動す

るためのシステムづくりを進める。（１２５） 

 

 

 

［附属病院］ 

（１２３） 

職務遂行に抜群の努力をした者（部門等）や、病院経営にかか

る功績が認められる者（部門等）に対する職員表彰式を１月 22

日に開催し、本年度は７団体を表彰した。 

 

（１２４） 

「Wish」編集部会の部会員のアイデアを紙面の随所に活かした

編集により、これまで以上に職員に親しまれる広報誌を定期発行

した。 

 

 [センター病院] 

（１２５） 

・ 院内広報誌「Ｍａｋｅ ｉｔ ｈａｐｐｅｎ」を創刊した。（８

月） 

・管理部長による新採用職員に対する意見の聴取を行った。 

・11 月に看護師、医療技術などの各職場が、スライドなどを用い

て相互に発表する情報交換会を実施した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【病院実習の受け入れ体制の強化】  

［附属病院］ 

・基礎教育機関の看護実習生に対し、実習環境及び指導

内容に関するアンケートを継続して実施する。（１２

６） 

 

 

 

・各部門での受け入れ実績、実習内容、研修生の感想な

ど、研修施設としての PR をホームページに掲載する。

（１２７） 

 

 

 

 

［センター病院］ 

・従来の実習に加えて、あらたに中学生の職業体験受け

入れを行い職業観の育成へ支援と地域への貢献を進

めていく。（１２８） 

 

・実習受入概要及び実績等をホームページで公開する。

（１２９） 

 

 

 

［附属病院］ 

（１２６） 

看護実習生アンケートを実施し、実習環境や指導内容に関する

実習生の意見を把握した。集計結果を看護師長会・臨床実習指導

委員会等に報告し、実際に実習生を受け入れる現場サイドとの情

報の共有化を図った。 

 

（１２７） 

病院ホームページのリニューアルにより、１２月から各部門の

病院実習の内容、受入実績等の情報ページを開設し掲載を開始し

た。 

また、実習生の意見・感想等を掲載するページも開設し掲載し

た。 

 

 [センター病院] 

（１２８） 

中学生の職業体験受け入れを南区内の 2校を対象に実施した。 

 

 

（１２９） 

実施済み。 

実習に関して薬剤部では薬学生の早期体験実習、4 週間実務実

習や JICA 研修生の受入、薬剤部独自の研修生受入を行った。 

 アンケートは薬学生・研修生で行っており、研修生に関しては

感想文を HP 上に公開した。 

 参考までに、平成 19 年度の実績は平成 19 年度上半期では、早

期体験実習 4 名、4 週間実務実習 12 名、JICA 研修生 3 名、研修

生（継続中）2名を受け入れた。 

 事務職の実習を受け入れ（８月）ホームページに載せた。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

１ 経営内容の改善に関する目標を達成するための取組 

（１）運営交付金に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【経理担当】 

 平成 18 年度中に制度化した寄附金について寄附金拡

大のための施策を実施する。 

 経費抑制については、引き続き物品等の一括購入や複

数年契約の推進により経費抑制を進める。 

 

 

 

 

 

【財務担当】 

・寄附金拡大のための施策は庶務・渉外担当を中心に、卒業式で

のチラシ配布等、これまで準備を進めてきた寄附金の募集を開

始した。 

・経費節減については、一括購入、複数年契約を引き続きすすめ

た。また、コピー用紙、トイレットペーパー等について、病院

との連携もとりながら法人全体で契約し、経費の抑制に努め

た。また、ＯＡ機器については、ＩＴ化推進の観点から、２０

年度からＩＴ推進担当を購入窓口とした。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

１ 経営内容の改善に関する目標を達成するための取組 

（２）自己収入の増加に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【収入を伴う事業の実施】  

【経理担当】 

①②平成 19 年度に学費の改定を実施するが、引き続き

他大学の動向等データの収集整理を進めるなど学

費のあり方について調査する。 

 

【財務担当】 

・学費の改定を予定通り実施した。 

・学部別の経費分析を実施した。 

・他大学の学費の動向について情報収集を行った。 

【経理担当】 

③・新たにクレジットカード利用による授業料の納入を

導入するとともに、利用の促進に努める。 

・現行３期分納である授業料について２期分納とする

など、授業料等については学事日程と整合させるこ

とについて検討を進め実施する。 

 

 

【財務担当】 

・学費のクレジット決済を実施すると共に、学費システムを改善

するため、学内各部署・関係業者と調整を重ね改修を行った。 

・学費の減免、奨学金、身分異動等、関係部署と調整を重ねて、

学費２期分納を学生に不利益が生じないよう、措置を講じなが

ら実施した。国際総合科学部においては、学事日程と学費の納

付区分が一致したため、身分異動が従来よりしやすくなるほ

か、留学もスムーズになることが予想される。 

 

【多様な収入の確保】  

【エクステンションセンター】 

①エクステンション講座を四半期単位で企画し、計画的

な広報と受講者募集手続きの効率化を図る。 

また、受講料の支払いについては、コンビニエンスス

トアに加え、クレジットカードによる決裁も取り扱

い、利便性の一層の向上を図る。 

 

【エクステンションセンター】 

4 月～7月期、8月～12 月期、１月～3月期の講座パンフレット

を作成し、効率的に受講者募集を行った。 

4 月からクレジットカードによる決済を開始した。 

【研究推進センター】 

②新たに設置する知的財産･技術移転に関するコーディ

ネーターを活用するなど、知的財産の適正な管理を進

めるとともに、技術移転機関等を活用した企業等への

出願内容の公表や、技術移転を積極的に進める。 

 

【研究推進課】 

 知的財産コーディネーター（弁理士）による発明相談を実施す

るとともに、月１回の「知的財産戦略委員会」で知財に関する審

議を行った。このほか、リクルート（外部エージェント）による

技術移転活動を推進した。この結果、特許出願件数、技術移転活

動とも大幅に増えた。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【経理担当】 

③平成 18 年度中に制度化した寄附金について、寄附金

拡大のための取組を進める。 

 

【財務担当】 

寄附金拡大のための施策は庶務・渉外担当を中心に、卒業式で

のチラシ配布等、これまで準備を進めてきた寄附金の募集を開始

した。 

 

【科学研究費補助金、受託研究、奨学寄附金等外部資金

増加】 

 

【研究推進センター】 

①国家プロジェクト等、外部研究費応募相談などの支援

や、研究情報の積極的な提供など、企業等との共同研

究マッチング支援を推進する。 

 

【研究推進課】 

 外部研究費の公募情報を本学ホームページに掲載し、積極的な

情報提供を行った。また、研究推進コーディネーターによる外部

研究費の応募相談を随時行うとともに、９月 25 日～10 月９日に

かけて、各キャンパスで「科学研究費補助金公募説明会」を開催

した。 

 

②外部研究費に関する情報提供、公募相談や、科学研究

費補助金応募説明会など、外部研究費の申請に対する

支援を実施するとともに、「教育研究費」は、科学研

究費補助金等、外部研究費の申請を条件として交付す

る。 

 

【研究推進課】 

外部研究費の公募情報を本学ホームページに掲載し、積極的な

情報提供を行った。また、研究推進コーディネーターによる外部

研究費の応募相談を随時行うとともに、９月 25 日～10 月９日に

かけて、各キャンパスで「科学研究費補助金公募説明会」を開催

した。 

「教育研究費」については、定額基礎分を原則として一律に配

分する一方で、付加交付分については、外部研究費の獲得努力等

に応じた配分を行った。 

これらの取組により、外部研究費獲得に向けた意識の向上が図

られた。 

 

③民間企業との共同研究、受託研究を促進し、外部資金

確保に努める。 

 

【研究推進課】 

引き続き、産学連携の推進に向け、民間企業等との共同研究、

受託研究を促進し、外部資金獲得の拡大に努めた。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

１ 経営内容の改善に関する目標を達成するための取組 

（３）経費の抑制に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【人事担当】 

①組織及び職員配置の見直しを行い、効率的な組織を目

指しつつ、大学運営を効果的に進めるための機構改革

を行い、職員の意欲と能力を十分活かした組織運営を

進める。 

 

 

【人事担当】 

平成 19 年度に各職場における現状、要望を把握するため、職

員配置計画の提出を各課に依頼し、ヒアリング等の調整を通し、

効率的な組織体制作り、人員配置を行った。また、横浜市派遣職

員を段階的に解消し、意欲ある法人固有職員への転換を図った。 

 

 

【経理担当】 

②引き続き物品等の一括購入、複数年契約を進め、経費

節減に努める。 

 

 

 

【財務担当】 

経費節減については、一括購入、複数年契約を引き続きすすめ

た。また、コピー用紙、トイレットペーパー等について、病院と

の連携もとりながら法人全体で契約し、経費の抑制に努めた。ま

た、ＯＡ機器については、ＩＴ化推進の観点から、２０年度から

ＩＴ推進担当を購入窓口とした。 

 

【施設管理担当】 

③引き続き省エネ意識啓発に取り組むとともに、エネル

ギー監視体制を継続し、消費エネルギーの抑制に努め

る。 

 

【施設担当】 

日常エネルギー使用に対して常時監視を行い、省エネの啓発を

周知すると共にエネルギー使用の超過が予想される場合は冷暖

房の制限を行った。 

【資産の効率的・効果的運用】  

【研究推進センター】 

①知的財産の取扱いに関する方針に従い、特許の出願・

維持及び企業等への技術移転を推進する 

【庶務担当】→特記事項無し 

 

【研究推進課】 

知的財産コーディネーター（弁理士）による発明相談を実施す

るとともに、月１回の「知的財産戦略委員会」で知財に関する審

議を行った。このほか、リクルート（外部エージェント）による

技術移転活動を推進した。この結果、特許出願件数、技術移転活

動とも大幅に増えた。 

 

【エクステンションセンター】 

②民間企業関係団体との間で、社員教育の可能性を協

議するとともにビジネスマネジメント関連の講座を

開催する。 

【エクステンションセンター】 

横浜市雇用創出課と連携し、10 月から中小企業経営実践講座

「みなとみらい次世代経営者スクール」をモデル実施した。 

ＭＢＡ講座やファイナンス講座など、ビジネスマネジメント関

連の講座を開催した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【研究推進センター】 

③高額な設備・機器等の利用実態を点検するとともに、

地域結集型共同研究事業で使用した NMR700 について

は、学外との共同利用を進めるなど学部資金の獲得に

努める。また、環境ホルモン研究施設等の高額な設

備・機器については、共同利用を検討する。 

 

 

 

【研究推進課】 

 700MHz のＮＭＲについては、産学連携の推進に向け、包括基本

協定を締結している「蛋白質構造解析コンソーシアム」加盟企業

と共同研究や受託研究を進めたほか、新たに文部科学省から「先

端研究施設共用イノベーション創出事業」の採択を受け、900MHz

のＮＭＲと合わせて、産業界へのマシンタイムの開放を行うなど

の外部資金獲得拡大に努めた。 

 環境ホルモン研究施設については、整備した共同スペースが順

調に活用されている。 

 

【会計担当】 

④地方独立行政法人法等の規程に従って、通知預金や大

口定期預金に加え、国債等による余裕資金の安全かつ

効率的な運用を行う。 

 

【会計・監査担当】 

 国債による運用を本格的に実施するとともに、大口定期預金や

通知預金による運用を行った。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

１ 経営内容の改善に関する目標を達成するための取組 

（４）施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【計画的な施設設備の整備・改修を進め、既存施設の効

率的な維持・管理を進めるための取組】 

 

 

【施設管理担当】 

①・市大のさらなる発展に向けて、八景キャンパスの再

整備構想を策定する。 

・既存施設について引き続きユニバーサルデザインの

視点で施設整備を実施する。 

 

【研究推進センター】 

・文部科学省の「適正な動物実験を実現するための基本

的指針」を満たした、清潔で安全な教育・実験ができ

るように、全学の動物飼育舎の点検・整備を行う。 

 

【施設担当】 

経営企画課と共に八景キャンパス整備マスタープランの策定

をし、キャンパス整備の方向性が経営審議会で承認された。 

ウォッシュレット便器への交換など多目的トイレの改修を行っ

た。 

 

【研究推進課】 

清潔で安全な教育・実験が行われるよう各キャンパスで規程を

整備し、八景キャンパスについては動物飼育舎の改修を行った

が、全学的な基本的指針の策定にまでは至らなかった。 

 

【施設管理担当】 

②既存設備の点検を実施し、エネルギー監視を実施する

とともに、既存設備の更新にあたり、省エネルギータ

イプの機器の導入、利用状況のチェックなどエネルギ

ー使用の効率化・抑制を図る。 

 

【施設担当】 

毎日の管理日報によりエネルギー使用状況の監視を実施。ま

た、本校舎冷房設備の改修に際して、省エネルギータイプの設備

を導入した。 

【施設の有効活用の推進による教育研究活動の充実及

び活性化】 

 

【施設管理担当】 

・利用状況実態調査を実施し、施設利用の効率化を図る

とともに教育、研究活動に応じた施設整備を継続して

実施する。 

 

【施設担当】 

研究棟管理活用委員会の開催により、研究棟の空き室の有効利

用を図った。また、老朽化した動物舎の改修をして動物実験環境

の充実を図ったのに加え理科館の改修を行った。 

 

【ＩＳＯ１４００１の取得・運用】  

【施設管理担当】 

・環境要素の検討、影響や効果など ISO 取得に向けての

課題・必要性を検討し、あわせて大学として環境負荷

を軽減するための実効的な仕組みづくりを検討する。 

【施設担当】 

検討の結果、ISO14001 を取得して実施するのではなく、大学独

自の環境管理計画を策定することとした。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

（１）運営体制の改善に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【全学的な経営戦略の確立】  

【会計担当】 

①年度比較や他大学との比較など、会計監査人等を活用

して法人の経理処理の研究や決算分析を行い、今後の

法人経営の改善について検討する。 

 

【会計・監査担当】 

法人化 2 年目である平成 18 年度決算について会計監査人を活

用して、利益分析を行うとともに、国立大学法人と財務状況の比

較・検討を行い、今後の法人経営の改善のための資料とした。 

【経理担当】 

②18 年度から月次決算を実施しているが、内容を充実さ

せ、法人経営に反映させる。 

 

 

 

【財務担当】 

・決算見込みを簡略化して行うための資料の作成。 

・月次決算を早期化するため、月次決算マニュアルの作成。 

・各課との調整などを含むその他の準備を進めた結果、大学部門

については月次決算処理の早期化が進められた。 

 

【運営組織の効果的・機動的な運営】  

【庶務担当】 

①引き続き法人内の意思決定プロセスの効率化に努め

る。 

 

 

 

【庶務・渉外担当】 

既存会議の見直しを図り、庶務・渉外担当が所管している連絡

調整会議については、出席者が一部重複している経営会議と同じ

日に開催日を変更することで、会議日程の効率化を図るととも

に、迅速な意志決定プロセス体制を構築できるよう努めた。 

 

【経営企画担当】 

経営審議会、経営会議、理事長学長調整会議について、各会議

の位置付け、権限、開催日、出席者、議事内容などの見直し事項

の２０年度からの実施に向けた準備を進め、意思決定プロセスの

効率化に努めた。 

 

【人事担当】 

②組織の再編や他大学等の民間経験者の採用などを通

じて、教員組織と事務組織の連携強化を図る。 

 

 

 

【人事担当】 

平成 19年度当初および平成 20年度において機構改革を実施し

た。 

また、平成 19 年度途中において、大学専門職として他大学経

験者を新たなポスト（福浦キャンパス学習教育担当課長、学務課

学務企画係長）に採用した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【全学的視点からの戦略的な学内資源配分】  

【経理担当】 

①平成 18 年度から月次決算を実施しているが、内容を

充実させ法人経営に反映させる。 

 

【財務担当】 

・決算見込みを簡略化して行うための資料の作成。 

・月次決算を早期化するため、月次決算マニュアルの作成。 

・各課との調整などを含むその他の準備を進めた結果、大学部門

については月次決算処理の早期化が進められた。 

 

【研究推進センター】 

②外部研究費の間接経費の一部を、大学の管理経費とし

て全学的視点で活用する。 

 

 

 

【経理担当】 

間接経費の使途について整理し、法人・教員ともに、

メリットのある間接経費のシステムを構築する。 

 

 

【研究推進課】 

 外部研究費の間接経費については、平成 19 年度からその割合

を見直すとともに、より一層、研究環境の整備促進や外部研究費

獲得拡大に向けたインセンティブが高まるよう、外部研究費の獲

得額に応じた一定割合を各キャンパス等に配分した。 

 

【財務担当】 

２０年度予算の編成にあたり、間接経費の充当について検討し

た。 

間接経費については、教員の研究費獲得状況、法人の財務状況

にあわせて、充当を判断することとした。教員へのメリットとし

て理事長表彰制度の策定を検討中。 

 

【経営情報の公開】  

【会計担当】 

法人の決算データを整理し、引き続き経営情報をホー

ムページ上で公開する。 

法人の経営状況の透明性を高めることや業務の見直し

のきっかけとすること、及び市大ブランドの向上に活用

するため、財務状況について第三者による評価の実施を

検討する。 

 

【会計・監査担当】 

 平成 18 年度決算データを整理し、法定されている財務諸表等

の閲覧手続に加え、決算概要等をウェブで公開した。 

 また、大学の財務情報を市民の方にお伝えするために、新たに

「財務レポート」を作成し公表した。 

 第三者による評価の実施として、指定格付け機関であるスタン

ダードアンドプアーズから、「ＡＡ－」という高い格付けを取得

した。 

 さらに、横浜市立大学の地域への経済効果を定量的に把握する

ため、経済波及効果を調査し公表した。 

 

【内部監査機能の充実】  

【会計担当】 

①前年度の監査体制の仕組みをさらに充実し、監事監 

【会計・監査担当】 

 監事、会計監査人及び内部監査委員による「監査連絡調整会議」 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

査、会計監査人監査及び内部監査人監査が有機的に連

携し、それぞれの持つ機能を相互に補完しあうよう協

力して監査が実施できる体制作りを行う。 

 

【庶務担当・会計担当・人事担当・研究推進センター】 

コンプライアンス推進体制の安定的な稼動並びに、事

例研究等を通じた教職員等への研修を行う。 

 

 

で策定した監査計画に基づくとともに、相互の監査実施状況を踏

まえつつ内部監査を実施した。なお、19 年度については財務的な

テーマに重点を置いた。 

 

【【庶務・渉外担当】 

１９年度よりコンプライアンス推進体制を立ち上げて、稼働さ

せた。また、民間会社のＣＳＲ部門から招いた講師による幹部研

修の実施や、内部通報制度に関するセミナーへの担当職員参加を

行った。 

なお、医学研究科博士課程において「学位論文審査に関する謝

礼授受」の問題が発覚し、事実関係を調査するとともに、問題解

決に向けた取組を行うべく、対策委員会を設置した。今後はより

客観的な学位論文審査が行われるよう体制を整え、今回のような

問題が二度と起こらないよう、再発防止策を策定するとともに、

コンプライアンス推進委員会の更なる改善に努める。 

 

【会計担当】 

②監事監査計画や会計監査人監査計画と調整を図りつ

つ、内部監査計画を立案し、法人経営に資するよう効

率的で効果的な内部監査を実施する。 

 

 

【会計・監査担当】 

平成 19 年度内部監査計画を策定し、7月以降隔月で内部監査を

計画的に実施した。 

内部監査の結果、是正すべき事項が発見された場合、改善等の

指導を速やかに行い、改善結果について報告を受けた。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

（２）人事の適正化に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【新たな人事制度の構築】  

【人事担当】 

①② 

(ア) 法人職員の採用・昇任・評価・育成に関する基本

方針として「人材育成プラン」を法人内での検討

を行いながら策定する。 

 

(イ)【教員】教員評価制度を実施しながら、制度の見

直し点検を行い、評価結果を早期に処遇へ反映が

可能となるよう制度の充実を図る。 

 

 

 

(ウ)【職員】人材育成プランを策定する中で、大学(病

院)職員としての能力向上を実現する人事考課制

度の検討を行う。 

 

【人事担当】 

 

（ア）法人の人材育成の方向性や基本的な考え方をまとめ、人材

開発プラン骨子を策定し、ＹＣＵネットや各種会議を通

じ、職員へ周知した。 

 

（イ）19 年度は計 10 回の委員会を開催し実際の教員評価に参加

している方からの意見等を踏まえ、評価項目、評価基準、

運用上、システム上の課題について検討を行った。評価対

象教員の 95％を超える教員の評価を行い、年度末に平成

19 年度の評価決定を行うことができた。 

 

（ウ）19 年度は横浜市の人事考課制度に準じ、大学においても実

施した。 

【公募制の導入及び雇用形態の多様化】  

【人事担当】 

①(実施済) 

 

 

 

【人事担当】 

②引き続き公募制を推進していく。 

 

【人事担当】 

採用にあたっては公募を原則としている。公募にあたっては、

その趣旨を踏まえ、最低１ヶ月以上の公募期間を設けることを徹

底している。また、公募によらない場合（招聘等）においても、

理由書の提出を義務づけている。 

 

【人事担当】 

③引き続き制度の充実（特別招聘教員（仮称）等）に向

け検討を進める。 

 

【人事担当】 

平成 20 年度からの実施を目指して国内・海外への教員派遣制

度の見直しを行ったほか、研究推進課と調整して新たに外部資金

の高額獲得者に対する表彰制度について検討する等、任期制を踏 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 まえた制度の充実に向け検討を進めた。特別招聘教員（仮称）に

ついても引き続き検討している。 

 

【教員評価制度の導入と効果的な運用】  

【人事担当】 

①② 

平成 19 年 4月から教員評価制度を実施する。 

平成 18年度に実施した試行結果や教員評価プロジェク

ト、教員評価委員会における検討を踏まえ、評価項目、

評価指標について部局ごとの特性を勘案しながら、見

直し・検証を行う。評価結果の年俸、任期更新、昇任

といった処遇への反映方法について整理し、教員への

説明を行う。 

 

【人事担当】 

19 年度は計 10 回の委員会を開催し、評価項目、評価基準を検

討したほか、運用上、システム上の課題について検討を行った。

制度への教員の取組としては、評価対象教員の 95％が評価を行

い、年度末に評価決定を行うことができた。 

【人事担当】 

③学外者を含め構成される教員評価委員会により、評価

の公正性・客観性を確保する。 

 

 

 

【人事担当】 

19 年度の評価結果について、20 年度の処遇反映は行わないこ

ととして運用したため、外部委員の委嘱は行わなかった。 

外部委員の必要性、具体的な人選については、平成 20 年度の

検討課題としている。 

 

【年俸制の導入と制度の確立】  

【人事担当】 

・評価結果の年俸への反映方法について整理し、教員に

説明を行う。 

 

 

【人事担当】 

11 月に教員組合に対し、処遇反映に関する法人の考え方を提案

したが、年度内合意が得られなかったため、教員説明を実施する

ことができなかった。 

【任期制の導入】  

【人事担当】 

①任期制への賛同を得られるよう各種制度を整備する。 

 

 

 

【人事担当】 

②テニュア制度の実施に向けて具体的な手順等を整備

し、選考に向けての作業を進める。 

【人事担当】 

平成 20 年度から国内・海外への教員派遣制度の見直しを行っ

たほか、研究推進課と調整し、新たに外部資金の高額獲得者に対

する表彰制度について検討した。 

 

【人事担当】 

「教授」だけではなく他の職位も含め、優れた教育・研究等の

業績をあげた教員に対し、法人としてテニュア権を与えることが 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

 

 

できる制度として、再検討を行っている。 

 

【職階の簡素化と昇任体系の構築】  

【人事担当】 

(実施済み) 

 

 

【適切な人件費管理】  

【人事担当】 

①雇用形態の多様化に対応できる制度の充実（特別招聘

教員（仮称）等）に向け検討を進める。 

 

【人事担当】 

既に導入済みである、特に優れた知識・経験を有すると認めら

れる者等を対象とし、勤務日数が週 1日もしくは 2日である特別

契約教員制度を効果的に活用している。 

 

【人事担当】 

②引き続き適切な人件費管理に努めていく。 

 

【人事担当】 

職員配置計画の実施、固有職員への切り替えの積極的実施、契

約職員の導入を通じて、人件費管理に努めた。 

 

【専門職員の人事】  

【人事担当】 

①②③ 

より職務職責に応じた制度となるよう、評価・給与制

度を引き続き検討するとともに、法人における人材育

成プラン等との整合性を図る。 

 

【人事担当】 

 大学専門職については平成１７年度採用者が任期更新の時期

を向かえたため、平成１９年度過去３年間の実績評価を行った。 

 また、給与制度の見直しを行い、９月以降の契約締結者には、

より職務職責に応じた新制度を適用した。 

【市派遣職員の段階的解消】  

【人事担当】 

・人材開発プランに基づき、法人固有職員の採用・育成

を実施し、計画的に派遣職員の解消を促進する。 

 

 

 

 

【人事担当】 

 法人固有職員の採用を引き続き実施しつつ、平成１９年度、２

０年度の人事異動により、市からの派遣職員から法人固有職員へ

の転換を行った。 

 また、市派遣職員のうち、医療技術職職員で希望するものにつ

いては、転籍を行った。 

 平成１７年度以降に採用した法人固有職員に対し、ｽｷﾙｱｯﾌﾟ研

修や SD 研修を実施することにより、人材育成を図っている。 

 

 



 

100 

Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための取組 

（３）事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための具体的方策 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【事務処理の簡素化及び迅速化】  

【庶務担当】 

・引き続き、事務処理の電子化（ICT 化）についてさら

に検討を進める。 

 

 

 

 

【庶務･渉外担当】 

18 年度に導入したグループウェア YCU-net（サイボウズ）で、

共有ファイル管理、掲示板等の各種機能を充実させることで情報

の電子化を推進した。また、YCU-net のより積極的な活用を図る

ため、公式ホームページの教職員専用ページに YCU-net に関する

ページを作成し、操作マニュアル等を掲載する事等により利便性

の向上を図った。 

 

【簡素で効率的な組織の構築】  

【庶務担当】 

・民間の視点を持って、事業手法等の見直しを図り、委

託化・外部化を推進する。 

 

 

・引き続き組織の再編について検討する。 

 

 

 

 

【庶務･渉外担当】 

所管業務についての委託化・外部化の検討を進め、インフォメ

ーションや講師控室の人材派遣での対応を実現した。また、引き

続き守衛室の外部委託の体制を維持した。 

 

【人事担当】 

平成 19 年度に各職場における現状、要望を把握するため、職

員配置計画の提出を各課に依頼し、ヒアリング等の調整を通し、

効率的な組織体制作り、人員配置を行った。 
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Ⅴ 法人の経営に関する目標を達成するための取組 

３ 広報の充実に関する目標を達成するための取組 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【広報活動の推進】  

【広報企画担当】 

①引き続き、大学広報の企画及び総合調整にあたるとと

もに、金沢八景キャンパスにおける広報コーナーの設

置や、学生による大学広報を推進するための支援を行

う。 

 

 

 

【広報担当】 

・ 大学広報の実施体制を強化し、効率的かつ効果的広報推進の

ため、法人全体の前年度広報実態を集計分析し、19 年度広報

計画とともにまとめ、学内会議等で現状と課題を報告した。 

・ 八景キャンパスエントランスの改修（広報コーナー）では、

ＤＶＤの放映やディスプレイを工夫し、大学祭などのイベン

トでは大学紹介のパネル展示を行った。休憩の場として利用

するなど高校生らに好評で、大学のイメージＵＰにつながっ

た。 

・ 学生の広報ワークショップを企画ごとのプロジェクト制と   

し、今年度は(1)キャラクター企画検討、(2)タウンマップ発

行、(3)ホームページリニューアル(4)金沢高校と合同の八景

駅トンネル壁画、の４プロジェクトの運営について支援し

た。 

 

【広報企画担当】 

②平成 19 年度版「大学総合案内」を作成する。国際化

推進センター及び研究推進センターと連携して英語

版大学ホームページの充実を図る。平成 19 年 4 月に

リニューアルする大学ホームページでは、動画も活用

した魅力ある広報を展開する。 

【広報担当】 

・ 19 年度版大学総合案内は法人案内としての位置づけのさらな

る明確化、写真等で展開するトピックス及び病院紹介のペー

ジ増を図り、活用を促した。 

・ 英語版ホームページは教職員からなるプロジェクトチーム

を編成し、必要なコンテンツの抽出、翻訳の委託先のコンペ

による選定など、サイトの土台づくりを効率的に進めること

ができた。 

・ リニューアルしたホームページでの動画配信では、大学紹介

映像のほか、今年度新たに卒業式の様子を抜粋した映像配信

を開始した。映像ならではの訴求力により、ホームページ展

開に厚みを持たせることができた。 

 

【庶務担当】 

③いちょうの館及び平成 19 年に設置する国際交流ラウ

ンジを活用した地域レベルでの交流活動を通じて、大 

【庶務・渉外担当】 

チラシ等の広報印刷物をいちょうの館において積極的に配布

することで、大学情報の提供を推進した。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

学情報の積極的な提供に努める。 

 

 

 

 

 

【国際化推進センター】 

市大留学生とのパネルディスカッションをいちょうの館で実

施するなど、地域住民や市大生も参画した交流事業を展開した。 

また、国際交流ラウンジでは、パネル展の開催、国際交流ラウン

ジニュースやパンフレットの配布を行い大学情報を発信した。 
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Ⅵ 自己点検・評価、認証評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた

めの取組 

１ 評価の充実及び評価結果等の公開に関する目標を達成するための取組 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【自己点検・評価の改善】  

【経営企画担当】 

①全学的組織である大学評価本部を円滑に運営する。 

 

 

 

【経営企画担当】 

 大学評価本部を計１０回開催し、年度計画の進行管理や課題の

点検・整理等を行うことにより、年度計画の着実な実施に向けた

意識付けと、取組の推進を図ることができた。 

 

【経営企画担当】 

②③④ 

認証評価に向けた自己点検評価に加えて、法人評価や

教育・研究・診療、大学経営に活用できる大学総合デ

ータベースの構築を目指す。また、大学総合データベ

ースはIT基盤との整合性を図り効率的運用を目指す。 

 

 

 

 

【経営企画担当】 

認証評価専門委員会で評価機関を選定し、評価に必要とされる

データの種類や内容を把握した上で、大学総合データベースの構

築に取り組んだ。 

データベースの構築に際しては、既存の学内システムとの整合

性を図るため、基幹システム検討委員会において調整を行ったほ

か、評価のみならず教育や研究、経営等にも活用できるデータベ

ースのあり方についても検討し、研究者データベースとの統合に

向けた準備を進めた。 

 

【評価結果を大学運営の改善に反映する体制の構築】  

【経営企画担当】 

①自己点検・評価をより確実に実施できるよう学内の体

制を構築するとともに、年度計画の実績評価を大学運

営や教育研究活動の改善、充実に反映するなど PDCA

サイクルの確立を図る。 

 そのため、年度の前半期において年度計画の進捗状況

を確認するなどの取組を実施する。 

 

 

 

【経営企画担当】 

18 年度の業務実績に関する評価結果を大学評価本部等で周知

し、課題の共有化を図るとともに改善に向けた取組について検討

を行った。   

10 月には上半期における年度計画の進捗状況とあわせて、評価

委員会による前年度指摘事項への対応状況についても調査を実

施し、各所管課において現状の把握と取組スケジュールの見直し

を行うといった取組を通じて、年度計画を円滑に実施するための

仕組の構築を進めた。 

 

【経営企画担当】 

②大学運営の改善に向け経営審議会及び教育研究審議

会において、平成 17 年度及び 18 年度の業務実績に対 

【経営企画担当】 

18 年度指摘事項に対する取組状況及び 19 年度上半期における

年度計画進捗状況に関する調査結果を大学評価本部、経営審議会 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

する評価結果を踏まえるとともに、中期計画の達成に

向けた課題や問題点の整理、中期計画を進める中で必

要性があると考えられる新たな取り組みについて点

検を行う。 

 

等に報告し、課題の点検や改善に向けた取組スケジュールの確

認、中期計画の見直しを要する計画の整理及び代替案の検討を行

うなど、中期計画の実施に必要な措置を講じた。 
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Ⅶ その他業務運営に関する重要目標を達成するための取組 

１ 安全管理に関する目標を達成するための取組 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【学生や教職員の安全の確保】  

【人事担当】 

①平成 19 年度については、労働衛生委員会を開催し過

重労働防止研修やメンタルヘルス研修を重点的に実

施する。 

 

 

【人事担当】 

 産業医を中心とした職場巡視の実施や、労働安全衛生委員会を

開催し、職場環境の改善、過重労働防止に努めた。 

 管理職向け、新採用職員向けのメンタルヘルス研修を実施し、

「こころの健康相談室」の周知を図った。 

 

【施設管理担当】 

②引き続き施設設備の定期点検を実施し、不具合を未然

に防ぎ安定稼動を実現する。 

 

【施設担当】 

年間を通して空調機、エレベーター、など各種設備の定期点検

を実施した。 

【庶務担当】 

③引き続き危機管理計画を推進し、防災メールの登録者

数を増やしつつ、緊急時・災害時に教職員・学生の安

否確認するシステム構築の検討を行う。また、区との

具体的な連携についてさらに検討していく。 

 

 

 

 

【庶務・渉外担当】 

危機管理計画に沿って配備計画及び体制の適宜更新を行い、

YCU-net 等を用いて学内周知を行った。 

防災メールの登録者数の増加については、「学生生活のしおり」

や、教職員向けの通知によりＰＲに努めた結果、防災メール登録

者は導入当初との比較で 15.5％増加した。さらに、安否確認につ

いては、安否確認メールの自動配信といった機能拡充を新年度か

ら導入することとした。 

 

【人事担当】 

④・ハラスメント防止研修を実施し、平成 18 年度実績

以上の教職員の研修への参加を目指す。 

(平成 18 年度実績：215 人) 

 

・各拠点のハラスメント窓口委員を増やし、窓口委員

に対する対応研修を実施する。 

 

 

【人事担当】 

・ハラスメント防止研修については、学生対象、管理職対象、教

職員対象と対象者を分けて複数回実施した。 

 

 

・窓口委員は平成１９年度に２人増員し、１１人での対応となっ

た。 

 また、窓口委員を対象とした研修も７月に実施した。 

 

【防災対策の強化】  

【庶務担当】 

引き続き危機管理計画を推進し、防災メールの登録者

数を増やしつつ、緊急時・災害時に教職員・学生の安否 

【庶務･渉外担当】 

危機管理計画に沿って配備計画及び体制の適宜更新を行い、

YCU-net 等を用いて学内周知を行った。 
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１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

を確認するシステム構築の検討を行う。また、区との具

体的な連携についてさらに検討していく。 

 

 

 

 

防災メールの登録者数の増加については、「学生生活のしおり」

や、教職員向けの通知によりＰＲに努めた結果、防災メール登録

者は導入当初との比較で 15.5％増加した。さらに、安否確認につ

いては、安否確認メールの自動配信といった機能拡充を新年度か

ら導入することとした。 
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Ⅶ その他業務運営に関する重要目標を達成するための取組 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための取組 

 

１９年度計画 計画の実施状況とその成果 

【庶務担当】 

 各所属における個人情報保護に向けた取組のチェッ

クを引き続き行うとともに、研修会を開催する。 

 

 

 

 

【庶務･渉外担当】 

各所属において個人情報保護に関する研修と自主点検を実施

した。また、個人情報の適正な管理と取扱の際に必要となる手続

きについて理解を深めることを目的として、外部講師による研修

会を実施し、業務遂行上必要となる知識を身につけるとともに個

人情報保護に対する意識の向上を図った。 

 

 


